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（資料1）  

別 表 2  
交 付 基 礎 点 数 表（案）  

A地域  B地域  C地域   D地域  

北海道・宮城県・秋田  
県・山形県・茨城県・神  

青森県・岩手県・福島  
単 位   県・東京都・富山県・山  

梨県・長野県・沖縄県  
奈良県・鳥取県・広島  
県・熊本県・鹿児島県   

児童相談所一時保護施設本体  1人当たリ   1，770   1，690   1．600   1．520   

岩 ・・   ；    l ∵  1人当たリ  4   

助産施設本体   2．550  L   2．190  2・430  2．310  
■；－・†二；t’   279 

乳 児 院 本 体   1・470 1．390  
．【〟． →＿．【「【¶ 

初度設備相当加井（30人以下）   44  

初度設備相当加井（30人を超え る部分）  
22  

1人当たリ         － ‖．TlO   11．090  

ボ・＝▼．＝ 奉幸 430   4†0   12．940  12．330  
．．．＝ミ．▼≡≦′岳こ岳，．≡■ご  39  

410  390  370   350  

＝き亡＝ニ 幸一章・・、幸・一妄・一童   5了0  550  520   490   

親子…妻整 2，510   2．390   2，270   2．150   

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体  1世帯当たリ   5．790   5，510   5，240   4．960  

‾；．・．⊥；！  ト脾－－－  
12．330   11．710   11，090   

3．200  3，D40  乙890  2．740   

39  

12．940  

整備する≠含   520  490   

母子家庭等子育て支援空整備加算  1人当たり   730  6gO   

f心理療法圭整備加井   人当たり        5了0 550        810            770  

初度設備相当加算  1人当たり   13  

児童養護施設本体  2．470   2，350   2．230   2．120  

44  

12.330 

－2▼9「▼】て  

11，710   11．090   芦‥‾三’「∴こ…＝二「．．■．二 ト   
830  780  

’… 9   1手折習支榊悪のため等圭等整 1ご〔エ＝－二∴一■嬢「．貞…．F二1．－岳二・  1人当たり   570   550  520  49q   

乳児を受青㌫蒜妄は暮 青空等を整備する燻合  1人当たリ   170  160  150  150  

親子生活訓練室整備加暮  1施設当たり  2，510  2，390  2．270  2．150   

一3－   



1人当たり   2，910   2．770   2．630   2．490  

初 産 設備 相 当 加 算  1人当たリ   44  

心 理 ★ 法 皇 整 備 加 工  1施設当たリ   19．870   18．930   17，980   17．030  

親子 生 活訓 練重 畳傭 加 算  1施設当たり   2．390   2．270   2，150  

適 所 部 門 整 備 加 算  1人当たリ   1，230   1．170   1．110   1．050  

初度設備相当…  1人当たり   37   

児 童 自 立 支 援 施 設 本 体   1人当たり   3．450   3．290   3，120   2．960  

初 産 設 備 相 当 加 井  1人当たリ   44  

心 理 療 法 圭 蟄 傭 加 暮  1施設当たり   12．940   12．330   11，71（I   11，090  

親子 生 活訓 練室 整備 加 井  1施設当たり   2．510   2．390   2．270   2．150  

適 所 部 門 整 備 加 暮  1人当たリ   1，230   l．170   1．†10   1．050  

初産設備相当加井  1人当たり   37   

児童家庭支援センター本体   1施設当たリ   7．880   7．500   7．130   6．750   

職 員 暮 成 施 設 本 体   1人当たり   1．370   1．300   1．240   1．170  

初 度 設 備 相 当 加 算  1人当たリ   44   

小規模住居型児童養育事業所   1人当たリ   3．500   3．330   3．160   3．080  

初 産 設 備 相 当 加 井  1人当たり   44   

児 i 自 立 生 活 援 助 事 業 所   1人当たリ   3．190   3．030   2．880   2．730  

初 産 設 備 相 当 加 井  1人当たリ   44   

妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー   1人当たり   5．790   5．510   5．240   4，960  

初 産 設 備 相 当 加 算  1人当たリ   44  

日中支檀（デイサービス）利用者のための 居壬を整備する場合の細井  1人当たリ   3，200   3．040   2．890   2，740  

初産設備相当…  1人当たリ   39   

婦 人 相談所 一 時 保護施設   1世帯当たり   2．120   2．010   1．910   1．810  

初 産 設 備 相 当 加 井  1世帯当たり   44  

心 理 療 法 圭 整 傭 加 算  1施設当たり   12．940   12．330   11．710   11．090  

保 書 至 整 備 加 算  1人当たリ   570   550   520   490  

学 管 主 壬 傭 加 暮  1人当たり   570   550   520   490   

婦 人 保 護 施 設 本 体   1世帯当たリ   3，300   3，150   2．990   2．830  

初 産 設 備 相 当 加 算  1世帯当たリ   44  

心 理 ■ 法 王 整 ∬ 加 算  1施設当たり   12，940   12．330   11．710   11．090   

■
■
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（注）1♯雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、A地域基準点数を適用  
し、さらにその定める方法により算定された点凱こ対して、0．08を乗じて得られた点数を加算すること。（小数点以下切捨て）  

2改築整備に係る初度設備相当加井は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
3一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡弓長に係る交付金の算定方法の取扱いに  
ついて」（雇児発第0612005号平成20年6月12日厚生労働省意用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
4母子生活支援施設に小規模分園聖母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する。  

5 児童暮護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数を適用する。  
6乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、情緒博害児短期治療施設、児童自立支援施設、婦人保護施設で一時保護委託を受け入れるための整  
備をする場合には、当該本体及び初産設備相当加井（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  
7「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成20年6月9日雇児果菜0609001  
号通知）」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。  
8 前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  

－4－  
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■交付基礎点数表（沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第4条第1項に規定する沖縄振  
興計画に基づく事業として行う場合）  

単 位   沖縄県   

助  産  施  設  本  体   1人当たリ   3，830   

初産設備相当加算  1人当たり   440   

乳  児  院  本  体   1人当たリ   2，170   

下）   1人当たリ   毎表▲i読 60   

30   

初度設備相当加算（30人を超え   1人当たリ    る部分） 心理療法室整備加算  

1施設当たり   17，260   

1        子育て短期支援事業のための居室等   1人当たり   加   算   
640   

50   

唇設備相当加算   1人当たリ    年齢延長児を受け入れるための居室等   1人当たり   
550  

病児・病後児保育事業のための保育室等 を 整 備 す る 場 合  1人当たり   
770  

親 子生 活訓 練 室 整備 加 算  1施設当たリ   3，350   

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体   1世帯当たリ   8．690   

初 産 設 備 相 当 加 算  1世帯当たリ   70  

心 理 療 法 妻 整 備 加 井  1施設当たり   19，420  

子育て短期支援事業のための居室等   備 加 井  1世帯当たり   
整  

4，800  

備相当加算  60  

病児・病後児保育事業のための保育室等 備する場合   
を整   

860  

母子家庭等子育て支援重整備加井   1，220  

備相当加算   20   

（注）1改築整備に係る初産設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること0  
2一部改築及び拡張に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡弓長に係る  
交付金の算定方法の取扱いについて」（雇児発第0612005号平成20年6月12日厚生労働省雇用均等一児童家庭局長通  
知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
3母子生活支援施設に小規模分圃型母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する  
4乳児院及び母子生活支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には、当該本体及び初度設備相  
当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  
5「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成  
20年6月9日雇児発第0609001号通知）」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施する  
ための保育室等を整備する場合に限る。  
6前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  

一5－   



■交付基礎点数表（公害の防止に関する事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和46年法律第70号）第2条第  
3項に規定する公害防止対策事業として行う場合）  

A地域   B地域   C地域   D地域  

北海道・宮城県・秋田  
県・山形県・茨城県・神  

青森県・岩手県・福島  
単 位   県・東京都・富山県・山  

梨県・長野県・沖縄県  
奈良県・鳥取県・広島  
県・熊本県・鹿児島県   

助  産  施  設  本  体   1人当たリ   2，810   2，680   2，540   2．410  

初 度 設 備 相 当 加 算  1人当たり   307   

乳   児   院   本   体   1人当たり   1．790   1，700   1．620   1、530   

初度設備相当加算（30人以下）  1人当たリ   49  

初度設備相当加算（30人を超え  る 部 分）  1人当たり   
24  

心理療法室整備加算  14．240   13．560   12．880   12，200  

子育て短期支援事業のための居室等整 傭加 算   530   500   470   450  

初度設備相当加算  1人当たり   43  

年齢延長児を受け入れるための居室等整 傭   加   算  1人当たり   450   430   410   390  

病児・病後児保育事業のための保育室等 を 準 備 す る 場 合  1人当たリ   830   60D   570   540  

親子 生 活訓 練圭 整 備 加 算  1施設当たり   2，760   2．630   2，500   2，370   

母 子 生 活 支 援 施 設 本 体   1世帯当たり   6，370   6，070   5．760   5．460  

初 度 設 備 相 当 加 算  1世帯当たり   49  

心 理 療 法 妻 整 傭 加 井  1施設当たり   14，240   13．560   12．880   12，200  

子育て短期支援事業のための居室等整  傭 加 算  1世帯当たり   3．520   3．350   3．180   3，01t）  

初度設備相当加算  1世帯当たリ   43  

病児・病後児保育事業のための保青主事 を 蔓 傭 す る 場 合  1人当たり   630   600   570   540  

母子零度等子育て支援重整備加井  1人当たり   890   850   810   760  

初度設備相当加算  1人当たり   15   

児 童 養 護 施 設 本 体   1人当たり   之，720   2．590   2．460   2．330  

初 産 設 備 相 当 加 算  1人当たり   49  

心 理 療 法 室 整 備 加 算  1施設当たり   14，240   13，560   12，880   12，200  

子育て短期支援事業のための居室等整  傭 加 算  1人当たり   1．010   960   910   860  

初度設備相当加‡  1人当たリ   43  

病児・病後児保育事業のための保育室等 を 整 備 す る 場 合  1人当たり   630   600   570   540  

乳児を受け入れるためのほふく室又は養 青室等を整謄する鳩舎  1人当たり   190   180   170   160  

親子生活訓練室整備加事  1施設当たり   2，760   2，630   2，500   2，370   
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情緒障害児短期治療施設本体  1人当たり   3，200   3．050  2．890   2，740  

1人当たリ  49 

1施設当たリ  

∃  
！親子生活訓練室整備加算  1施設当たリ   

通所部門整備加算   1人当たり   20，820  
■毒・・；さ ；  l干  1人当たリ   41   

児童自立支援施設本体  3，800  3，260  

初度設備相当加算   49   

心 理 療 法 室 整 情 加 算  1施設当たリ   

親子 生 活 訓 練室整！薦 加 算  1施設当たリ   

通 所 部 門 整 備 加 算   1人当たリ   14，240       13，560       12，880       1乙200            2，760         2β30         2．500         2，370             1．350        1，290        1．220        1．160   
初度設備相当加算  1人当たリ   41   

児童家庭支援センター本体  1施設当たリ   8．670   8，250   7．840   7，430   

（注）1豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、A地域基準点数を適  
用し、さらにその定める方法により算定された点数に対して、0．08を乗じて得られた点数を加算すること。（小数点以下切捨て）  

2 改築整備に係る初度設備相当加算は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
3 一部改築及び拡矧二係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡弓長に係る交付金の算定方法の取扱いに  
ついて」（雇児発第0612005号平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（／ト数点以下切捨て）  
4 母子生活支援施設に小規模分園聖母子生活支援施設を設置する場合には、母子生活支援施設の交付基礎点数を適用する。  
5 児童養護施設に地域小規模児童養護施設を設置する場合には、児童養護施設の交付基礎点数を適用する。  
6 乳児院、母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害児短期治療施設、児童自立支援施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合に  
は、当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基礎点数を適用する。  

7「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成20年6月9日雇児発第0609001  
号通知）」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。  
8 前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  

－7－   



■交付基礎点数表（地震防災対策弓削ヒ地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭  

和55年法律第63号）第2条第1項に規定する地震対策緊急整備事業計画のうち、同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木 造施設の改築として行う場合）及び地震防災対策特別措置法（平成7年法律第111号）第2条第1項に規定する地震防災緊急  のてとして行  
事業五箇年計画に基づいて実施される事業のうち同法別表第1に掲げる社会福祉施設（木造改築とし行う場合）  
う場合）  

A地域   B地域   C地域   D地域  

北海道・宮城県・秋田  
県・山形県・茨城県・神  

青森県・岩手県・福島  
単 位   県・東京都・富山県・山  

梨県・長野県・沖縄県  
奈良県・鳥取県・広島  
県・熊本県・鹿児島県   

乳   児   院   本   体   1人当たり   2．170   2．060   1，960   1，860  

初産設備相当加井（30人以下）  1人当たり   59  

初度設備相当加算（30人を超え    分）  1人当たり   
る 部  

30  

心 理 療 法 圭 整 備 加 井  1施設当たり   17，260   16，440   15，620   14，790  

子育て短期支援事業のための居室等整  傭 加 算  1人当たり   640   610   580   550  

初産設桐当加算  1人当たり   53  

年齢延長児を受け入れるための居圭等整 傭   加   算  1人当たり   550   530   500   4了0  

病児・病後児保育事儀のための保育室専  を 整 傭 す る 場 合  1人当たり   770   730   690   660  

親 子 生 活 訓 練 圭 整 備 加 暮  1施設当たり   3，350   3，190   3，030   2，8了0   

情 緒陣 書 児 短期 治 療 方臣 設   1人当たリ   3．880   3．690   3．510   3，320  

初 産 設 備 相 当 加算  1人当たり   59  

心 理 療 法 圭 整 備 加 算  1施設当たり   26，500   25．240   23，970   22，710  

親 子 生 活訓 績 圭 整 備 加 井  1施設当たリ   3．350   3，190   3，030   2，870  

適 所 部 門 整 備 加 算   1人当たり   1．640   1，560   1．480   1，400  

初度設備相当加井  1人当たり   50   

（注）1事雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律案73号）第2条第2項の規定に基づき指定された特別豪雪地域に所在する場合は、A地域基準点数を適  
用し、さらにその定める方法により算定された点数に対して、0．08を乗じて得られた点数を加算すること。（小数点以下切捨て）  

2 改築整備に係る初度設備相当加井は、交付基礎点数の2分の1以内で厚生労働大臣の必要と認めたポイントであること。  
3 一部改築及び拡弓長に係る交付基礎点数は、「次世代育成支援対策施設整備交付金における一部改築及び拡張に係る交付金の算定方法の取扱いに  
ついて」（雇児発案0612005号平成20年6月12日厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）によるものとする。（小数点以下切捨て）  
4「病児・病後児保育事業のための保育室等を整備する場合」については、「保育対策等促進事業の実施について（平成20年6月9日産児発第0609001  
号通知）」に基づき、病児・病後児保育事業のうち病児対応型及び病後児対応型を実施するための保育室等を整備する場合に限る。  
5乳児院、情緒障害児短期治療施設で一時保護委託を受け入れるための整備をする場合には当該本体及び初度設備相当加算（一人当たり）の交付基  
礎点数を適用する。  
6 前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  
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■解体撤去交付基礎点数表  

地震対策緊急整備事  

単 位  標  
準  沖縄振興計画に基づ くとして  公害防止対策事業と して   業計画、地震防災緊 玉に  

事業行う場合   行う場合    急事美箇年計画  

基づく事業の場合   

児童相言炎所一時保護施設  1人当たリ   83  

助  産  施  設  1人当たリ   134   204   148  

乳  児  院  1人当たリ   79   106   86   106   

母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   282   424   310  

児  童  養  護  施  設   1人当たリ   121  132  

情緒障害児短期治療施設  1人当たり   139  154   186   

児 童 自 立 支 援 施 設  1人当たリ   173  190  

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー  1施設当たり   400  440  

職  員  養  成  施  設  1人当たリ   74  

小規模住居型児童養育事業所  1人当たり   301  

児童 自 立生活援助事業 所  1人当たリ   269  

妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー  1人当たリ   282  

婦人相談所一 時保護施 設  1世帯当たり   79  

婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   164  

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  
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■仮設施設整備工事責交付基礎点数表  

地震対策緊急整備事  

単 位  標  
準  沖縄振興計画に基づ く事業として行う場合  公害防止対策事業と して行う場合   薫計画、地震防災緊 急事美玉薗年計画に  

基づく事業の場合   

児童相談所一時保護施設  1人当たリ   149  

助  産  施  設   1人当たリ   248   374   274  

乳  児  院  1人当たり   139   186   154   186   

母 子 生 活 支 援 施 設  1世帯当たり   510   765   559  

児  童  養  護  施  設  1人当たり   215  236  

情緒障害児短期治療施設  1人当たリ   258  284   344   

児 童 自 立 支 援 施 設  1人当たり   304  336  

児 童 家 庭 支 援 セ ン タ ー  1施設当たリ   711  783  

職  員  養  成  施  設  1人当たり   134  

小規模住居型児童養育事業所  1人当たり   1．248  

児童 自 立生活援助事業所  1人当たり   1，109  

妊 産 婦 ケ ア セ ン タ ー   1人当たり   510  

婦人相談所一時保護施設  1世帯当たリ   147  

婦  人  保  護  施  設  1世帯当たり   295  

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  
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■積雪寒冷地域体育施設 交付基礎点数表  

地震対策緊急整備車菓  

標  準   公害防止対策事業とし  
て行う場合  

事業の場合   

婦人保護施設、児童養護  
施設、情緒障害児短期治  

25，550  
療施設、児童自立支援施  
三′し  
己又  

児童養護施設、情緒障害  

児短期治療施設、児童自  28，110  
立支援施設  

情緒障害児短期治療施設  34，070   

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。   

■地域交流スペーース 交付基礎点数表  

地域交流スペース  防 災 拠 点 型   

本体点数   9，910   13，210   

初度設備相当加算   540   1，408   

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  

■余裕教室活用促進事業 交付基礎点数表  

余裕教室活用促進事業   

本体点数   13，210   

初度設備相当加算   2，348   

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  
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■スプリンクラー設備工事責 交付基礎点数表  

ス プ リ ン ク ラ ー 設 備  

（既存施設における整備事業）   

基準点数（1nて当たり）   6   

※創設、増築、増改築、改築、拡弓長及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■屋内消火栓設備 交付基礎点数表  

屋  内  消  火 栓 設 備  

（既存施設における整備事業）   

基準点数   厚生労働大臣が別に定める点数   

※創設、増築、増改築、改築、拡張及び老朽民間児童福祉施設整備以外の事業に限る。   

■特殊附帯工事 交付基礎点数表  

地震対策緊急整備  
沖縄振興計画に基 づく事業として行う  

標  準  
場 合  公害防止対策事業 として行う場合  

場合   

標準   6，360  

乳児院  8，900  

助産施設、母子生活支  
10，010  

援施設  

助産施設、乳児院、母  
子生活支援施設、児童  
養護施設、情緒障害児  6，990  
短期治療施設、児童自  
立支援施設、児童家庭  
支援センター  

乳児院、情緒障害児短  
期治療施設  

8．470   

（注）前年度から繰越を行った事業については、前年度の交付基礎点数を適用する。  
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児童福祉行政指導監査の実施について（平成12年4月25日児発第471号厚生省児童家庭局長通知）の新旧対照表  

改  正  後  現  才子  

児発 第 4 71号  

平成12年4月25日   

【第1次改正】平成15年4月1日 雇児発第0401010号  

【第2次改正】平成  年 月 日 雇児発第  号  

児 発 第 4 71号  

平成12年4月25日   

【第1次改正】平成15年4月1日 雇児発第0401010号  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  
中核市市長  

厚生省児童家庭局長  

児童福祉行政指導監査の実施について（通知）  

児童福祉行政指導監査の実施については、平成10年3月31日児発第250号本職通  
知に基づき、実施されているところであるが、地方分権の推進を図るための関係法律の整  
備等に関する法律（平成11年法律第87号）が公布され、平成12年4月1日から施行  
されたことに伴い、従来機関委任事務として行ってきた児童福祉施設の指導監査は自治事  

務とされ、さらに児童扶養手当女給事務は機関委任事務から法定受託事務とされたところ  

である。   

ついては、別紙のとおり地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項  
の規定に基づく技術的な助言及び勧告として児童福祉行政指導監査実施要綱を改め、平成  

12年度から実施することとしたので、次の事項に留意の上、管即巳童福祉行政の実施機  
関及び児童福祉施設（雇用均等・児童家庭局所管施設盈逆里親をいう。以下同じ。）に対  

し、十分指導監督の実を挙げるよう格段の配慮をお願いする。   

なお、ニの通知中、指定都市については児童扶養手当に関する部分、中核市については  

助産施設、母子生活支援施設及び保育所以外の児童福祉施設並びに児童扶養手当に関する  
部分の定めは適用しないものとする。   

おって、平成10年3月31日児発第250号本職通知「児童福祉行政指導監査の実施  
について」及び平成10年3月31日児企第14号厚生省児童家庭局企画課長通知「児童  
福祉行政指導監査の着眼点及び報告書の様式等について」は廃止する。   

1 児童相談所及び都道府県の設置する福祉事務所に対する指導監査については、都道府   

県の監査委員事務局等監査を担当する部局との協力等の下に、児童福祉行政が適正に執   

行されるようこの通知の定めるところに準じて実施するようお願いする。  

2 福祉事務所等に指導監査の権限を委任している都道府県においては、指導監査の統一   

的実施を確保するため監査の実施方針、実施方法及び監査項目等について当該委任機関   

に対し指導の徹底を図るとともに、十分な連携の下での指導監査をお願いする。  

都道府県知事  

各 指定都市市長 殿  
中核市市長  

厚生省児童家庭局長  

児童福祉行政指導監査の実施について（通知）  

児童福祉行政指導監査の実施については、平成10年3月31日児発第250号本職通  
知に基づき、実施されているところであるが、地方分権の推進を図るための関係法律の整  
備等に関する法律（平成11年法律第87号）が公布され、平成12年4月1口から施行  
されたことに伴い、従来機関委任事務として行ってきた児童福祉施設の指導監査は自治事  

務とされ、さらに児童扶養手当支給事務は機関委任事務から法定受託事務とされたところ  

である。   

ついては、別紙のとおり地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の4第1項  
の規定に基づく技術的な助言及び勧告として児童福祉行政指導監査実施要綱を改め、平成  

12年度から実施することとしたので、次の事項に留意の上、管王児童福祉行政の実施機  

関及び児童福祉施設（児童家庭局所管施設堂迎三里親及び保護受託者をいう。以ド同じ。）  

に対し、卜分指導監督の実を挙げるよう格段の配慮をお願いする。   

なお、この通知中、指定都市については児童扶養手当に関する部分、†中核市については  
助産施設、母子生活支援施設及び保育所以外の児童福祉施設並びに児童扶養手当に関する  

部分の定めは適用しないものとする。   

おって、平成10年3月31日児発第250号本職通知「児童福祉行政指導監査の実施  
について」及び平成10年3月31日児企第14号厚生省児童家庭局企画課長通知「児童  
福祉行政指導監査の着眼点及び報告書の様式等について」は廃止する。   

1 児童相談所及び都道府県の設置する福祉事務所に対する指導監査については、都道府   

県の監査委員事務局等監査を担当する部局との協力等の下に、児童福祉行政が適正に執   

行されるようこの通知の定めるところに準じて実施するようお願いする。  

2 福祉事務所等に指導監査の権限を委任している都道府県においては、指導監査の統 一   

的実施を確保するため監査の実施方針、実施方法及び監査項目等について当該委任機関   

に対し指導の徹底を図るとともに、十分な連携の下での指導監査をお願いする。  

（
碑
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別紙  

児童福祉行政指導監査実施要綱   

1 指導監査の目的  

指導監査は、都道府県知事が児童福祉行政の実施機関における児童福祉施設の措置費   

等についての事務処理状況及び児童扶養手当の支給事務処理状況並びに児童福祉施設に   

ついての最低基準等の実施状況が、関係法令等に照らし適正に実施されているかどうか   

を個別的に詳らかにし、必要な助言・勧告又は是正の措置を講ずることなどにより、児   

童福祉行政の適正かつ円滑なる実施を確保しようとするものである。   

2 用語の意義  

この通知における用語の意義は、それぞれ次のとおりとすること。  

（1）「都道府県」には指定都市星空中核市を、「都道府県知事」には指定都市盈＿空中核  

市の市長を、それぞれ含むものとする。  

（2）「児童福祉施設」とは、児童家庭局所管施設並びに里親及び保護受託者をいう。   

（3）「措置費等」とは、児童入所施設措置費及び保育所運営費負担金をいう。  

（4）「入所施設」とは、児童福祉施設のうち保育所を除く施設をいう。  

（5）「実施機関」とは、児童福祉法第22条から第24条までに定める措置を採る市型塑及  

び保育の実施を行う市町村並びに児童扶養手当法による児童扶養手当の支給事務の処  

理に当たる市町村をいう。   

3 指導監査の方針  

（1）児童福祉施設の措置費等についての実施機関に対する指導監査は、当該事務の執行  

が適正に行われているか否かにつき実施するものであるが、併せてこれと密接に関連  

する当該実施機関の組織■機構、施設入所関係事務、措置費等の関連予算の編成・執  

行及びその他の事務処理状況等行政全般にわたる状況についても把捉するよう努める  

こと。  

（2）児童福祉施設に対する指導監査は、入所者の処遇、職員の配置及び勤務条件、経理  
状況、設備の状況等施設の運営管理全般にわたって総合的に実施するとともに、施設  

が民間施設である場合は、当該施設の財政的基盤の状況等についても把握すること。  

前記の実施に当たっては、児童福祉施設がその種別、歴史的沿革、立地条件その他  

の事情により、それぞれ創意工夫のもとに運営されていることに鑑み、個々の施設の  

運営努力をも勘案し、形式的、画一的指導にならないよう留意すること。  

別紙  

児童福祉行政指導監査実施要綱   

1 指導監査の目的  
指導監査は、都道府県知事が児童福祉行政の実施機関における児童福祉施設の措置費   

等についての事務処理状況及び児童扶養手当の支給事務処理状況並びに児童福祉施設に   

ついての最低基準等の実施状況が、関係法令等に照らし適正に実施されているかどうか   

を個別的に詳らかにし、必要な助言・勧告又は是正の措置を講ずることなどにより、児   

童福祉行政の適正かつ円滑なる実施を確保しようとするものである。   

2 用語の意義  
この通知における用語の意義は、それぞれ次のとおりとすること。  

（1）「都道府県」には指定都市」中核市及び児童相談所設置市を、「都道府県知事」に  

は指定都市」中核市及び児童相談所設置市の市長を、それぞれ含むものとする。  

（2）「児童福祉施設」とは、雇用均等■児童家庭局所管施設、∵小規模型児童養育事業を  

行う者、御子う者及び里親をいう。  

（3）「措置費等」とは、児童入所施設措置費及び保育所運営費負担金をいう。  

（4）「入所施設」とは、児童福祉施設のうち保育所を除く施設をいう。  

（5）「実施機関」とは、児童福祉法第22条から第24条までに定める助産の実施、母子鱒  

護の実施及び保育の実施を行う市町村並びに児童扶養手当法による児童扶養手当の支  

給事務の処理に当たる市町村をいう。   

3 指導監査の方針  

（1）児童福祉施設の措置費等についての実施機関に対する指導監査は、当該事務の執行  

が適正に行われているか否かにつき実施するものであるが、併せてこれと密接に関連  

する当該実施機関の組織・機構、施設入所関係事務、措置費等の関連予算の編成・執  
行及びその他の事務処理状況等行政全般にわたる状況についても把握するよう努める  

こと。  

（2）児童福祉施設に対する指導監査は、入所者の処遇、職員の配置及び勤務条件、経理  
状況、設備の状況等施設の運営管理全般にわたって総合的に実施するとともに、施設  
が民間施設である場合は、当該施設の財政的基盤の状況等についても把握すること。  

前記の実施に当たっては、児童福祉施設がその種別、歴史的沿革、立地条件その他  
の事情により、それぞれ創意工夫のもとに運営されていることに鑑み、個々の施設の  
運営努力をも勘案し、形式的、画一的指導にならないよう留意すること。  

特に、保育所において、保育所保育指針（平成20年3月28日厚生労働省告示第   
141号）の遵守状況に関する指導監査を行うに当たっては、取組の結果のみに着目   

す蛛崖り、自己評価の取組等）につい   
ても尊重する必要があることに留意するこL  

（3）児童扶養手当支給事務についての指導監査は、市町村における手当に係る認定請求   

及び諸届等の受理、審査、進達等の処理状況が適正か否かにつき実施するものである。  
（3）児童扶養手当支給事務についての指導監査は、市町村における手当に係る認定請求   

及び諸届等の受理、審査、進達等の処理状況が適正か否かにつき実施するものである。  
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改  正  後  現  行  

4 指導監査の対象   

指導監査は、市町村並びに児童福祉施設の他、必要に応じ児童相談所、福祉事務所等   
についても対象とすること。   

5 指導監査の方式及び回数   

指導監査は、一般指導監査と特別指導監杏に分けて次に上り実権すること。  

（l）一般指導監査は、次のアからエによること。   
ナノ 実施機関（児童福祉法第22条から第24条までに定める助産の実施、母子保護  
り実施及び保育〝）実施機関）及び措置費等の指導監査については年1回以Lの実地   

4 指導監査の対象   

指導監査は、市町村並びに児童福祉施設の他、必要ににじ児童相談所、福祉事務所等   
についても対象とすること。   

5 指導監査の方式及び回数   
指導監査は、一般指導監査と特別指導監査に分けて次により実施すること．  

（1）一般指導監査は、次のアからエによること。   

ア 実施機関（児童福祉法第22条から第24条までに定める墜畳機関）及び措置費  
等の指導監査については年1回以上の実地監査を行うこと。  

イ 実施機関（児童扶養手当の支給事務の処理に当たる和則村）の指導監査について  

は、2年に1回以上の実地監査を行うことし、  
り 児童福祉施設については、児童福祉法施行令第12条の2の規定により年1回以  

監査を行うこと二、  
イ 実施機関（児童扶養手当の支給事務の処理に当たる市町村）の指導監査について   

は、2年に1回以上の実地監査を行うこと。  
り 児童福祉施設については、児童福祉法施行令第38条の規定により年1凹以上の  

実地検査を行うこと。  
実地監査の実施に当たっては、必要に応じて、例えば、経理指導監査について現  

地において集合監査を行い、又は実地監査の際必要な項目についてあらかじめ自主  

ノた検表を提出させる等、指導監査の能率的な実施方法を併用して差し支えないことり  
また、指導監査の方法については、監査対象施設の規模及び前回の指導監査の結  

果等を考慮した弾力的な指導監査を行うこと。  

エ 民間の児童福祉施設に対する指導監査を行う場合は、法人監査も併せて行うよう  

配意すること。  

（2）特別指導監査は、問題を有する実施機関及び児童福祉施設を対象に必要に応じて特   定の事項について実施すること 
。   

6 指導監査の実施計画の策定  

（1）指導監査の実施計画は、毎年度当初に策定すること。  
（2）指導監査実施計画を策定するに当たっては、行政運営の方針、前年度の指導監査の   

結果等を勘案して当該年度の重点事項を定め、その効果的実施について十分留意する  
ナ ん  i_D 

（3）指導監査の実施時期については、その監査の対象となる実施機関及び児童福祉施設  
における諸般の事情等を考慮して決定すること。   

7 指導監査班の編成  

（1）指導監査班は、必要に応じて指導監査事項の区分ごとに関係法令及び関係指導指針  

について十分な知識及び経験を有する者2名以上をもって編成するものとし、そのう   

ち1名は原則として係長以上の職にある者とすること。  
（2）児童扶養手当女給事務の指導監査に当たっては児童福祉施設等の指導監査事項と区   

分して指導監査班を編成すること。  
（3）児童福祉施設の入所者の処遇内容の指導に当たっては、必要に応じて次のア～ウの  

上の実地監査を行うこと。  
実地監査の実施に当たっては、必要に応じて、例えば、経理指導監査について現  

地において集合監査を行い、又は実地監査の際必要な項削こついてあらかじめ仁手三  

点検表を提出させる等、指導監査の能率的な実施方法を併用しノて差し女えないこと  
また、指導監査の方法については、監査対象施設の規模及び前回の指導監査の捏  

果等を考慮した弾力的な指導監査を行うこと〔，  

エ 民間の児童福祉施設に対する指導監査を行う場合は、法人監査婆〕併せて行うよう  
配意すること。  

（2）特別指導監査は、問題を有する実施機関及び児童福祉施設を対象に必要に応じて特  
定の事項について実施すること。   

6 指導監査の実施計画の策定  

（1）指導監査の実施計画は、毎年度当初に策定すること。  
（2）指導監査実施計画を策定するに当たっては、行政運営の方針、前年度び〕指導監査J〕   

結果等を勘案して当該年度の重点事項を定め、その効果的実施について十分留意する  

こと。  
（3）指導監査の実施時期については、その監査の対象となる実施機関及び児童福祉施設   

における諸般の事情等を考慮して決定すること。   

7 指導監査班の編成  

（1）指導監査班は、必要に応じて指導監査事項の区分ごとに関係法令及び関係指導指針   
について十分な知識及び経験を有する者2名以上をもって編成するものとし、そのう   

ち1名は原則として係長以上の職にある者とすること。  
（2）児童扶養手当支給事務の指導監査に当たっては児童福祉施設等の指導監査事項と区   

分しで指導監査班を編成すること。  
（3）児童福祉施設の入所者の処遇内容の指導に当たっては、その所掌に当たる技術指導  

いずれ岬）適切な指導が可能となる体制を整えること。  
ア 児童福祉施設の所掌に当たる技術指導職員  

土 児童福祉施設職員（元児童福祉施設職員を含む」  
ウ その他児童福祉施設内の入所者の処遇について知見を有する者  

吏員等を必要に応じて参加させる等配意すること。   



現  行  改  正  後  

8 指導監査の事前準備  

（1）指導監査の実施に当たっては、その対象となる者に対し、その期日、指導監査職員  

の氏名その他必要な事項を特別な場合を除き事前に通知すること。  

（2）指導監査職員は、前回の監査結果の問題点その他必要とする事項について事前に検  

討を加え、指導監査の実効を期すること。  

（3）指導監査に必要な資料（自主点検表を徴することとしている場合は、それを含む。）  

は、あらかじめ整備を行わせること。なお、提出資料等については、過重なものとな  

らないよう配慮し必要なものに限ること。  

（4）児童扶養手当支給事務の指導監査において、受給資格者等に対する実地調査に当た  

る職員には、児童扶養手当受給資格調査員証をあらかじめ交付しておくこと。   

9 指導監査事項  

指導監査は、実施機関及び児童福祉施設に対しては、別紙1「児童福祉行政指導監査   

事項」に、児童扶養手当支給事務に当たる市町村に対しては、別紙2「児童扶養手当支   

給事務指導監査事項」に準拠して実施すること。   

10 指導監査実施上の留意事項  

（1）指導監査は、公正不偏に指導援助的態度で実施し、努めて関係者の理解と自発的協  

力が得られるよう配意すること。  

（2）指導監査の過程においては、直接の担当者からの事情聴取のみに終始することなく、  

責任者を中心に進めるよう意を用い、相互信頼を基礎として十分意見の交換を行い、  

一方的判断を押しつけることのないよう留意すること。  

（3）指導監査の結果、問題点を認めたときは、できる限りその発生原因の究明を行うよ  

う努めること。   

11指導監査結果の措置  

（1）講評及び指示等  
指導監査職員は、指導監査終了後、幹部及び関係職員の出席を求めて講評及び必要  

な助言・勧告又は指示を行うこと。  

ただし、人事等特に幹部のみに講評を行うことを適当とする事項については、その  

者に対し別途講評及び助言・勧告又は指示を行うこと。  

（2‾）指導監査の復命  

指導監査職員は、帰庁後速やかに指導監査結果について復命書を作成し、かつ、こ  

れに指導監査職員の所見及び現地における意見、要望等を付して都道府県知事に提出  

するものとすること。  

（3）指導監査結果の検討及び措置  

指導監査結果については、綿密に検討してその問題点を明らかにし、これに対する  

監査の対象となった実施機関及び児童福祉施設又は都道府県が採るべき措置を具体的  

に決定して、速やかに問題点の解消に努めるよう必要な措置をとること。  

8 指導監査の事前準備  

（1）指導監査の実施に当たっては、その対象となる者に対し、その期日、指導監査職員  

の氏名その他必要な事項を特別な場合を除き事前に通知すること。  

（2）指導監査職員は、前回の監査結果の問題点その他必要とする事項について事前に検  

討を加え、指導監査の実効を期すること。  

（3）指導監査に必要な資料（自主点検表茎は自己評価筆を徴することとしている場合は、  

それを含む。）は、あらかじめ整備を行わせること。なお、提出資料等については、  

過重なものとならないよう配慮し必要なものに限ること。  

（4）児童扶養手当支給事務の指導監査において、受給資格者等に対する実地調査に当た  

る職員には、児童扶養手当受給資格調査員証をあらかじめ交付しておくこと。   

9 指導監査事項  

指導監査は、実施機関及び児童福祉施設に対しては、別紙1「児童福祉行政指導監査   

事項」に、児童扶養手当支給事務に当たる市町村に対しては、別紙2「児童扶養手当支   

給事務指導監査事項」に準拠して実施すること。   

10 指導監査実施上の留意事項  

（1）指導監査は、公正不偏に指導援助的態度で実施し、努めて関係者の理解と自発的協  

力が得られるよう配意すること。  

（2）指導監査の過程においては、直接の担当者からの事情聴取のみに終始することなく、  

責任者を中心に進めるよう意を用い、相互信頼を基礎として十分意見の交換を行い、  

一方的判断を押しつけることのないよう留意すること。  

（3）指導監査の結果、問題点を認めたときは、できる限りその発生原因の究明を行うよ  

う努めること。   

11指導監査結果の措置  

（1）講評及び指示等  

指導監査職員は、指導監査終了後、幹部及び関係職員の出席を求めて講評及び必要  

な助言・勧告又は指示を行うこと。  

ただし、人事等特に幹部のみに講評を行うことを適当とする事項については、その  

者に対し別途講評及び助言・勧告又は指示を行うこと。  

（2）指導監査の復命  
指導監査職員は、帰庁後速やかに指導監査結果について復命書を作成し、かつ、こ  

れに指導監査職員の所見及び現地における意見、要望等を付して都道府県知事に提出  

するものとすること。  

（3）指導監査結果の検討及び措置  

指導監査結果については、綿密に検討してその間題点を明らかにし、これに対する  

監査の対象となった実施機関及び児童福祉施設又は都道府県が採るべき措置を具体的  

に決定して、速やかに問題点の解消に努めるよう必要な措置をとること。  
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改  正  後  現  行  

（4）指導監査結果の指示及び確認   

ア 指導監査結果の指示は、前項の検討に基づき、必要な事項の内容及び改善方法を  
具休的に文書をもって速やかに行うこと。   

イ 指示事項に対する是正改善の状況は、期限を付して報告を求めるほか、重要事項  
については必要に応じてその改善状況等を確認するために特別指導監査等の措置を  

（4）指導監査結果の指示及び確認   

ア 指導監査結果の指示は、前項の検討に基づき、必要な事項の内容及び改善方法を  
具体的に文書をもって速やかに行うこと。   

イ 指示事項に対する是正改善の状況は、期限を付して報告を求めるほか、重要事項  
については必要に応じてその改善状況等を確認するために特別指導監査等の措置を  

手本∵て）し一（二〔  亨栄ること。   

ウ 指導監査において繰り返し是正措置を採るよう指示したにもかかわらず、なお改  ウ 指導監査において繰り返し是正措置を採るよう指示Lたにもかかわらず、なお改   

善がなされていないものについては、必要に応じて法令等に基づく処分を行うこと。  善がなされていないものについては、必要に応じて法令等に基づく処分を行うこと。  

別紙1児童福祉行政指導監査事項  別紙1児童福祉行政指導監査事項   

1 市町村児童福祉行政指導監査事項  1 市町村児童福祉行政指導監査事項  

主眼事項   着  眼  点  主眼事項   着  眼  点  

第1 児童福祉行政  児童福祉行政主管課の業務体制が適切か。  第1 児童福祉行政  児童福祉行政主管課の業務体制が適切か。  
事務処理体制  ア 児童福祉行政主管課の業務処理体制が適切か。  事務処理体制  ア 児童福祉行政主管課の業務処理体制が適切か。  

イ 内部組織相互間における連携がとられているか。  イ 内部組織相互間における連携がとられているか。  
ウ 児童福祉施設に対する指導が適切に行われているか。  ウ 児童福祉施設に対する指導が適切に行われているか。  
エ 関係機関等との連携が適切に行われているか。  エ 関係機関等との連携が適切に行われているかこ、  

第2保育の実施の  第2保育の実施の  
確保   ア 保育の実施条例の制定及び運用が適切に行われている  確保   ア 保育の実施条例の制定及び運用が適切に行われている  

1 要保育児童の把   か。  l 要保育児童の杷   か。  
握状況   イ 保育所等の情報提供の方法、内容等が適切に行われて  粒状況   イ 保育所等の情報提供の方法、内容等が適切に行われて  

いるか。  いるか。  
ウ 学齢前児童及び安保育児童数の把握が適切に行われて  ウ 学齢前児童及び要保育児童数の把握が適切に行われて  

いるか。  いるか。  

（2）保育所の適正配置等が行われているか。  （2）保育所の適正配置等が行われているか。  
ア 保育所の配置状況が適切であるか。  ア 保育所の配置状況が適切であるか。  
イ 定員見直し、統廃合等が適切に行われているか。  イ 定員見直し、統廃合等が適切に行われているか（〕  
ウ 認可外保育所等関連施設の把握が適切に行われている  ウ 認可外保育所等関連施設の把握が適切に行われている  

か。  か。  
（3）「保育における質の向上のためのアクションプログラム」  

に基づき、保育の質の向上に係る行動計画を策定するなど、  

保育の質の向上に適切に取り組んでいるか。  



現  行  改  正  後  

保育の実施事務処理が、適切に行われているか。   
ア 保育所入所手続（層込窓口（保育所の代行も含めて）、  

申込書、申込時期、保育の実施期間、入所承諾書の交付  
等）が利用者の利便に配慮しているか。   

イ 入所申込書の受付から入所決定までの事務処理が迅速  

に処理されているか。   

ウ 希望した保育所への入所のため、入所の円滑化に努め  
ているか。   

エ 入所の選考（選考する場合の条件・選考基準の制定・  
内容・公表）が適正に行われているか。   

オ 「保育に欠ける状況」の確認が適正に行われているか。   

カ 待機児童の解消等に向けた適切な対応、低年齢児（0  
～2歳）の入所状況を適切に把捉し、これらに対する対  
応計画を立案しているか。  

また、開所・開所時問、育休・産休明け保育・途中入  
所等の保育需要に対応しているか。   

キ 広域入所を行っているか。関係市町村との連絡調整等  
が行われているか。  

2 保育の実施事務   
処理状況  

保育の実施事務処理が、適切に行われているか。   

ア 保育所入所手続（申込窓口（保育所の代行も含めて）、  
申込書、申込時期、保育の実施期間、入所承諾書の交付  
等）が利用者の利便に配慮しているか。   

イ 入所申込書の受付から入所決定までの事務処理が迅速  

に処理されているか。   

ウ 希望した保育所への入所のため、入所の円滑化に努め  
ているか。   

エ 入所の選考（選考する場合の条件・選考基準の制定・  
内容・公表）が適正に行われているか。   

オ 「保育に欠ける状況」の確認が適正に行われているか。   

カ 待機児童の解消等に向けた適切な対応、低年齢児（0  
～2歳）の入所状況を適切に把握し、これらに対する対  
応計画を立案しているか。  

また、開所・開所時間、育休・産休明け保育・途中入  
所等の保育需要に対応しているか。   

キ 広域入所を行っているか。関係市町村との連絡調整等  
が行われているか。  

2 保育の実施事務   
処理状況  

弁対象児童の把握等の状況が適切に行われているか  
育単価の設定、通知等が適切に行われているか。  

3 保育所運営費の   
事務処理状況  

弁対象児童の把握等の状況が適切に行われているか  
育単価の設定、通知等が適切に行われているか。  

3 保育所運営費の   

事務処理状況  
支弁台帳（総括表、施設表）の記載が適正に行われてい   支弁台帳（総括表、施設表）の記載が適正に行われてい   

るか。  

（4）運営費の支弁（時期、各種加算費（特に民改費の設定、   
額の算定等）、額の算定、支払方法等）が適正に行われて   
いるか。  

（5）向一世帯内の扶養義務者の把握、その課税確認（特に住   
宅取得控除）、減免の方法が適正に行われているか。  

（6）保育料の徴収方法等が適正に行われているか。  

（7）運営費の精算（実支出額、支弁額、徴収金基準）が適正   
に行われているか。  

（8）保育児童に関する台帳等の関係書類が適正に整備・保存   
されているか。   

（1）母子生活支援施設、助産施設への要堕畳畳の実態把握及   

び箆置畳（世帯）の入所状況が適正に行われているか。  
（2）母子生活支援施設、助産施設への措置者（世帯）の徴収   

金算定基礎が適正に行われているか。  

（3）支弁対象者（世帯）の事務処理が適正に行われているか。   
ア 入所遭畳事務（入所申請の受理、調査、判定、指導」  

堕畳等）が適正に行われているか。   

イ 措置解除、停止、変更等の事務処理が適正に行われて  
いるか。  

るか。  

（4）運営費の支弁（時期、各種加算費（特に民改費の設定、   
額の算定等）、額の算定、支払方法等）が適正に行われて   
いるか。  

（5）同一世帯内の扶養義務者の把捉、その課税確認（特に住   
宅取得控除）、減免の方法が適正に行われているか。  

（6）保育料の徴収方法等が適正に行われているか。  

（7）運営費の精算（実支出額、支弁額、徴収金基準）が適正   
に行われているか。  

（8）保育児童に関する台帳等の関係書類が適正に整備・保存   
されているか。   

（1）母子生活支援施設、助産施設への要型旦畳の実態把握及   
び剋旦畳（世帯）の入所状況が適正に行われているか。  

（2）母子生活支援施設、助産施設への剋屋＿畳（世帯）の徴収   
金算定基礎が適正に行われているか。  

（3）支弁対象者（世帯）の事務処理が適正に行われているか。   
ア 入所旦込事務（入所申請の受理、調査、判定、指導等）  

が適正に行われているか。   

イ 母子保護の実施及び助産の実施の解除、停止、変更等  
の事務処理が適正に行われいるか。  

第3 入所施設措置  
費の事務処理状  
況  

第3 入所施設措置  

費の事務処理状  

況  
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改  正  後  現  行  

（4）支弁台帳（総括表、施設表〕の記載か適止に什われてい   

るか。  
（5）措置費支弁（時期、額の算定、支払方法等）が適正に行   

われているか。  
（6）同一世帯内の扶養義務者の把握、その課税確認が適正に   

行われているか。  

（4）文弁台帳（総括表、施設表）の記載が適正に行われてい   

るかこ、  
（5）措置費支弁（時期、額の算定、支払方法等）が適正に行   

われているか。  
（6）同一世帯内の扶養義務者の把握、その課税確認が適正に   

行われているかし、  

（7）措置費の積算（実支出額、支弁額、徴収金基準）が適正  （7）措置費の積算（実支出額、支弁額、徴収金基準）が適止  
に行われているか。  に行われているか。  

2 施設指導監査事項  2 施設指導監査事項  

（1）社会福祉施設共通事項  （1）社会福祉施設共通事項  

主眼事項   着  眼  点  主眼事項   着  眼  点  

第1 適切な入所者  施設の処遇について、個人の尊厳の保持を旨とし、入所者の  第1 適切な入所者  施設の処遇について、個人の尊厳の保持を旨とし、入所者・の  
処遇の確保  意向、希望等を尊重するよう配慮がなされているか。  処遇の確保  意向、希望等を尊重するよう配慮がなされているかし〕  

施設の管理の都合により、入所者の生活を不当に制限してい  施設の管理の都合により、入所者の生活を不当に制限Lてし＼  
ないか。  ないか。  

1入所者処遇の充  1入所者処遇の充  
実   ア 処遇計画は、日常生活動作能力、心理状態、家族関係  実   

及び所内生活態度等についての定期的調査結果及び入所  及び所内生活態度等についての定期的調査結果及び入所  
者本人等の希望に基づいて策定されているか。  者本人等の希望に基づいて策定されているか。  

また、処遇計画は、入所後、適切な時期に、ケース会  また、処遇計画は、入所後、適切な時期に、ケース会  
議の検討結果等を踏まえたうえで策定され、必要に応じ  議の検討結果等を踏まえたうえで策定され、必要にJノtこじ  

て見直しが行われているか。  て見直しが行われているか。  
イ 処遇計画は医師、理学療法士等の専門的なアドバイス  イ 処遇計画は医師、理学療法士等の専門的なアドバイス  

を得て策定され、かつその実践に努めているか。  を得て策定され、かつその実践に努めているか。  
ウ 入所者の処遇記録等は整備されているか。  ウ 入所者の処遇記録等は整備されているか。  

（2）機能訓練が、必要な者に対して適切に行われているか。  （2）機能訓練が、必要な者に対して適切に行われているか。  

（3）適切な給食を提供するよう努められているか。  （3）適切な給食を提供するよう努められているか。  
ア 必要な栄養所要量が確保されているか。  ア 必要な栄養所要量が確保されているか。  
イ 嗜好調査、残食（菜）調査、検食等が適切になされて  イ 嗜好調査、残食（菜）調査、検食等が適切になされて  

おり、その結果等を献立に反映するなど、工夫がなされ  おり、その結果等を献立に反映するなど、工夫がなされ  
ているか。  ているか。  

ウ 入所者の身体状態に合わせた調理内容になっているか。  ウ 入所者の身体状態に合わせた調理内容になっているか。  
エ 食事の時間は、家族生活に近い時間となっているか。  エ 食事の時間は、家族生活に近い時間となっているか。  
オ 保存食は、一定期間（2週間）適切な方法（冷凍保存）  オ 保存食は、一定期間（2週間）適切な方法（冷凍保存）  

で保管されているか。また、原材料についてもすべて保  で保管されているか。また、原材料についてもすべて保  
存されているか。  付されているか。  

カ 食器類の衛生管理に努めているか。  カ 食器類の衛生管理に努めているかこ〕  

キ 給食関係者の検便は適切に実施されているかし）  キ 給食関係者の検便は適切に実施されているか〕  ）処遇計画は、適切に策定されているか。            ア 処遇計画は、日常生活動作能力、心理状態、家族関係  



現  行  改  正  後  

（4）適切な入浴等の確保がなされているか。  

入所者の入浴又は清拭（しき）は、1週間に少なくとも  

2回以上行われているか。特に、入浴日が行事日・祝日等  

に当たった場合、代替目を設けるなど週2回の入浴等が確  

保されているか。  

（5）入所者の状態に応じた排泄及びおむつ交換が適切に行わ  

れているか。  

排泄の自立についてその努力がなされているか。トイレ  

等は入所者の特性に応じた工夫がなされているか。また、  

換気、保温及び入所者のプライバシーの確保に配慮がなさ  

れているか。  

（6）衛生的な被服及び寝具が確保されるよう努めているか。  

（7）医学的管理は、適切に行われているか。  

ア 定期の健康診断、衛生管理及び感染症等に対する対策  

は適切に行われているか。  

イ 施設の種別、入所定員の規模別に応じて、必要な医師、  

嘱託医がおかれているか。（必要な目数、時間が確保さ  

れているか。）また、個々の入所者の身体状態・症状等  

に応じて、医師、嘱託医による必要な医学的管理が行わ  

れ、畳蓮昼等への指示が適切に行われているか。  

（8）レクリエーションの実施等が適切になされているか。  

（9）家族との連携に積極的に努めているか。また、入所者や  

家族からの相談に応じる体制がとられているか。相談に対  

して適切な助言、援助が行われているか。  

（10）苦情を受け付けるための窓口を設置するなど苦情解決に  

適切に対応しているか。  

（11）実施機関との連携が図られているか。  

施設設備等生活環境は、適切に確保されているか。  

ア 入所者が安全・快適に生活できる広さ、構造、設備と  

なっているか。  

また、障害に応じた配慮がなされているか。  

イ 居室等が設備及び運営基準にあった構造になっている  

か。  

り 居室等の清掃、衛生管理、保温、換気、採光及び照明  

は適切になされているか。  

入所者個々の状況等を考慮し、施設種別ごとの特性に応じた  

自立、自活等への援助が行われているか。  

（4）適切な入浴等の確保がなされているか。  

入所者の入浴又は清拭（しき）は、1週間に少なくとも  

2回以上行われているか。特に、入浴日が行事目・祝日等  

に当たった場合、代替日を設けるなど週2回の入浴等が確  

保されているか。  

（5）入所者の状態に応じた排泄及びおむつ交換が適切に行わ  

れているか。  

排泄の自立についてその努力がなされているか。トイレ  

等は入所者の特性に応じた工夫がなされているか。また、  

換気、保温及び入所者のプライバシー の確保に配慮がなさ  

れているか。  

（6）衛生的な被服及び寝具が確保されるよう努めているか。  

（7）医学的管理は、適切に行われているか。  

ア 定期の健康診断、衛生管理及び感染症等に対する対策  

は適切に行われているか。  

イ 施設の種別、入所定員の規模別に応じて、必要な医師、  

嘱託医がおかれているか。（必要な日数、時間が確保さ  

れているか。）また、個々の入所者の身体状況・症状等  

に応じて、医師、嘱託医による必要な医学的管理が行わ  

れ、畳遷座等への指示が適切に行われているか。  

（8）レクリエーションの実施等が適切になされているか。  

（9）家族との連携に積極的に努めているか。 また、入所者や  

家族からの相談に応じる体制がとられているか。相談に対  

して適切な助言、援助が行われているか。  

（10）苦情を受け付けるための窓口を設置するなど苦情解決に  

適切に対応しているか。  

（11）実施機関との連携が図られているか。   

■ 施設設備等生活環境は、適切に確保されているか。  

ア 入所者が安全・快適に生活できる広さ、構造、設備と  

なっているか。  

また、障害に応じた配慮がなされているか。  

イ 居室等が設備及び運営基準にあった構造になっている  

か。  

ウ 居室等の清掃、衛生管理、保温、換気、採光及び照明  

は適切になされているか。  

入所者個々の状況等を考慮し、施設種別ごとの特性に応じた  

自立、自活等への援助が行われているか。  

2 入所者の生活環   

境等の確保  

2 入所者の生活環   

境等の確保  

3 自立、自活等へ   

の支援援助  

3 自立、自活等へ   

の支援援助  
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現  行  改  正  後  

第2 社会福祉施設  

運営の適正実施  

の確保   

1 施設の運営管理   

体制の確立   

健全な環境のもとで、社会福祉事業に関する熱意及び能力を  

有する職員による適切な運営を行うよう務めているか。  

健全な環境のもとで、社会福祉事業に関する熱意及び能力を  

有する職員による適切な運営を行うよう務めているか。  

第2 社会福祉施設  

運営の適正実施  

の確保   

1 施設の運営管理   

体制の確立  
（1）入所定員及び居室の定員を遵守しているか。  

（2）必要な諸規程は、整備されているか。  

管理規程、経理規程等必要な規程が整備され、当該規程   
に基づいた適切な運用がなされているか。  

（3）施設運営に必要な帳簿は整備されているか。  

（4）直接処遇職員等は、配置基準に基づく必要な職員が確保   

されているか。  

（5）施設♂）職員は、専ら当該施設の職務に従事しているか。  

（6）施設長に適任者が配置されているか。   

ア 施設長の資格要件は満たされているか。   

イ 施設長は専任者が確保されているか。  

施設長がやむなく他の役職を兼務している場合は、施  
設の運営管理に支障が生じないような体制がとられてい  

るか。  

（7）育児休業、産休等代替職員は確保されているか。  

（8）施設設備は、適正に整備されているか。  

また、建物、設備の維持管理は適切に行われているか。  

（9）運営費は適正に運用され、弾力運用も適正に行われてい   

るか。   

ア 施設の運営が適正に行われた上で、運営費の弾力運用  

が行われているか。   

イ 運用収入の本部会計への繰入額は妥当であるか。また、  

その積算根拠は明確にされているか。   

り 麹塾金は、優先的に各種剋王室に克てられているか。  

エ 麹遊金及び軋呈金は、安全確実な方法で管理運用され  

ているか。  

また、取り崩し等についての県（市）への協議は適正  

（1）入所定員及び居室の定員を遵守しているか。  

（2）必要な諸規程は、整備されているか。  

管理規程、経理規程等必要な規程が整備され、当該規程   
に基づいた適切な運用がなされているか。  

（3）施設運営に必要な帳簿は整備されているか。  

（4）直接処遇職員等は、配置基準に基づく必要な職員が確保   

されているか。  

（5）施設の職員は、専ら当該施設の職務に従事しているか。  

（6）施設長に適任者が配置されているか。   

ア 施設長の資格要件は満たされているか。   

イ 施設長は専任者が確保されているか。  

施設長がやむなく他の役職を兼務している場合は、施  

設の運営管理に支障が生じないような体制がとられてい  

るか。  

（7）育児休業、産休等代替職員は確保されているか。  

（8）施設設備は、適正に整備されているか。  

また、建物、設備の維持管理は適切に行われているか。  

（9）運営費は適正に運用され、弾力運用も適正に行われてい   

るか。   

ア 施設の運営が適正に行われた上で、運営費の弾力運用  

が行われているか。   

イ 運用収入の本部会計への繰入額は妥当であるか。また、  

その積算根拠は明確にされているか。   

り 当期末支払資金残高は、優先的に各種積立金に充てら   

れているか。  

エ 当期末支払資金残串及び毯立金は、安全確実な方法で   

管理運用されているか。  

し等についての手続きは適正に行われて  また、取り崩  

に行われているか。  

（10）高額麹些＿全等を有している場合、入所者処遇等に必要な   

改善を要するところはないか。  
高額繰越金等を有している場合及び当期繰越金等が運営  

いるか。  

（10）高額の当期末支払資金残帯等を有している場合、入所者   

処遇等に必要な改善を要するところはないか。  

当期末支払資金残高を有している場合は、過大な保有を  

％以上の施設について、設備、職員処   費の収入決算額の5  防止する観点から当該年度の運営費収入の30％以下の保  

有となっているか。  遇、入所者処遇に改善を要するところはないか。  

（11）施設設備を地域に開放し、地域との連携が深められてい   

るか。   

（11）施設設備を地域に開放し、地域との連携が深められてい   

るか。  



改  正  後  現  行  

2 必要な職員の確  （1）労働時間の短縮等労働条件の改善に努めているか。  2 必要な職員の確  （1）労働時間の短縮等労働条件の改善に努めているか。  

保と職員処遇の充   ア 労働基準法等関係法規は、遵守されているか。  保と職員処遇の充   ア 労働基準法等関係法規は、遵守されているか。  

実  イ 職員への健康診断等健康管理は、適正に実施されてい  実  イ 職員への健康診断等健康管理は、適正に実施されてい  

るか。  るか。  

（2）業務体制の確立と業務省力化の推進のための努力がなさ  （2）業務体制の確立と業務省力化の推進のための努力がなさ  
れているか。  れているか。  

（3）職員研修等資質向上対策について、その推進に努めてい  （3）職員研修等資質向上対策について、その推進に努めてい  
るか。  るか。  

（4）職員の確保及び定着化について積極的に取り組んでいる  （4）職員の確保及び定着化について積極的に取り組んでいる  

か。  か。  

3防災対策の充実  3防災対策の充実  

強化   ア 消防法令に基づくスプリンクラー、屋内消火栓、非常  強化   ア 消防法令に基づくスプリンクラー、屋内消火栓、非常  

通報装置、防災カーテン、寝具等の設備が整備され、ま  通報装置、防災カーテン、寝具等の設備が整備され、ま  

た、これらの設備について専門業者により定期的に点検  た、これらの設備について専門業者により定期的に点検  
が行われているか。  が行われているか。  

イ 非常時の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は、  イ 非常時の際の連絡・避難体制及び地域の協力体制は、  
確保されているか。  確保されているか。  

ウ 消火訓練及び避難訓練は、消防機関に消防計画を届出  ウ 消火訓練及び避難訓練は、消防機関に消防計画を届出  
の上、それぞれの施設ごとに定められた回数以上適切に  の上、それぞれの施設ごとに定められた回数以上適切に  

実施され、そのうち1回は夜間訓練又は夜間を想定した  実施され、そのうち1回は夜間訓練又は夜間を想定した  
訓練が実施されているか。  訓練が実施されているか。  

（2）児童福祉施設事項  （2）児童福祉施設事項  

主眼事項   着  眼  点  主眼事項   着  眼  点  

第1 適切な入所者  施設入所者への支援等について、児童の保護者等及び関係機    第1 適切な入所者  施設の処遇等について、児童の保護者等及び関係機関（児童  
皇選の確保   関（児童相談所・福祉事務所等）との連絡調整が図られている  塾週の確保   相談所■福祉事務所等）との連絡調整が図られているか。  

か。  
［児童入所施設］         1入所者皇崖の充  1 入所者塾道の充  ［児童入所施設］  

実   （1）子ども一人一人の権利を尊重し、その意見や訴えをくみ  実   （1）児童の意見を表明する機会が十分確保されているか。  
取る仕組みが設けられているか。  

（2）懲戒に係る権限の濫用及び被措置児童等虐待（身体的虐  （2）体罰等懲戒権が濫用されていないか。  

待、性的虐待、ネグレクト、心理的虐待等）防止に向けて  ア 施設の規程に懲戒に係る権限の濫用の禁止に係る事項  

の取り組みが行われているか。  が盛り込まれているか。  

（3）個々の子どもの特性に応じた支援を行うための専門的知  イ 児童の権利擁護に関する施設内研修が実施されている  
識や援助技術の習得など職員の資質向上に努めているか。  旦三且＿  

（4）施設長が子どもの権利擁護や子どもの指導、職員の管理、  

危機管理に関して十分な見識を有し、適切に指導・監督が  
できているか。  



改  正  後  現  行  

（5）子どもの生命を守り、安全を確保するために、事件や事  

故防止、健康管理に関して必要な措置が講じられているか。  
（6）個々の子どもの特性や家庭状況に応じた生活指導、職業  （3）生活指導、職業指導が適切に行われているか〔。  

指導、家庭復帰又は自立支援に向けた適切な指導・援助が  

行われているか。  

（7）子どもの指導・援助の際に、必要に応じ児童相談所等関   
係機関と御行われてし、るか。   

「保育所］  

（1）開所・開所時間、保育時間、開設日数が適切に設けられ   
ているか。  

（2）入所児童の年齢制限を行っていないか。  
（3）保育所保育指針に規定される保育の内容に係る基本原則  

「保育所］  

（1）開所・開所時間、保育時間、開設日数が適切に設けられ   
ているか。  

（2）入所児童の年齢制限を行っていないか。  
（3）入所児童の発達に応じた適切な保育が行われているか。  

に関する事項を踏まえ、各保育所の実情に応じて適切な保  
育が行われているか  
ア 保育課程を編成し、それに基づく指導計画が作成され  

ているか  

イ 保育の記録や自己評価に基づいて、保育所児童保育要  

録が作成されているか。また、児童の就学に際し、保育   

要録の小学校への送付が行われているか‖  
ウ㈲主  （4）保護者との連絡（登所、降所等）が適切に実施されてい  

うに努めているか  るか。  
エ 職員及び保育所の課題を踏まえた研修が計画的に実施  

されているか  

（4）定員を超えて私的契約児を入所させていないか。  L亘ユ 

（6）調理の業務委託が行われている場合、契約内容等が遵守  

されているか。  

「共通事項］  

（1）健康診断の実施、結果の記録及び保管が適切に行われて   
いるか。  

（2）乳幼児突然死症候群の防止に努めるなど、事故防止対策  

［共通事項］  

（1）健康診断の結果の記録・整理・保管が適切に行われてい   

るか。  

（2）乳幼児突然死症候群の事故防止に配慮しているかじ  
を講じているカ  

（3）給食材料が適切に用意され、保管されているか。  
（4）給食日誌の記録及び脱脂粉乳の受払記録が適正に行われ   

ているか。  

（5）3歳末満児に対する献立、調理（離乳食等）、食事の環境   
な＿とについての配慮がされているか。  

（6）食中毒対策が適切に行われているか。  
（7）調理の業務委託が行われている場合、契約内容等が遵守  

（3）給食材料が適切に保管されているか。  
（4）給食日誌の記録及び脱脂粉乳の受払記録が適正に行われ   

ているか。  

（5）3歳末満児に対する献立、調理（離乳食等）についての   
配慮がされているか。  

（6）食中毒対策が適切に行われているか。   

されているカ  

（8）子どもの状態を観察し、不適切な養育等の発見に努める  
とともに、必要に応じて関係機関との連携を図っているか。  



現  行  改  正  後  

措置費等を財源に運営する児童福祉施設の経理事務は、適切  

に事務処理され、措置費等が適切に使われているか。  

措置費等を財源に運営する児童福祉施設の経理事務は、適切  

に事務処理され、措置費等が適切に使われているか。  

第2 生会福祉施設  

運営の適正実施  

の確保   

1 施設の運営管理   

体制の確立  

第2 旦量福祉施設  
運営の適正実施  

の確保   

1 施設の運営管理   

体制の確立  
（1）予算及び補正予算の編成の時期と積算は適切に行われて  

いるか。  

（2）会計経理が適切に行われているか。   

ア 措置費等の請求金額が適正に行われているか。   

イ 事業費と事務費の流用が適正に行われているか。   

ウ 利用者負担金（職員給食費等＝共通事項）・（延長保育、  

一時保育利用料、私的契約児利用料＝保育所）が適正な  

額となっているか。   

エ 他の会計間の貸借が適正に行われているか。   

オ 現金、預金等の保管が適正に行われているか。   

カ 内部牽制体制が確立され、適正に機能しているか。   

（1）通勤・住宅手当等の各種手当が規定され、適正に支払わ   

れているか。  

（2）労働基準法第24条・第36条の労使の協定が締結され、労   

働基準監督署へ提出されているか。  

（3）社会福祉施設職員等退職手当共済制度へ加入しているか。  

（1）予算及び補正予算の編成の時期と積算は適切に行われて   
いるか。  

（2）会計経理が適切に行われているか。   

ア 措置費等の請求金額が適正に行われているか。   

イ 事業費と事務費の流用が適正に行われているか。   

り 利用者負担金（職員給食費等＝共通事項）・（延長保育、  

一時保育利用料、私的契約児利用料＝保育所）が適正な  

額となっているか。   

エ 他の会計間の貸借が適正に行われているか。   

オ 現金、預金等の保管が適正に行われているか。   

カ 内部牽制体制が確立され、適正に機能しているか。   

（1）通勤・住宅手当等の各種手当が規定され、適正に支払わ   

れているか。  

（2）労働基準法第24条・第36条の労使の協定が締結され、労   

働基準監督署へ提出されているか。  

（3）職員の確保及び定着化について積極的に取り組んでいる   

旦ゝ＿   

ア 職員の言十画的な採用に努めてし、るか。   

イ 労働条件の改善等に配慮し、定着促進及び離職防止に  

2 必要な職員確保   

と職員処遇の充実  

2 必要な職員確保   

と職員処遇の充実  

努めているか。   

（1）非常時に対する避難設備（階段、避難器具）が整備され、   

点検されているか。  

（2）防犯について配慮されているか。  

（1）非常時に対する避難設備（階段、避難器具）が整備され、   

点検されているか。  

（2）防犯について配慮されているか。  

3 防災対策の充実   

強化  

3 防災対策の充実   

強化  

1i■■i′壬㍗二「曳」。dゝ．一瞥′  一ごjr∵く演こ∴三室ごて膚   



現  行  改  正  後  

別紙2 児童扶養手当女給事務指導監査事項   

1 市等監査事項  

別紙2 児童扶養手当支給事務指導監査事項   

1 市等監査事項  

着  眼  点  着  眼  点  主眼事項  主眼事項  

1 主管課の業務体   

制の状況  

2 関係機関等との   

連携の状況  

3 広報の状況  

支給事務に必要な業務体制が取られているかし 支給事務に必要な業務体制が取られているか。  1 主管課の業務体   

制の状況  

2 関係機関等との   

連携の状況   

3 広報の状況  

関係部課、関係機関との連携が図られているか。  関係部課、関係機関との連携が図られているか。  

（1）制度の広報が十分に行われているか。  

（2）受給者に対し制度（各種届を含む。）周知が十分行われ  

ているか。  

認定事務を行政区等に事務委任している指定都市等において  

は、国の指導通知及び市内の取扱い水準を統一一するための連絡  

会議、研修会議等が行われているか。  

認定請求書、現況届等及び関係書頬提出受付処理簿、受給資  

格者台帳等の整理・保管が適切に行われているか。  

（1）制度の広報が十分に行われているか。  

（2）受給者に対し制度（各種届を含む。）周知が十分行われ  

ているか。  

認定事務を行政区等に事務委任している指定都市等において  

は、国の指導通知及び市内の取扱い水準を統一するための連絡  
会議、研修会議等が行われているか。  

認定請求書、現況届等及び関係書類提出受付処理簿、受給資  

格者台帳等の整理・保管が適切に行われているか。  

4 委任機関に対す   

る指導状況  

4 委任機関に対す   

る指導状況  

5 規則に定める諸   

様式用紙等の作   

成、記入、整理及   

び保管の状況   

6 認定請求書の受   

理状況  

5 規則に定める諸   

様式用紙等の作   

成、記入、整理及   

び保管の状況   

6 認定請求書の受   

理状況  

（1）窓口における認定請求書の作成指導が適切に行われてい   

るか。  

（2）認定請求書の受理時において添付書類が整備されている   

か。   

（1）配偶者、子、扶養義務者との身分関係及び生計維持関係   

等についての事実関係の確認が十分行われているか。  

（2）受給資格者、配偶者及び扶養義務者の所得等の確認が適   

切に行われているか。  

（3）戸籍担当部門、住民基本台帳担当部門、年金担当部門、   

施設入所担当部門等関係機関との連携が十分図られている   

か。  
（4）却下処分は適切に行われているか。  

（1）窓口における認定請求書の作成指導が適切に行われてい   

るか。  
（2）認定請求書の受理時において添付書類が整備されている   

か。   

（1）配偶者、子、扶養義務者との身分関係及び生計維持関係   

等についての事実関係の確認が十分行われているか。  

（2）受給資格者、配偶者及び扶養義務者の所得等の確認が適   

切に行われているか。  

（3）戸籍担当部門、住民基本台帳担当部門、年金担当部門、   

施設入所担当部門等関係機関との連携が十分図られている   

か。  
（4）却下処分は適切に行われているか。   

7 認定請求書の審   

査及び認定の状況  

7 認定請求書の審   

査及び認定の状況  



改  正  後  現  行  

8 現況届の処理状  （1）処理状況は的確に行われているか。  8 現況届の処理状  （1）処理状況は的確に行われているか。  

況  （2）未提出者の取扱いは適正に行われているか。  況  （2）未提出者の取扱いは適正に行われているか。  

（3）時効処理は適切に行われているか。  （3）時効処理は適切に行われているか。  

9一部支給停止措  
置及び一部支給停  

止適用除外に係る  務処理が適切に行われているか。  

事務処理の状況  （3）適用除外事由届出書及び関係書類が提出されない場合に  

手続の支援が行われているか。  

（4）一部支給停止措置は適切に行われているか。  

10受給資格喪失者  旦受給資格喪失者  

に係る事務処理の  （2）資格喪失届の審査（資格喪失時点の調査・確認を含む。）  に係る事務処理の  （2）資格喪失届の審査（資格喪失時点の調査・確認を含む。）  

状況   が適切に行われているか。  状況   が適切に行われているか。  

11債権管理事務処  （1）債権管理事務は適正に行われているか。  建 債権管理事務処  （1）債権管理事務は適正に行われているか。  

理の状況   （2）債権発生防止に関する対策が行われているか。  理の状況   （2）債権発生防止に関する対策が行われているか。  

週負担金の支給事  甚負担金星空室透  

務の状況  取扱交付金の経理  

状況  

13その他   差額追求及び内払調整に基づく減額支給は適切に行われてい  廷その他   差額追求及び内払調整に基づく減額支給は適切に行われてい  

るか。  るか。  

2 町村監査事項  2 町村監査事項  

主眼事項   着  眼  点  主眼事項   着  眼  点  

1主管課の業務体  1主管課の業務体  

制の状況  制の状況  

2関係機関等との  2関係機関等との  

連携の状況  連携の状況  

3制度の広報の状   3制度の広報の状   

況   （2）受給者に対し制度（各種届を含む。）周知が十分行われ  況   （2）受給者に対し制度（各種届を含む。）周知が十分行われ  

ているか。  ているか。  



現  行  改  正  後  

認定請求書、現況届等及び関係書類提出受付処理簿、受給衰  
格音名簿等の整理・保管が適切に行われているか 

4 規則に定める諸   
様式用紙等の作   

成、記入、整理及   
び保管の状況   

5 認定請求書の受   

理状況  

認定請求書、現況届等及び関係書類提出受付処理簿、受給資  

格者名簿等の整理・保管が適切に行われているか。  

4 規則に定める諸   
様式用紙等の作   

成、記入、整理及   
び保管の状況   

5 認定請求書の受   

理状況  

（1）窓口における認定請求書の作成指導が適切に行われてい   

るか。  
（2）認定請求書の受理時において添付書類が整備されている   

か。   

（1）配偶者、子、扶養義務者との身分関係及び生計維持関係   
等についての事実関係の確認が十分行われているか。  

（2）受給資格者、配偶者及び扶養義務者の所得等の確認が適   

切に行われているか。  

（3）戸籍担当部門、住民基本台帳担当部門、年金担当部門、   

施設入所担当部門等関係機関との連携が十分図られている   

か。  
（4）受理から進達までの事務処理期間が適切かし，   

（1）現況届の受理時における添付書類が整備されているか。  
（2）受給者及び扶養義務者の所得、年金の確認が適切iこ行わ   

れているか。  

（3）未提出者に対する提出指導及び受給資格を喪失している   

ことが公簿等により確認されている者の扱いが適切に行わ   

れているか。  

（1）窓Uにおける認定請求書の作成指導が適切に行われてい   

るか。  
（2）認定請求書の受理時において添付書類が整備されている   

か。   

（1）配偶者、子、扶養義務者との身分関係及び生計維持関係   
等についての事実関係の確認が十分行われているか。  

（2）受給資格者、配偶者及び扶養義務者の所得等の確認が適   
切に行われているか。  

（3）戸籍担当部門、住民基本台帳担当部門、年金担当部門、   

施設入所担当部門等関係機関との連携が十分図られている   

か。  
（4）受理から壁也までの事務処理期間が適切か。   

（1）現況届の受理時における添付書類が整備されているか。  
（2）受給者及び扶養義務者の所得、年金の確認が適切に行わ   

れているか。  
（3）未提出者に対する提出指導及び受給資格を喪失している   

ことが公簿等により確認されている者の扱いが適切に行わ   

れているか。   

（1）榊係書類が提出された場／合の事   
務処理が適切に行われているか。  （2）轍合に   
手続の支援が行われているか。  

6 認定請求書の審   

査及び進達の状況  

6 認定請求書の審   

査及び提出の状況  

7 現況届の処理状   

況  

7 現況届の処理状   

況  

8 一部女給停止措  
置及び一部女給停  

止適用除外に係る  

事務処理の状況  

（1）資格喪失届の提出指導が適切に行われているか。  

（2）資格喪失届の審査（資格喪失時点の確認を含む。）が適   
切に行われているか。  

（3）資格喪失届の進達処理が適切に行われているか。   

国支給分手当証書が適切に保管されているか。  

軋 受給資格喪失者   

に係る事務処理の   

状況  

（1）資格喪失届の提出指導が適切に行われているか。  

（2）資格喪失届の審査（資格喪失時点の確認を含む。）が適  
切に行われているか。  

（3）資格喪失届の進達処理が適切に行われているか。   

（削除）  

旦 受給資格喪失者   

に係る事務処理の   

状況  

9 （削除）  

支出が適切に行われているか。   （削除）  10 （削除）  

の経理状況  
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別紙 児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金についての一部改正新旧対照表（案）  

改正後  

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について  
平成11年4月30日 厚生省発児第86号  

各都道府県知事・各指定都市の市長・各中核市の市長あて  

厚生事務次官通知  

卜一部改正〕 平成11年12月9日厚生省発児第140号  

平成12年5月19日厚生省発児第91号  

平成12年11月22日厚生省発児第129号  

平成13年8月2日厚生省発児第314号  

平成14年11月11日厚生労働省発雇児第1111002号  

平成15年1月30日厚生労働省発雇児第0130004号  

平成15年12月22日厚生労働省発雇児第1222001号  

平成16年2月9日厚生労働省発雇児第0209007号  

平成16年7月16日厚生労働省発雇児第0716001号  

平成16年12月3日厚生労働省発雇児第1203002号  

平成17年1月4日厚生労働省発雇児第0104003号  

平成17年2月1日厚生労働省発雇児第0201006号  

平成17年6月1日厚生労働省発雇児第0601001号  

平成18年2月3日厚生労働省発雇児第0203005号  

平成18年6月27日厚生労働省発雇児第0627001号  

平成19年3月5日厚生労働省発雇児第0305002号  

平成19年3月6日厚生労働省発雇児第0306003号  

平成19年7月25日厚生労働省発雇児第0725003号  

平成20年2月6日厚生労働省発雇児第0206003号  

平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612002号  

平成20年6月23日厚生労働省発雇児第0623001号  

平成21年1月29日厚生労働省発雇児第0129001号  

このたび「児童福祉法による児童入所施設措置費等の国庫負担金」に係る交  

付要綱が次のとおりに定められ、平成11年4月1日から適用されることとなっ  

たので、その事務処理に当たっては適正かつ円滑なる執行を期せられたく通知する。  

なお、平成10年6月12日厚生省発児第105号「児童福祉法による入所施設措  

置費（児童家庭局所管施設）等国庫負担金及び児童福祉事業対策費等国庫補助  

金について」は廃止する。   

ただし、平成10年度分以前の取扱いについては、なお従前の例によるものとする。  

児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金について  

平成11年4月30日 厚生省発児第86号  

各都道府県知事・各指定都市の市長・各中核市の市長あて  

厚生事務次官通知  

〔一部改正〕 平成11年12月9日厚生省発児第140号  

平成12年5月19日厚生省発児第91号  

平成12年11月22日厚生省発児第129号  

平成13年8月2日厚生省発児第314号  

平成14年11月11日厚生労働省発雇児第1111002号  

平成15年1月30日厚生労働省発雇児第0130004号  

平成15年12月22日厚生労働省発雇児第1222001号  

平成16年2月9日厚生労働省発雇児第0209007号  

平成16年7月16日厚生労働省発雇児第0716001号  

平成16年12月3日厚生労働省発雇児第1203002号  

平成17年1月4日厚生労働省発雇児第0104003号  

平成17年2月1日厚生労働省発雇児第0201006号  

平成17年6月1日厚生労働省発雇児第0601001号  

平成18年2月3日厚生労働省発雇児第0203005号  

平成18年6月27日厚生労働省発雇児第0627001号  

平成19年3月5日厚生労働省発雇児第0305002号  

平成19年3月6日厚生労働省発雇児第0306003号  

平成19年7月25日厚生労働省発雇児第0725003号  

平成20年2月6日厚生労働省発雇児第0206003号  

平成20年6月12日厚生労働省発雇児第0612002号  

平成20年6月23日厚生労働省発雇児第0623001号  

平成21年1月29日厚生労働省発雇児第0129001号  

平成 年 月 日厚生労働省発雇児第  号  

（
淋
萱
0
）
 
 
 



改正後  

（通則）   

この交付要綱は、厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年貰議書令第6号）  
第2条の規定に基づき、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金」  
の交付について定めることを目的とする。  
第1 用語の意義  

次に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定めるところによること。  
1「措置費等」とは、都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市 
、  市町村又は児童相談所が児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」と  
いう。）第27条第1項第3号に規定する措置、第22条第1項に規定する   
助産の実施、第23条第1項に規定する母子保護の実施又は第33条第1項及   
び第2項に規定する児童の一時保護業務を行った場合における法第50条第  

6号、第6号の3、第7号及び第8号又は第51条第2号に規定するその児   
童等の入所後又は委託彼の保護又は養育につき法第45条の最低基準を維持   

するための費用（別に定めるところにより助産施設におけると同様の取扱   

いをする厚生労働大臣が設置する国立高度専門医療センター及び独立行政   

法人国立病院機構の設置する医療機関（以下「国立高度専門医療センター   

等」という。）については、入所後の助産に要する費用とする。）をいい、  
これを次の費目に分けるものとする。   
（1）事務費 児童福祉施設（以下「施設」という。）及び児童相談所が設  

ける一時保護所を運営するた捌こ必要な職員の人件費その他事  

務の執行に伴う諸経費をいう。   

（2）事業費 事務費以外の経費であって、施設に入所し、又は里親に委託  
されている児童等（ただし、措置が停止されている児童を除  
く。）若しくは一時保護所に一時保護されている児童等に直接  
必要な諸経費を総称したものをいう。   

2 「定員」とは都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市及び市町  
村以外の者が設置する施設にあっては、都道府県知事又は指定都市、中核  
市若しくは児童相談所設置市の市長が認可した定員（母子生活支援施設に  

ついては世帯数とする。この項において以下同じ。）をいい、都道府県立、  
指定都市立、中核市立、児童相談所設置市立及び市町村立（指定都市及び  
中核市を除く。以下同じ。）の施設にあっては、その都道府県、指定都市、  
中核市、児童相談所設置市及び市町村の条例等で定めた定員をいう。  

ただし、都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市  
の市長が暫定定員を定めたときは、その暫定定員をいう。   

3 「保護単価」とは、措置児童等の1人当たりの事務費及び事業費の月額  

（通則）   

この交付要綱は、厚生労働省所管補助金等交付規則（平成12年賃読書令第6号）  

第2条の規定に基づき、「児童福祉法による児童入所施設措置費等国庫負担金」  

の交付について定めることを目的とする。  
第1 用語の意義  

次に掲げる用語の意義は、それぞれ各号に定めるところによること。  
1「措置費等」とは、都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市、  

市町村又は児童相談所が児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」と  

いう。）第27条第1項第3号に規定する措置、第22条第1項に規定する  
の 実施、第33条の6第1項  助産の実施、第23条第1項に規定する母子保護   

に規定する児童自立生活援助事業の実施又は第33条第1項及び第2項に規  
定する児童の一時保護業務を行った場合における法第50条第6号、第6号  
の3、第7号、第7号の3及び第8号又は第51条第2号に規定するその児   
童等の入所後又は委託後の保護又は養育につき法第45条の最低基準を維持   

するための費用（別に定めるところにより助産施設におけると同様の取扱   

いをする厚生労働大臣が設置する国立高度専門医療センター及び独立行政   

法人国立病院機構の設置する医療機関（以下「国立高度専門医療センター   

等」という。）については、入所後の助産に要する費用とする。）をいい、   

これを次の費目に分けるものとする。  

（1）事務費 児童福祉施設（児童自立生活援助事業及び小規模住居型児童  
養育事業を含む。以下「施設」という。）及び児童相談所が設  
ける一時保護所を運営するために必要な職員の人件費その他事  

務の執行に伴う諸経費をいう。  

（2）事業費 事務費以外の経費であって、施設に入所し、又は里親に委託  

されている児童等（ただし、措置が停止されている児童を除  
く。）若しくは一時保護所に一時保護されている児童等に直接  

必要な諸経費を総称したものをいう。  
2  略  

3  略  

その一時保護所の運営に必要な事務費及び事業   （一時保護所にあっては  



費の年額）その他の単価であって、第3に定めるところにより都道府県  
知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市の市長がその施設、  
里親及び一時保護所について設定したものをいう。  

4 「支弁額」とは、保護単価に、その月の定員、措置人員その他の員数を  

乗じて得た値であって、第4に定めるところにより施設又は里親に対し各  
月算定して支弁しなければならないもの及び一時保護所費をいう。  

5 「地域区分」の適用範囲については、次によるものとする。  
（1）「16／1㈹」とは、－一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95   

号）第11条の3の規定に基づく人事院規貝り9－49（以下「人事院規則」という。）   

附則別表（以下「附則別表」という。）第2の支給割合が旦旦∠二主旦旦とされてい  

る地域とする。  

（2）「坦建担」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が主旦∠主旦旦とされてい  

る地域とする。  
（3）「12／100」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が12／100とされてい  

る地域とする。  

（4）「些吐旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦旦（旦旦旦とされてい   
る地域及び小金井市、逗子市、摂津市とする。  

略  ．
↓
 
 
 

5 「地域区分」の適用範囲については、次によるものとする。  
（1）「ロ⊥担旦」とは、一般職の職員の給与に関する法律（昭和25年法律第95   

号）第11条の3の規定に基づく人事院規則9－49（以下「人事院規則」という。）   

附則別表（以下「附則別表」という。）第2の支給割合が土工∠ユ旦旦とされてい   

る地域とする。  

（2）「主旦∠些坦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が坦建担とされてい   
る地域とする。  

（3）「12／100」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が12／100とされてい   

る地域とする。  

（4）「1辿塑」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦迎とされてい   
る地域とする。  

（5）「1旦∠旦旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が建生些とされてい   

る地域及び習志野市、八千代市、小金井市、東久留米市、逗子市、摂津市   
（5）「旦生旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦∠ぶ坦とされている  

地域とする。  

（6）「虹土壁」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦∠型旦とされている  

地域及び習志野市、八千代市、東久留米市とする。  

（7）「ヱ∠と坦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が互生些とされている   

地域及び綾瀬市、座間市、大東市、松原市とする。  

とする。  

（6）「旦∠ユ旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦∠裏坦とされている   

地域及び綾瀬市、座間市とする。  
（7）「旦生型」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が型退嬰とされている   

地域及び大東市とする。  

（8）「7／100」とは、東大和市、壁塵卓とする。  

（9）「墜り担」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦建担とされている   
地域及び狭山市、新座市、鳩ヶ谷市、富士見市、ふじみ野市、埼玉県三芳  

（8）「6／100」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が6／100とされている  
地域及び狭山市、新座市、鳩ヶ谷市、富士見市、ふじみ野市、埼玉県三芳町、  

蕨市、東大和市、大阪狭山市、大阪府忠岡町、川西市とする。  

（9）「竺建担」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が竺廷堕とされている   

地域及び伊勢原市、神奈川県寒川町とする。  町、蕨市、大阪狭山市、大阪府忠岡町、川西市とする  

（10）「旦（旦旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が旦廻担とされている   

地域及び長岡京市、広島県府中町とする。  
（10）「旦∠旦旦旦」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が亘∠旦旦旦とされている   

地域及び伊勢原市、神奈川県寒川町とする。  
（11）「3／100」とは、人事院規則附則別表第2の支給割合が3／100とされている  （11）「その他」とは（1）から（10）以外に属する地域とする   

地域及び長岡京市、広島県府中町とする。  

（12）「その他」とは（1）から（11）以外に属する地域とする。  



6 「義務教育諸学校」とは、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定す   
る小学校（特別支援学校の小学部を含む。）及び（中学校中等教育学校前期   

課程並びに特別支援学校の中等部を含む。）をいい、「高等学校」とは、   

学校教育法に規定する高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）をいう。  

7 「助産施設」には、妊産婦を入所させる国立高度専門医療センター等を   

含むものとする。  

8 「児童養護施設における乳児」とは、法第27条第1項第3号による入所   
の措置が行われた日の属する月の初日において1歳に達していない児童を   

いい、その児童がその年度中に1歳に達した場合においても、その年度中   
に限り乳児とみなすものとし、「児童養護施設における1・2歳児」とは、   

入所の措置が行われた日の属する月の初日において1歳以上で3歳に達し   
ていない児童をいい、その児童がその年度中に3歳に達した場合において   

も、その年度中に限り2歳とみなすものとし、「児童養護施設における年少   
児」とは、就学前の措置児のうち乳児及び1・2歳児を除いたものをいう。  

9 「母子生活支援施設の保育室における3歳未満児」とは、法第23条第1  
項による母子保護の実施が行われた日の属する月の初日において3歳に達   

していない児童をいい、その児童がその年度中に3歳に達した場合におい  
ても、その年度中に限り3歳末満とみなすものとする。  

10 「乳児院における2歳末満児」とは、法第37条本文の規定による入所の  
措置がとられた日の属する月の初日において2歳に達していない児童をい  
い、その児童がその年度中に2歳に達した場合においても、その年度中に  
限り2歳末満とみなし、「乳児院における2歳児」とは、入所の措置がとら  

れた日の属する月の初日において2歳以上で3歳に達していない児童をい  
い、その児童がその年度中に3歳に達した場合においても、その年度中に  
限り2歳とみなし、「乳児院における3歳以上児」とは、措置児のうち2歳  
未満児及び2歳児を除いたものをいう。  

6 略  

9 略  

10 略  

11「児童自立生活援助事業」とは、法第6条の2第1項による事業をいい、  
以下「自立援助ホーム」という。  

12 「小規模住居型児童養育事業」とは、法第6条の2第8項による事業を  
いい、以下「ファミリーホーム」という。  

】  
：革む＿一√1＿】．。 

由一一室・－dこ「ミニ色・1ビ′  こ一－′宗「二真一てとらて廿  A音・1二h＿．1こ1＝L．rY   



第2 国庫負担額等  
1 国庫負担の基本額  

この国庫負担金は、各年度においてその地方公共団体における支弁総額  

第2 国庫負担額等   
1 略  

l （個々の施設等に対する各月の支弁額の年間の合計額の全施設等の合計額  

をいい、その額が、その地方公共団体が児童等の措置等のために要した芙  

支出額（当該費用のための寄付金があるときは、その寄付金の額を控除す  
るものとする。）を超えるときは実支出額とする。）から当該年度におけ  
る第5に定める徴収金基準額を控除した額を基本額として負担するもので  
あること。  

2負担額及び負担区分  2負担額及び負担区分  
国は、1により算定した国庫負担の基本額に対し、法第53条の規定によ   国は、1により算定した国庫負担の基本額に対し、法第53条の規定によ  

りその2分の1に相当する額を負担するものであること。   りその2分の1に相当する額を負担するものであること。  
なお、国、都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市又は市町村   なお、国、都道府県、指定都市、中核市、児童相談所設置市又は市町村  

は、法第50条第6号、第6号の3、第7号、第7号の3及び第8号、第51   は、法第50条第6号、第6号の3、第7号及び第8号、第51条第2号、第53   
条第2号、第53条、第55条及び第59条の4に規定により、次の表に掲げる   条、第55条及び第59条の4に規定により、次の表に掲げる区分によりそれ   
区分によりそれぞれの措置費等を負担するものであること。   ぞれの措置費等を負担するものであること。   

経費の種別 措置等主体の区分 児童等の入所先  措置費等の負担区分   経費の種別 措置等主体の区分児童等の入所先  措置費等の負担区分  

等の区分  市町村 都道府県   国   市町村 都道府県  国  

市及び福祉事務所 市町村立施設及 1／4 1／4  1／2   市及び福祉事務所 市町村立施設及 1／4  
等の区分  

∫           1／4 1／2   

母子生活支援 を管理する町村  び私立施設   母子生活支援 を管理する町村 び私立施設   

施設及び助産  都道府県立施設  1／2  1／2   施設及び助産  都道府県立施設  1／2 1／2   

施設の措置費 都道府県、指定都 都道府県立施設   施設の措置費 都道府県、指定都 都道府県立施設   

等  市、中核市  市町村立施設及  1／2  1／2   等  市、中核市  市町村立施設及  1／2 1／2   
び私立施設   び私立施設   

その他の施設 都道府県、指定都 都道府県立施設   その他の施設 都道府県、指定都 都道府県立施設   

里親の措置費 市、児童相談所設 市町村立施設及  1／2  1／2   里親の措置費 市、児童相談所設市町村立施設及  1／2 1／2   
等  置市  び私立施設   等  置市  び私立施設   

一時保護所の 都道府県、指定都 児童相談所   一時保護所の 都道府県、指定都 児童相談所   

措置費等  市、児童相談所設（一時保護施設）  1／2  1／2   措置費等  市、児童相談所設（一時保護施設）  1／2 1／2   

置市   置市   

3略  3国庫負担金の概算払  
国は、必要があると認める場合においては、国の支払計画承認額の範囲  

内において概算払をすることができるものであること。  

4略  4国庫負担金の返還  

国は、交付すべき国庫負担金の額を確定した場合において、既にその額  

を超える国庫負担金が交付されているときは、期限を定めて、その超える  

部分について国庫に返還することを命ずるものであること。  



改正後  

第3 保護単価その他の支弁基準の設定方法  
1 略  

第3 保護単価その他の支弁基準の設定方法  
1 保護単価その他の支弁基準の関係者への通知  

都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市の市長は、  
それぞれの監督に属する施設及び里親について、 次の2から4までに定め   

るところによりその年度における措置費等の保護単価その他の支弁基準を  
設定しなければならないこと。  

この場合において、都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相   

談所設置市の市長はその保護単価その他の支弁基準について市町村長、施   

設の長、里親に対し通知する措置を講ずること。  

2 事務費の嘩護単価の設定方法  

（1）児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院  

星廷母子生活支援施設のその年度における措置児童等1人当たり（母子  

生活支援施設については1世帯当たり）の事務費の月額保護単価の設定  

は、個々の施設ごとにその所在する地域、定員等により定まる別表1の  
事務費の保護単価表の1一般分保護単価（別表2の職種別職員定数表等  
に基づき算定した額）をそのまま設定するものとし、その施設が次表第  

2欄に掲げる場合に該当するときは、それぞれ同表の第3欄に定める加  

算分保護単価を加算した額をもってその施設の事務費の保護単価とする  

こと。  

2 事務費の保護単価の設定方法  
（1）児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院   

、母子生活支援施設、自立援助ホーム及びファミリーホームのその年度  
モ］  

における措置児童等1人当たり（母子生活支援施設については1世帯当  
たり）の事務費の月額保護単価の設定は、個々の施設ごとにその所在す  

る地域、定員等により定まる別表1の事務費の保護単価表の1一般分保  

護単価（別表2の職種別職員定数表等に基づき算定した額）をそのまま  

設定するものとし、その施設が次表第2欄に掲げる場合に該当するとき  
は、それぞれ同表の第3欄に定める加算分保護単価を加算した額をもって  
その施設の事務費の保護単価とすること。  

一⊥’、－ノ ー一√ 一   

＿ 
■、  

［舶r 一・  ・、一一1－ ．二一一1一丁下ら■亡晶鑑三感冒ナ  －J′イ′γ 1i■■事－1■■－・一L－  ・・一項「「h ▲血   



l  

改正後  】  現行  

単価の名称   設 定 の 条 件   適用される単価   単価の名称   設 定 の 条 件   適用される単価  

第 1 欄   第  2  欄   第  3  欄  第 1 欄   第  2  欄   第  3  欄  1  

り＼規模■施設加算  児童養護施設であって、別表  別表1の事務費の保護単価表の  1小規模施設加算  児童養護施設であって、 別表  別表1の事務費の保護単価表の  

l 【  

分保護単価   2のその施設の職員の定数表  2加算分保護単価の（1）小規模  分保護単価   2のその施設の職員の定数表  2加算分保護単価の（1）小規模  

の「児童指導員、保育士」の  

欄のただし書に掲げる職員が  欄のただし書に掲げる職員が  

l  

おかれている場合   おかれている場合   Ⅷ  

‡  別表  別表1の事務費の保護単価表の  

分保護単価   2のその施設の職員の定数表  2加算分保護単価の（1）小規模  分保護単価   2のその施設の職員の定数表  2加算分保護単価の（1）小規模   

l 【  

施設加算分保護単価  の「児童指導員、保育士」の    施設加算分保護単価  

欄のただし書に掲げる職員が  欄のただし書に掲げる職員が  

おかれている場合   おかれている場合   

2職業指導員加算  児童養護施設又は児童自立支  別表1の事務費の保護単価表の  2職業指導員加算  児童養護施設又は児童自立支  別表1の事務費の保護単価表の  
分保護単価   援施設であって、別表2のそ  2加算分保護単価の（2）職業指  分保護単価   援施設であって、別表2のそ  2加算分保護単価の（2）職業指  

の施設の職員定数表に掲げる  の施設の職員定数表に掲げる  

「職業指導員」が別に定める  「職業指導員」が別に定める  

基準によりおかれている場合   基準によりおかれている場合   

3母子生活支援施  母子生活支援施設であって、  別表1の事務費の保護単価表の  3母子生活支援施  母子生活支援施設であって、  別表1の事務費の保護単価表の  
設保育士加算分  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（3）母子生  設保育士加算分  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（3）母子生  

保護単価   数表に掲げる「保育士」がお  活支援施設保育士加算分保護単  保護単価   数表に掲げる「保育士」がお  活支援施設保育士加算分保護単  

かれる場合   価  かれる場合   価  

4母子生活支援施  母子生活支援施設であって、  ■別表1の事務費の保護単価表の    4母子生活支援施  母子生活支援施設であって、   別表1の事務費の保護単価表の  

設母子指導員加  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（4）母子生活  設母子指導員加  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（4）母子生活  

算分保護単価  算分保護単価  数表に掲げる「母子指導員」  支援施設母子指導員加算分保護   

l   

がおかれている定員20世帯の  がおかれている定員20世帯の  

施設の場合   施設の場合   

5母子生活支援施  母子生活支援施設であって、  別表1の事務費の保護単価表の    5母子生活支援施  母子生活支援施設であって、  別表1の事務費の保護単価表の  

設少年指導員兼  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（5）母子生活  設少年指導員兼  別表2のその施設の職員の定  2加算分保護単価の（5）母子生活  

事務員加算分保  数表に掲げる「少年指導員兼  支援施設少年指導員兼事務員加  事務員加算分保  数表に掲げる「少年指導員兼  支援施設少年指導員兼事務員加  

護単価   事務員」がおかれている定員  護単価   事務員」がおかれている定員  

20世帯以上の施設の場合   20世帯以上の施設の場合   

6寒冷地加算分保  国家公務員の寒冷地手当に関  別表1の事務費の保護単価表の  6寒冷地加算分保  国家公務員の寒冷地手当に関  別表1の事務費の保護単価表の  
護単価   する法律（昭和24年法律第20  2加算分保護単価の（旦呈）寒冷地  護単価   する法律（昭和24年法律第200  2加算分保護単価の（艮）寒冷地  

0号）及び寒冷地手当支給規  号）及び寒冷地手当支給規則  

則（昭和39年総理府令第33号）  （昭和39年総理府令第33号）  

に定める地域に所在する場合   に定める地域に所在する場合   



改正後  現行  

単価の名称   設 定 の 条 件   適用される単価  単価の名称   設 定 の 条 件   適用される単価  

第 1 欄   第  2  欄   第  3  欄  第 1 欄   第  2  欄   第  3  欄  

7事務用採暖費加  北海道に所在する場合   別表1の事務費の保護単価表の  7事務用採暖費加  北海道に所在する場合   別表1の事務費の保護単価表の  

算分保護単価  2加算分保護単価の（塑）事務用  算分保護単価  2加算分保護単価の（旦量）事務用  

採暖費加算分保護単価  
採暖費加算分保護単価  

8単身赴任手当加  別に定める基準による職員が  別に定める基準により設定され  8単身赴任手当加  別に定める基準による職員が  別に定める基準により設定され  
算分保護単価  在職している場合   た保護単価  算分保護単価  在職している場合   た保護単価  

9民間施設給与等  地方公共団体の経営する施設  一般分保護単価表（／ト規模施設  9民間施設給与等  地方公共団体の経営する施設  一般分保護単価表（小規模施設  

改善費   以外の施設の場合ただし、昭  加算分保護単価、職業指導員加  改善費   以外の施設の場合ただし、昭  加算分保護単価、職業指導員加  

和46年7月16日社庶第121号社  算分保護単価、母子生活支援施  和46年7月16日社庶第121号社  算分保護単価、母子生活支援施  

会局長、児童家庭局長通知に  設保育士加算分保護単価、母子  会局長、児童家庭局長通知に  設保育士加算分保護単価、母子  

いう社会福祉事業団等（以下  生活支援施設母子指導員加算分  いう社会福祉事業団等（以下  生活支援施設母子指導員加算分  

「社会福祉事業団等」という。）  保護単価、母子生活支援施設少  「社会福祉事業団等」という。）  保護単価、母子生活支援施設少  

経営の施設を除く。   年指導員兼事務員加算分保護単  経営の施設を除く。   年指導員兼事務員加算分保護単  

価、寒冷地加算分保護単価、単  価、寒冷地加算分保護単価、単  

身赴任手当加算分保護単価及び  身赴任手当加算分保護単価及び  

事務用採暖費加算分保護単価の  事務用採暖費加算分保護単価の  

加算が行われる場合においては、  加算が行われる場合においては、  

それらの単価を加算した額）×  それらの単価を加算した額）×  
別に定める基準による加算率（た  別に定める基準による加算率（た  
だし、加算率については別に定  だし、加算率については別に定  
めるところにより、全部又は一  めるところにより、全部又は一  
部を減ずることができる。）  部を減ずることができる。）  

10除雪費   豪雪地帯特別措置法（昭和37  別表1の事務費の保護単価の2  10除雪費   マー             豪雪地帯特別措置法（昭和37  別表1の事務費の保護単価の2  

年4月5日法律第73号）第2  加算分保護単価の（27）除雪費加  年4月5日法律第73号）第2  加算分保護単価の（塑）除雪費加  
条第2項の規定に基づく地域  条第2項の規定に基づく地域  
に所在する地方公共団体の経  に所在する地方公共団体の経  
営する施設以外の施設の場合   営する施設以外の施設の場合   

11降灰除去費   活動火山対策特別措置法（昭  別表1の事務費の保護単価の2  11降灰除去費   
和48年7月24日法律第61号）  加算分保護単価の（28）降灰除去  和48年7月24日法律第61号）  加算分保護単価の（嬰）降灰除去  

第12粂第1項の規定に基づく  第12条第1項の規定に基づく  
降灰防除地域に所在する施設  降灰防除地域に所在する施設  

の場合   の場合   

ちl  
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改正後  

（2） 児童養護施設の乳児加算分、1・2歳児加算分、年少児加算分、特別   
指導費加算分、学習指導加算分及び看護師加算分、児童養護施設及び乳   

（2） 児童養護施設の乳児加算分、1・2歳児加算分、年少児加算分、特別  
指導費加算分及び看護師加算分、児童養護施設及び乳児院の指導員特別  
加算分、児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設及び母子生活支援施設  児院の指導員特別加算分、児童養護施設、乳児院、児童自立支援施設及び   

母子生活支援施設の心理療法担当職員雇上費加算分、児童養護施設、児童   
自立支援施設、 母子生活支援施設及び情緒障害児短期治療施設の個別対応   

職員加算分、児童養護施設、児童自立支援施設、乳児院及び情緒障害児短   
期治療施設の家庭支援専門相談員加算分及び小規模グループケア担当職員   

加算分、乳児院（定員50人以上）の家庭支援専門相談員加算分、母子生活   

支援施設の特別生活指導費加算分、夜間警備体制強化加算分、保育機能強   
化加算分及び母子生活支援施設（定員40世帯以上）の母子指導員、少年指   
導員加算分、ボイラー技士雇上費加算分、一時保護所の処遇促進加算分の   
保護単価は、別表1の事務費の2加算分保護単価をそのまま設定するもの   

とすること。  

なお、別に定める基準により施設機能強化推進費、入所児童（者）処遇   

特別加算費を必要とするものと認定された場合はその認定額を加算するも   

のとすること。   

（3）（1）により保護単価が設定されたときは、これをその年度の当初の月に   

係る事務費の支弁から適用するものとし、その後においてその年度中に  
その施設の定員の改定等があった場合においては、その改定のあった日  

の属する月の翌月分（その月の初日にその改定があったときはその月   

分）の支弁から、（1）の方法により、その施設の保護単価を改定すること。  

（4）施設が新設される場合において、その開所する月（施設の開所は各月   

の初日から行うものとする。）の前月分の事務費の保護単価は、（1）の方  

法に準じて設定するものとすること。   

3 事業費の保護単価の設定方法   

事業費の保護単価の設定は、第4の2の表の（2）から（坦）までに掲げる事業   

費の各費目の保護単価をそのまま設定すること。   

4 措置費等の支弁基準の設定方法  
2及び3により保護単価を定めたときは、措置費等の各費目ごとのその   

保護単価による支弁要件、その使途及び各月の支弁額の算式に関する事項   

を定めた支弁基準を設定するものとすること。   

この場合における支弁基準の設定は、第1及び第4に掲げる事項に必要   

な補正を加えてそのまま設定すれば足りること。   

児童養護施設、乳児院、児童自立支援  の心理療法担当職員雇上費加算分   

施設、母子生活支援施設及び情緒障害児短期治療施設の個別対応職員加算  
分及び基幹的職員加算分、児童養護施設、児童自立支援施設、乳児院及び  

情緒障害児短期治療施設の家庭支援専門相談員加算分及び小規模グループ  

ケア担当職員加算分、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期  

治療施設、ファミリーホーム及び里親の学習手旨導費加算分、乳児院（定員  

50人以上）の家庭支援専門相談員加算分、母子生活支援施設の特別生活指  

導費加算分、夜間警備体制強化加算分、保育機能強化加算分及び母子生活  
支援施設（定員40世帯以上）の母子指導員、少年指導員加算分、ボイラー  

技士雇上費加算分、一時保護所の処遇促進加算分の保護単価は、別表1の  

事務費の2加算分保護単価をそのまま設定するものとすること。  

なお、別に定める基準により施設機能強化推進費、入所児童（者）処遇  

特別加算費を必要とするものと認定された場合はその認定額を加算するも  

のとすること。  

（3）略  

（4） 略  

3 事業費の保護単価の設定方法   

事業費の保護単価の設定は、第4の2の表の（2）から（些）までに掲げる事業   

費の各費目の保護単価をそのまま設定すること。   

4 略  



改正後  

第4 各月の支弁額の算式及び支弁の方法  
1 地方公共団体の支弁義務  

地方公共団体は、法第50条第6号、第6号の3、第7号、第8号及び第  
51条第2号の規定によりその施設等に対し、2及び3に定めるところに   
より算定した事務費及び事業費の費目の種類ごとの支弁額を合算した額  
を、その月の措置費等の支弁額として支弁しなければならないこと。  

2 措置費等の費目の使途及び各月の支弁額の算式  
児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院、  

母子生活支援施設、助産施設、里親又は一時保護所に対する措置費等の費  
目の種類は、次表第1欄に掲げるとおりとし、それぞれの費目の種類ごと  
の支弁対象児童等、その経費の使途及びその各月の支弁額の算式は、同表  
の第2欄から第4欄に掲げるとおり一とすること。  

第4 各月の支弁額の算式及び支弁の方法  
1 地方公共団体の支弁義務  

地方公共団体は、法第50条第6号、第6号の3、第7号、第7号の3   
第8号及び第51条第2号の規定によりその施設等に対し、2及び3に定め   
るところにより算定した事務費及び事業費の費目の種類ごとの支弁額を合   

算した額を、その月の措置費等の支弁額として支弁しなければならないこと。   

2 措置費等の費目の使途及び各月の支弁額の算式   
児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害児短期治療施設、乳児院、   

母子生活支援施設、助産施設、自立援助ホーム、ファミリーホーム、里親  
又は一時保護所に対する措置費等の費目の種類は、次表第1欄に掲げると  
おりとし、それぞれの費目の種類ごとの支弁対蒙児童等、その経費の使途  
及びその各月の支弁額の算式は、同表の第2欄から第4欄に掲げるとおり  

とすること。  
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改正後  現行  

費目  費目  

の種   支弁対象児童等   経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式   

頬第  第  2  欄   第 3 欄   第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   

、  の合算額  事  自立支援施設（通所  するために必  の合算 弓 L  凶  児童養護施設、児童  施設等を運営  （1）次のアから壬までにより算定した額  
務  部を含む）、情緒障  要な職員の人  ア 乳児院、自立援助ホーム及びフ  務  部を含む）、情緒障  要な職員の人  ア 次の算式（1）盈逆乳児院については  
費  害児短期治療施設  件費その他事   ァミリホーム以外の施設について  費  害児短期治療施設  件費その他事   算式（2）により算定した額。ただし、  

（通所部を含む）  務の執行に伴   は次の算式（1）、乳児院について  （通所部を含む）、  務の執行に伴   その月初目においてその施設に対  

乳児院、母子生活支  う諸経費   百算式（2）、自豆援助ホーム及び  乳児院、母子生活支  う諸経費   し、2以上の支弁義務者がある場合  

援施設、自立援助ホー  ファミリーホームについては算式  援施設、 又は一時保  における各支弁義務者の支弁額の算   

l  ム、ファミリーホーム  （3）により算定した額。ただし、  護所（一時保護の委  定は次の算式（旦）（関係支弁義務者  

又は一時保護所（一  ぞあ月初目においてその施設に  託を受けた児童養護  が協議を行い、各支弁義務者が措置  

時保護の委託を受け  し、2以上の支弁義務者がある場  施設、 児童自立支援  児童数等にかかわらず、支弁すべき  

た児童養護施設、児  合における各支弁義務者の支弁額  施設及び乳児院を含  人員（いわゆる協定人員）を定めて  

‡  

童自立支援施設及び  の算定は次の算式（4）（関係支弁  む。）  支弁することとしているときは算式  

乳児院を含む。）  義務者が協議を行しく各支弁義務  （旦））によって算定した額とする。 
者が措置児童数等にかかわらず、  算式（1）  

】     l  

その施設の月額保護単価×その施   
設の定員（（適所部の場合は適所部   

の定員）（その月初日において私的   

契約者があるときは、その数を控除   
した薮‾））  

算式（2）  

2歳未満児の月額保護単価×［定   
員（その月初日において私的契約児   
があるときは、その数を控除した数）   
－その月初目の2歳児措置児数一そ   
の月初日の3歳以上児措置児数］＋   
2歳児の月額保護単価×その月初日   
の2歳児措置児数＋3歳以上児の月   
額保護単価×その月初日の3歳以上   

児措置児数  
算式（3）   

ぞめ施設の月額保護単価×その施   
設の定員（その月初目において私的   
契約児があるときは、その数を控除   
した数）×支弁率  

その支弁義務者の支弁すべき   
その月初目の措置児童数等又は世   
帯数  

支弁すべき人員（いわゆる協定人   
員）を定めて支弁することとして   
いるときは算式（5））によって算   

定した額とする。  
算式（1）   

その施設の月額保護単価×その施   
設の定員（（通所部の場合は通所部   
の定員）（その月初日において私的   

契約盟があるときは、その数を控除   

した数））  

算式（2）   

略  

算式（3）   

その施設の月額保護単価×その施  

の現員（その月初日  設のその月初日   
において私的契約児があるときは  
その数を控除した数）  

算式（4）   

そわ施設の月額保護単価×その施   
設の定員（その月初日において私的   
契約児があるときは、その数を控除   
した数）×支弁率  設その月   



改正後  現行  

費目  
費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途  各月の支弁額の算式  の種支弁対象児童等  各月の支弁額の算式   

類第  第 2 欄  第3欄  第  4  欄  類第第2欄  第  4  欄  

1欄  
1欄  

＿∠．ヽ  

㈹  その月初日の措置児童数等又は世  明  算式（4）  

帯数  
定人員（その月初日において私的契  

その施盲支その月別臼の総】菅置児童  約者があるときは、その数を控除し  

数等又は世帯数  た数）  

算式（5）  
イその月初日において、児童養護施  

その施設の月額保護単価×その協  
設に乳児、1・2歳児又は年少児が  

定人員（その月初目において私的契  
それぞれ入所している場合には、次  

約者があるときは、その数を控除し  の算式により算定した額。  

た数）  
算式  

イ略  
乳児、1・2歳児又は年少児加算分  

月額保護単価×その月初日の乳児、  
1・2歳児又は年少児数  

ウ略  
ウ児童養護施設、児童自立支援施設、 情緒障害児短期治療施設 

、乳児院が  
寒冷地手当支給規則の一部を改正す  
る省令（平成16年総務省令第129号）  
の施行（平成16年10月28日）前の寒  
冷地手当支給規則（昭和39年総理府  
令第33号）別表第1に掲げる旧5級  
地である地域に所在する場合であっ  
て、その月初日においてボイラーを  
有し、かつ、ボイラー技士がおかれ  
ている場合又はその他の地域に所在  
する場合であって、その初日におい  
て「ボイラー及び圧力容器安全規則」  
（昭和47年労働省令第33号）第1条  

第1号に規定するボイラーを設置  
しており、かつ、同規則第97条に規  
定するボイラー技士免許を受けた者  
が置かれている場合において、それ  
ぞれボイラー技士1人分の雇上費と  
して次の算式によって算定した額。  

算式 
ボイラー技士雇上費加算分月額保  

護単価×アの算式により算定された  

定員  

エ略  
ェ児童養護施設が別に定める基準に  

該当する場合においては次の算式に  

よって算定した額。  
算式  

特別指導費加算分月額保護単価×  
アの算式により算定された定員  

ー弼  





改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途  各月の支弁額の算式  の種支弁対象児童等  各月の支弁額の算式   

類第  第3欄  第  4  欄  類第第2欄  第  4  欄  

1  
1欄  

シ児童養護碓儲、乳児院、児里目立 ‾ シ乳l即廿が別に定める基準に該当す  
‾ 

る場合においては次の算式によって  
支援施苗と、情緒障苦児惣期指ブ崇施設 及び母十生す古支援施設が別に定のる  算定した額。  
基準に該当する場合においては、次  算式  

支  

、 

の算式によって算定した署員。 こたし基幹日つ職員刀口昇の対象  
者は1貰厄諜1名とし、確設長は刀口昇  
の対象とはしないこと。  

ス母子生活支援施設が別に定める基  
‾いては次の算  

算式  
ス乳児院が別に定める基準に該当す  ‾ 

単  

る場合においては次の算式によって  価  

算定した額。  
算式 セ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 

乳児院（定員50人以上）の家庭支  準に該当する場合においては次の算  

援専門相談員加算分月額保護単価   式によって算定した額。  

×アの算式により算定した定員  算式  

セ母子生活支援施設が別に定める基  単窟讐筆傍輩禦至璧智蔓配攣竪彗  

‾準に該当する場合においては次の算  
式により算定した額。  ソ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 

算式  準に該当する場合においては、次の  

単  
価  算真式によって算定した額0  

保育機能強化加算分月額保護単価  
ソ母子生活支援施設が別に定める基  ×アの算式により算定した定員  

‾準に該当する場合においては次の算  
式によって算定した額。  タ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 

算式  
準に該当する場合においては、次の  
算式により算定した額。  

単  算式  
母子生活支援施設（定員40世帯以  

タ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 
上）母子指導員、少年指導員加算分  

準に該当する場合においては、次の  保護単価  

算式によって算定した額。  ×アの算式により算定した額。  

算式 
保育機能強化加算分月額保護単価  チその施設において別に定める基準  ‾ 

×アの算式により算定した定員  いては次の算式  

チ母子生活支援施設が別に定める基  ‾ 
算式 

準に該当する場合においては、次の  単身赴任手当加算分月額保護単価  

算式により算定した額。  ×アの算式により算定された定員  

1
．
1
 
 



改正後  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

算式  
母子生活支援施設（定員40世帯以   

上）母子指導員、少年指導員加算分   
保護単価×アの算式により算定した額   

ヱ その施設において別に定める基準   
に該当する場合においては次の算式   

により算定した額。  
算式  

単身赴任手当加算分月額保護単価   
×アの算式により算定された定員  

（2） 略  

（3）略  

（2）施設が新設される場合における事務   

費の支弁額は、その開所する月の前月   
分の支払額は、次の算式により算定し   

た額とし、開所した月からは（1）による。  
ただし、その開所した目がその月の   

初日でなかった場合においては、本文   
の適用はない。   
算式  

その施設の月額保護単価（民間施  
設給与等改善費を除く。）×その施  
設の定員×0．5（半月分）   

（3）一時保護所の事務費の支弁額は、次   
のアからウまでにより算定した額の合   

算額とする。   
ア 次により算出した利用定員が該当  

する保護単価。  
（［前年度の一時保護延べ人目／12  

月／30．4］（小数点以下第1位の数値  
を切り上げる）×1．205）（小数点以  
下第1位の数値を四捨五入）   

イ その一時保護所が別に定める基準  

に該当する場合においては、次の額  

を加算する。  
一時保護所処遇促進加算分保護単価   

ウ その一時保護所が国家公務員の寒  
冷地手当に関する法律（昭和24年法律  

第200号）の別表に定める支給地域に  

所在する場合  
一時保護所寒冷地加算分保護単価  

を加算した額。   



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等 経費の使途  各月の支弁額の算式  

頬第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  類第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  

1欄  1欄  

団  （4）児童養護施設、児童自立支援施設」  団  コ！乙   ⊥    ‾‾   ‾                   （4）児童養護施設、児里自止支援施設及  

事  情緒障害児短期治療施設及び乳児院に  事  び乳児院において、暫定定員を超えて  

務  おいて暫定定員を超えて認可定員又は  務  認可定員又は条例等で定めた定員に達  

費  条例等で定めた定員に達する範囲内で  費  する範囲内で一時保護を受託した場合  

一時保護を受託した場合、自立援助ホ  、及び、知的障害児施設、第一種自閉  
ーム及びファミリーホームにおいて定  症児施設、第二種自閉症児施設、盲児  
員に達する範囲内で一時保護を受託し  施設、ろうあ施設、肢体不自由児施設  

た場合、知的障害児施設、第一種自閉  入所部、肢体不自由児療護施設及び重  
症児施設、第二種自閉症児施設、盲児  症心身障害児施設において」認可定員  

施設、ろうあ施設、肢体不自由児施設  又は条例等で定めた定員に達する範囲  

入所部、肢体不自由児療護施設及び重  内で一時保護を受託した場合、及び」  
症心身障害児施設において認可定員又  肢体不自由児又は重症心身障害児を入  

は条例等で定めた定員に達する範囲内  所させる児童福祉法第7条第6項に規  
で一時保護を受託した場合、及び肢体  定する指定医療機関において一時保護  

不自由児又は重症心身障害児を入所さ  を受託した場合のそれぞれの支弁額  

せる児童福祉法第7条第6項に規定す  は、次の算式により算定した額とする。  

る指定医療機関において一時保護を受  

託した場合のそれぞれの支弁額は、  

〔 
次の算式により算定した額とする。  

略  

〕  

（注）受託施設が障害児施設又は指定医療  

機関である場合の施設の月額保護単価は平  

成19年12月18日厚生労働省発障第1218002  
号「障害児施設措置費（給付費等）国庫負  

担金について」において定める月額保護単  

価とする。  

≠瀾  

LV－」已－」i⊂一■ゝコーナ ー′  ▼   ‾■一i・－・－し′－ －血こ嘘＝t「  〝 一 ‘ユ■亡■▼－二4為－㌫竜   



費目  費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式   
頬第  第  4  欄  類第  第  4  欄  
1欄   

（1）児童養護施設、児童自立支援施設、  
1欄   

芦  】靂  

童自立支援施設（通  食に要する材  情緒障害児短期治療施設、乳児院、里  児童養護施設、児 所部を含む）、情緒  料費等及び日  親又は母子生活支援施設の場合次の算   碧≠  
情緒障害児短期治  
療施設（適所部を  
含む）、乳児院若  
しくはファミリー  

常生活に必要  
な経常的諸経  

費  

二A又は母子生活支援施設の場合次の  
算式（1）により算定した額。   

ただし、乳児院において別に定める  
基準により乳児院病虚弱等児童加算費  

の加算が認められるときには算式（1）に  

より算定した額に次の算式（2）により算  

定した額を加算する。  
算式（1）   

次の表の一般生活費月額保護単価×  

その月初日の措置児童等数（適所部の  
場合は適所部の措置児童数とする。ま  
た、母子生活支援施設にあってはその  
月初日の入所者数とする。ただしノ、保  
育室のある場合には3歳以上入所児童  
又は3歳未満入所児童数とし、次の表  
に掲げる単価をそれぞれ乗じて得た額  
を上記により算出した額に合算するも  

のとするn）  

障害児短期治療施  
設（通所部を含む）、  
乳児院の措置児童、  
里親の委託堕＿置児  

童、一時保護所（一  
時保護委託を含む）  

の一時保護児童  

常生活に必要  
な経常的諸経  

費  

式（1）により算定した観   

ただし、乳児院において別に定める  
基準により乳児院病虚弱等児童加算費  
の加算が認められるときには算式（1）に  

より算定した額に次の算式（2）により算  

定した額を加算する。  
算式（1）  

次の表の一般生活費月額保護単価×  
その月初日の措置児童等数（通所部の  

場合は適所部の措置児童数とする。ま  
た、母子生活支援施設にあってはその  

月初日の入所者数とする。ただし、保  
育室のある場合には3歳以上入所児童  
又は3歳末満入所児童数とし、次の表  
に掲げる単価をそれぞれ乗じて得た額  
を上記により算出した額に合算するも  

のとする。）   

ホームの入所児  

童、若しくは里親  
の委託児童、一時  

保護所（一時保護  
委託を含む）の一  

時保護児  

自立援助ホームの  その児童に要  
入所児童   する日常生活  

に必要な経常  

的諸経費  

母子生活支援施設  

の入所者  
その入所者に  
要する日常生  
活に必要な経  
常的諸経費  

母子生活支援施設  

の入所者  
その入所者に  
要する日常生  
活に必要な経  
常的諸経費  

母子生活支援施設  

の保育室における  
保育児童（保育機  

能強化事業の母子  
家庭の母等の児童  

を含む。）  

その児童の給  

食に要する材  
料費（3歳未  
満児について  

は主食及び副  

食給食費、そ  
の他の児童に  
ついては副食  

給食費）  

母子生活支援施設  

の保育室における  
保育児童（保育機  
能強化事業の母子  
家庭の母等の児童  
を含む。）  

その児童の給  

食に要する材  
料費（3歳未  
満児について  

は主食及び副  

食給食費、そ  
の他の児童に  
ついては副食  

給食費）  



現行  

各月の支弁額の算式  目 の種  葉費晋便意  各月の支弁額の算式   

目 蒜葉嘉弁対讐児童蒜  欄  類第  
第 4 

第  4  
欄  

1欄   
1欄  

（2）  

（2）   一般生活嘗腰逆表等1人、′たり  ‾般生活嘗指写単価表  
一1 

一 児童養 
児童′ 

児童立夏施設 頭  
児童立郎設 

情緒障一児短期治療施設入所児分47・860円  
。部費害児短期治療施設入所児分47・860円  

適所児分14，600円  
適所児分14，600円  

里 
里親 

外∠＼  

外分  

般  乳児院 
般  乳児院 

：  母子生活純設 
ファミリーホーム 

卜分  
保育入  

ホ 
3歳未満児8，890円  

母設 
3歳以上児5，500円  

重保育  生  
生  3歳未満児8，890円  

3歳以上児5，500円  

括  
括  

費  
費  

（3）略  



．  

改正後  現行  

費目  
各月の支弁額の算式  月の支額の算  

≡三  支弁対象児童等 第 2 欄  貸費誓使濾  第  4  欄  重量  
1′欄   

ノ  葵≡・空   
≠  

n  円  u  円  
f  

】   

般  般  

（5） 略  

u  

‡生  生  

法第27条第1項第3号の規定により  
戸   

し∠ノ  

し∠  

岳  

般  般  

（5）略  

‡生  生  

括  括  

里親の委託児童  略   略  里親の委託堕畳児  
コ凸已  

な休息の支援  
を受ける場合  
のその児童に  

費   費   係る日常生活  別に定める基準による延児童数×  
に必要な経常  
的諸費用   
その児童 

児童養護施設、  その児童（世  次の算式により算定した額。  （世  勝已甜  
嘗 ノし  

算 式（1）  是霜培彊琵毒さ巳   ーム           受   必要な経常的  算「式（1）  必要な経常的  別に定める基準による児童数×月額26，200円  
入   自立援助ホー  受  委託児童  別璃投法警后哲児童数×月額26，200円  

加   

算  加   ム、ファミリー   算式（2）  別に定める基準による児童数×日額860円  
略  

短 



改正後  
現行  

費目  
費目  

支ム対象旧コ白ニノー乍   経費の使途   各月の支弁額の算式   の種 支弁対象児童等     経費の使途  各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   

也  （竺）  一号几の入所  

塾  児童自立支援施   帯）を支援す   妊産婦   必要な事務費  

助   及び生活諸経  
児  

垂   緒障害児短期治   の雇上経費及   一時保護委託児童数（3歳未満児）×  
費   玉民健康保険船口保険国  

畳   療施設、母子生   び日常生活に   月額2，190円  ア  家公務員共済組合、公共企業体職員等共済組合、  

入  
地方公務員等共済組合又は私立学校数職員共済  

施  垂  
組合等をいう。以下同じ。）の被保険者、組合員  

畳  
占  ／l＼ヽ  

又は被扶養者である場合においては、診療報酬  

堂  
の算定方法．（平成20年厚生労働省告示第59号。  

以下「診療報酬の算定方法」という。）及び入院  
施設、第二種自  

閉症児施設、盲  数  時食事療養費に係る食事療養及び入院時生活療  

児施設、ろうあ  
養費に係る生活療養の費用の額の算定に関する  

本  基準（平成18年厚生労働省告示第99号0以下「入  
児施設、肢体不  

分   院時食事療養費の算定基準」という。）に準じて  
自由児施設入所  

部、肢体不自由  
算定した額から、その社会保険において給付が  

行われる額を控除した額。  
児療護施設及び  

保  ィァに該当しない入所妊産婦については診療報  
重症心身障害児  
施設の一時保護  

酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準  

護  
委託児童（3歳  

に準じて算定した額。  

未満児）  
なお、別に定める基準により施設機能強化推  

（旦）   略   略   次の算式により算定した額の合算額。  費  進費（総合防災対策強化事業に限る。）を必要と  

ア  算式  
するものと認定された施設（第二種助産施設に  

産  ア略  
限る。）にあっては、その認定額を加算する。  

施  
占  注異常分娩のため第二種助産施設から  

邑又  
入院する場合等については、この欄に掲  

基  

本  
げる経費のほか、医療費を支弁できるも  

数  のとし、その支弁要件、その使途及び各  

保  
月の支弁額の算式については、この表の  

護  （廷）の費目の項に定めるところによる0  

∠＼  

丁▲ †－・－＿一丁 －－二∨   



〉／l三E  

l   類第  第  2  欄    第 3 欄   j吊  4  憫  

（旦）  

第   4   欄  l    …桑彗l （竺）  

助  助  

産  産  
ア  

施  施  

設  

基  イ略  基  

本  
数  

本  

分  

保  保  

護  護  

費  注異常分娩のため第二種助産施設から  
入院する場合等については、この欄に掲  

費   

月の支弁額の算式については、この表の  
（坦）の費目の項に定めるところによる0  

（ア）   

助産施設  分娩介助料   
【71  助産施設  分     つこ場合こ、＼  分娩を取り扱った場合においては、ア  

イ  の入所妊   により支弁する点数分のほか、分娩介助  イ  の入所妊  により支弁する点数分のほか、分娩介助  

占  分 蝿  産婦  料として分娩児1人につき1略310円を限  点  分 桟  産婦  料として分娩児1人につき129，730円を限  

度として支弁できる。  
数  

数  」L  

以  以  

外  胎盤処置料  略  外  胎盤処置料  胎盤の処置を他に委託した場合において  

の  の  はアにより支弁する点数分のほか、その  

分   分   実績を支弁して差し支えない。  
円  料  

（ウ）  新生児介補料  略  （ウ）  新生児介補料  新生児の介補を行った場合においては  

桝  斯  アにより支弁する点数分のほか、新生児  
生  生  
足   児  介補料として分娩児1人当たり1日につ  

什  
捕  補  き3，810円を限度として支弁できる。  
料  料  



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等    経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等    経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄   

1欄   1欄   

（旦）  （エ1  保険料   略  （竺）  保険料   分娩を取り扱った場合においては、  

悍  県  アにより支弁する点数分のほか、医学  

助  旗  助  験  的管理の下における出産について、特 

産  千l  産  糾  定出産事故に係る事故が発生した場合  

施  施  において、出生者の養育に係る経済的  
壬J■も 房又  

負担の軽減を図るための補償金の支払  

基  基  に要する費用の支出に備えるための保  

本  本  険契約（出生者等に対し、総額3，000万  

分  分  円以上の補償金を支払う契約）が締結  

保  保  されており、かつ、特定出産事故に関  
護  護  する情報の収集、整理、分析及び提供  

費  費  の適正かつ確実な実施のための措置を  

講じている場合に、その保険料相当額  

として、分娩児1人につき、30，000円  

を限度として支弁できる。   

過 

＿   

（亘）  

童自立支援施設、    幼稚園就園  その施設等のその月におけるその措置児  童自立支援施設、  経費   ただし、教材代星娃通学のための交通  

勉                      情緒障害児短期治    に必要な経  童につき、幼稚園に就園している児童であ  情緒障害児短期治    （1）その児童  費を支弁すべき児童があるときは、それ   

療施設、乳児院若    畳   って、幼稚園就園に必要な入学金、保育料、  療施設の堕畳児童    の義務教育  ぞれ算式（2）茎逆算式（旦）により算定した  

しくはファミリー  制服等の実費（寄付金は除く。）を合算し  教  （特別支援  額を、児童自立支援施設においては、教  
壁  た額。  童であって、義務    学校高等部  材費として算式（呈）により算定した額を、   

又は里親の委託児  ただし、各自治体において幼稚園就園奨  教育諸学校又は特    の教育を含  特別支援学校高等部第1学年に入学する  

量  励費を補助している場合においては、その  別支援学校の高等    む。）   児童があるときは算式（量）により算定した  

里  就園奨励費補助額を控除した額とする。  虫 日  

及び特別支援学校  額に加算する。なお、算式（量）については  

の高等部1学年に  

里  入学するもの。  （3）通学のた  

費   めの交通費  次の表の教育費学年別月額保護単価  

（4）児童自立  ×その月の学年別就学措置児童数  

支援施設の  

教材費   

■・一L一・－上ヽ■＿こ，二1J   



費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式   

類第  第  4  欄   

1欄   

（7）  児童養護施設、児  次に掲げる  次の算式（1）によって算定した額。   
童自立支援施設、  経費   ただし、教材代」東学のための交通費」  
情緒障害児短期治  （1）その児童  部活動費又は学習塾費を支弁すべき児童  

教  
アミリーホームの  （特別支援  式（旦）により算定した額を、児童自立支  
入所児童又は里親  学校高等部  援施設においては、教材費として算式（旦）  
の委託児童であっ  の教育を含  により算定した額を、特別支援学校高等  

士 日  部第1学年に入学する児童があるときは  
校又は特別支援学  に必要な学  算式（7）により算定した額を、それぞれ  
校の高等部に在学  用品費   算式（Dによって算定した額に加算する。  

中のもの及び特別  （2）教材代  なお、算式（ヱ）については4月分の措置  
費  

1学年に入学する  めの交通費  算式（1）  
もの。   （4）部活動費   次の表の教育費学年別月額保護単価  

（5）学習塾費   ×その月の学年別就学措置児童数  

（旦）児童自立  教育費保護単価表（措置児童数1人当たり）  
支援施設の  学年別  小学校 中学校 特別支援学校  

教材費  高等部  

（ヱ）その児童  

の特別支       保護単価Z，110円4．180円4，180円  

援学校高等  （月額）  
部入学に必  算式（2）  

要な学用品  略  
費等   算式（3）  

略  
算式（4）  

その施設又は里親のその月におけるそ  

の措置児童のうち部活動に入部している  
児童であって、部活動に必要な道具代、  
遠征費等の実費を合算した額。  

算式（5）  

その施設又は里親のその月におけるそ  
の措置児童のうち学習塾に通っている児  
童であって、学習塾に必要な授業料（月  

謝）、講習会費等の実費を合算した額。   

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

教育費保護単価表（措置児童数1人当たり）   

学年別  小学校  中学校  特別支援学校  

高等部   

保護単価  

（月額）   

（亘）その児童  

の特別支援  
学校高等部  

入学に必要  

な学用品費  
等  

算式（2）   

その施設又は里親のその月における  
その措置児童の別に定めるところによ   
り教科書に準ずる正規の教材として学  
校長が指定するものの購入に必要な実  
費を合算した額。  
算式（3）   

その施設又は里親のその月における  
その措置児童であって、交通費の支給  
を必要と認めるものがあるときは、そ  
の児童が最も経済的な通常の経路及び  
方法により通学する場合のその普通旅  

客運賃の定期乗車券（定期乗車券のな  
い場合にあっては、これに準ずるも  
の。）の実費を合算した額  
算式（呈）   

教材費月額保護単価小学校該当児  

190円、中学校該当児270円×その月の  
児童自立支援施設の小学校又は中学校  

別該当措置児童数（ただし、算式（2）  
及び算式（3）の対象児童を除く。）  

算式（5）   

特融加算費年額保護単価旦Z⊥＿Z些円×  

特別支援学校の高等部第1学年入学措  

置児童数   



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   1欄  

←工〕  式 6  （6）   

教府費月額保護単価小越校該当旧  童自立支援施設、  の学校給食に  措置児童がその義務教育諸学校又は特別  

教  190円中学校該当児270円×その月の  学  
児童自立支援施設の′ト学校又は中学校  療施設の措置児童  徴収される実費を合算した額。  

別該当措置児童数（ただし、算式（2）  校  
太  
日  及び算式（3）の対象児童を除く。）  」 

算式（ヱ）  
給  

特別加算費年額保護単価58，100円×  ている義務教育諸  

費  特別支援学校の高等部第1学年入学措  食  
置児童数  学校の高等部に在  

（旦）  略  費   

童自立支援施設、  
児    次の算式により算定した額の合算額  

学   （ヱ）  望苦要撃護鮎  蔓宗得票富農  

アミリーホームの  見  
宿泊費等   算式  

．人伊「児童又は里親 百雷罷冗童であっ  次の表の見学旅行費学年別年額保護  

て、学校給食を実  学   単価×その月の学年別見学旅行参加措  
不学校第6学年、   置児童数  

施している義務教   

費  旅  見学旅行費保護単価表  

に在学中のものハ  3学年（特別支援   （措置児童（者）1人当たり）  

（旦ノ  略  学校の高等部を含  学年別 保護単価（年額）  

行  小学校第6学年  
自立支援施設、情緒  

20，600円  

ので、その学校の  見  中学校第3学年  55，900円  

教育課程において  高等学校第3学年 
若しくはファミリー  

108，200円  

ホームの入所児童又  費   （特別支援学校高等部を含  

学  行（通常の「見学  む。）  

あって、小学校第6  旅行」をいう。）に  

学年、中学校第3学  参加するもの。  

旅  
第3学年（特別支援  

行  
む。）の在学中のもの  

で、その学校の教育  

費   
れる見学旅行（通常  

の「見学旅行」をい  

う。）に参加するもの。   



【  改正後  】  現行  

費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種 支弁対象児童等 経費の使途  各月の支弁額の算式  

類第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  類第  第  2  欄  第 3 欄   第  4  欄  

1欄  
（10）  児童養護施設、児  略   略  1欄      ∧一  し             ノー／rr」－一■             （8）  児童養護施設、児  その児童の入  次の算式によって昇正した額の合算額  
天  童自立支援施設  入  童自立支援施設、  進学に際して  とし、4月分の措置費等として支弁する。  

進  情緒障害児短期治  進  情緒障害児短期治  必要な学用品  算式  
療施設若しくはフ  学 支   アミリー 

学  次の表の入進学支度金学年別年額保  
ホームの  支   護単価×学年別入進学措置児童数  

度  入所児童又は里親  度  置児童であって、  入進学支度金保護単価表  

金  万す藷児童  金  小学校第1学年に  （措置児童1人当たり）  

であって、′ト学校第  入学し、又は中学  学年別 保護単価（年額）  

1学年に入学し、  校第1学年に進学  小学校第1学年入学児童 39500円   

l（8）  l児童養護施設、児  lその児童の入  l茨め算式によって算定した額の合算額   
入  童自立支援施設、  進学に際して  とし、4月分の措置費等として支弁する。   
進  情緒障害児短期治  必要な学用品  算式   

療施設の措置児童  次の表の入進学支度金学年別年額保   

又は里親再委託堕   護単価×学年別入進学措置児童数   

度  置児童であって、  入進学支度金保護単価表   
金  不学校第1学年に  （措置児童1人当たり）  

入学し、又は中学  学 年 別  保護単価（年額）  

校第1学年に進学  小学校第1学年入学児童  39．500円  

するもの。  中学校第1学年進学児童  46，100円  

（9）  児童養護施設、児  次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。   
童自立支援施設、  費   ただし、算式（2）については4月分の措置  

特  
療施設の措置児童  の高等学校  算式（1）  

別  次の表の特別育成費公私別月額保護  

置児童であって、  ける教育に  単価×その月の公私別高等学校在学措  
ゴく 日  

により、高等学校  
に在学しているも   
の及び高等学校第  納付金、教   

費  科喜代、学  l公私別  保護単価（月額） 

もの。   用品費等の  】国・公立高等学校  22，270円  

32，970円  教科学習費、 通学費等  

の高等学校   

（措置児童1人当たり）  

（2）その児童   

特別加算費年額保護単価塑」旦旦円×  

入学に際し  
必要な学用   

（建）  

童自立支援施設、  
行夏  
事季   

費等  文は里親万委託措  通費等   夏季等特別行事費1件当たり保護単   

特  置児童であって、  価3，000円×夏季等特別行事参加措置   
別  音務教育諸学校に  児童数   

在学しているもの  
で、その学校又は  

「（10）  ■略   
天  
進  

療施設若しくはフ  学 支  
アミリーホームの  

度  
金   

であって、′ト学校第  

1学年に入学し、  

又は中学校第1学年  
に進学するヰ）の 

。   

童自立支援施設、  費   ただし、算式（2）については4月分の措置  
特  

療施設、自立援助  の高等学校  算式（1）  
別  略  

アミリーホームの  

太 日  
の委託児童であっ  

成  
ころにより、高等  

費  
るもの及び高等学  
校第1学年に入学  

するもの。   通学費等  
（2）その児童  

の高等学校   算式（2）  
入学に際し   特別加算費年額保護単価壁土一些円×  

必要な学用  
品費等   

（1星）  略   略  
童自立支援施設、  

行夏  
事季  
費等  

特  
別   

て、義務教育諸学  
校に在学している  
もので、その学校  
又は教育委員  



改正後  現行  

費目  費目  
の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  類第  第  4  欄  

1欄   1欄   

会が、当該学年の  教育委員会が、当  
児童・生徒の全員  該学年の児童・生  

事季  事季  

費等  費等  
特  特  
別  別  

（13）  略  もの∩  
苅   （11）  児童養護施設、児  その児童の年  次の算式によって算定した額とし、12  

、   琴ト  

療施設、乳児院若  末   
時  しくはファマリー  療施設、乳児院の  算式  
扶  時  措置児童、里親の  期末一時扶助費年額保護単価5，070  

助  又は里親の委託児  扶  委託措置児童又は  円×12月初日の措置又は一時保護児童  

費  童又は一時保護所  助  数  
の一時保護児童  

（14）  児童養護施設、児  略   略  馨   

立 ㍍施処  童 立 愛一設、  医、に必要な  ∫  

医  医  その施設等のその月におけるその措置児  
療施設、乳 児院、  療施設、乳児院、  童等につき、診療報酬の算定方法及び入  

ファミリーホーム  助産施設の措置児  院時食事療養費の算定基準に準じて算定  

療  療  した額（その医療機関が社会保険の指定  

の措置児童等文は  措置児童等、又は  医療機関であり、かつ、その措置児童等  
里親の委託児童又  ＝簡保護所の一時  が社会保険の被扶養者等である場合にお  

費   費   いては、その社会保険において給付が行  
所の一時保護児童で  疾確執こより因瓶歯科  われる額を控除した額とする。）を合算し  

あづ蘭韓コこり囲両  医師等によって診察  た額。  
齢国師鞠こよづて詔察  、泊嵐親手術等の  なお、その措置児童等の看護、移送等  
、懐親手術等の  医療を受けるためその  に要する費凧についても健康保険法の取  

医療を受けるためその  支弁を必要と認め  扱いの場合に準じて支弁して差し支えな  
支弁を必要と認め  られるもの。   い。  

られるもの∩  （1蔓）  

（15）  児童養護施設、児  略   略  童自立支援施設、   算式（1）  

職－  童自立支援施設、  職   

業  情緒障害児短期治  業  療施設の堕畳児童、  の交通費  の措置児童が最も経済的な通常の経路及  
補  療施設、自立援助  補  又は里親の委託客  （2）その児童  び方法により通う場合のその普通旅客運  
導  ホーム若tて7まラ  導  置児童であって義  に係る教科  賃の定期乗車券（定期乗車券のない場合  
費  アミリーホームの  費  霧教育を終了した  にあってはこれに準ずるもの）の実費  

△透過量又は里親  後、公共職業訓練  算式（2）  

の委託児童であっ  施設等の職業補導  職業補導費月額保護単価4，800円×そ  

て義務  機関に通うヰ，の∩   



改正後  

各月の支弁額の算式  
4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄  

各月の支弁額の算式  
第  4  欄  

支弁対象児童等  
第  2  欄  

経費の使途  
第 3 欄   

（14）  ■児童養護施設、児  ■その児童の冬  次の算式（1）によって算定した額とし、里親’  
童自立支援施設（通  期の採暖に必  に委託されている児童及び母子生活支援施設   

所部を含む）、情緒  要な経費   に入所している児童が情緒障害児短期治療施  
児  設又は児童自立支援施設へ通所する場合に  

設（適所部を含む）、  おいては、算式（2）により算定した額。  
乳児院若しくは母  ただし、その支弁のできる期間は、10  

］±こ二 臼  月分から翌年3月分までに限る。  
措置児童等又は里  算式（1）  

画房委託措置児童  次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
用  単価×その月初日の措置児童等数  

算式（2）  

次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
採  単価÷その月の開所日数×その月の適所した日数  

（注）10円未満の端数は切り捨てる。また、  

「開所日数」とは、日曜日、国民の祝日及   
暖  び休日を除いた日数をいう。  

児童用採暖費保護単価表  
（措置児童等1人当たり）  

費  児童葉誰施  乳児院  母指擢ま援  

設児童自立  敬し髄  

搬情  立対斎肺癌  

細轄煙醐  所凱†御幸  

治療抵設、  脚≠療  

里親  施設適所都  

旧5級地   6．820円   7．210円 1．130円  

旧4級地   5，220  5．660  960  

旧3級地   3．380  3．590  590  

旧2綾地   2，520  2，620  380  

その他の地域  1，260  1、260  190  

（注）この表の「旧5級地から旧2級地」までの緑地区分は  

一般職の職員の給与に関する法律等の→部を改正する法  

律（平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1条に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5級地から旧2級地  

までの地域以外の地域とすること 

。  （15）  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、   
支■就  童自立支援施設、  の就職に際  入所措置が解除される日の属する月の措  
度職  情緒障害児短期治   し必要な寝  置膏等として支弁する。   
費  療施設の堕置児童  具類、被服  ただし、別に定める基準に該当する場  

又は里親の委託堕  類等の溝入費  合においては、算式（2）によって算定した  

■略   （15）  

補職  
善業  

曹   機関に通うヰ）の∩   
（16）  児童養護施設、児  その児童の冬  次の算式（1）によって算定した額とし、里親   

童自立支援施設  期の採暖に必  に委託されている児童及び母子生活支援施設  

（通所部を含む）、  要な経費   に入所している児童が情緒障害児短期治療施  
児  設又は児童自立支援施設へ適所する場合に  

療施設（通所部を  おいては、算式（2）により算定した額。  
含む）、乳児院、  ただし、その支弁のできる期間は、10  

二亡Ⅰ二 臼  月分から翌年3月分までに限る。  

若しくはファミリ  算式（1）  

ーホームの入所児  次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
用  単価×その月初日の措置児童等数  

託児童  算式（2）  

次の表の児童用採暖費級地別月額保護  
採  単価÷その月の開所日数×その月の適所した日数  

（注）10円未満の端数は切り捨てる。また、  

「開所日数」とは、日曜日、国民の祝日   
暖  及び休日を除いた目数をいう。  

児童用採暖費保護単価表  

（措置児童等1人当たり）  

費  児童葉護施乳児院母子生活支援  

施設種別設、児童自立 方敵児童自  

支援施設、情 立搬通  

傭期 所部、情緒噂  

治療施設、 害児短期帽療  

ファミサ寸←ム 施設適所部  

、里親  
旧5銀地 6，820円7，210円1．130円  

旧4級地 5．220 5．660 960  

旧3級地 3．380 3．590 590  

旧2級他 2，520 2．620 380  

その他の地域1．260 1．260 190  

注）ニの表の「旧5級地から旧2銀地」までの緑地区分は  

一般職の職員の給与に関する法律等の一部を改正する法  

律（平成16年法律第136号）の施行（平成16年10月28日）  

前の国家公務員の寒冷地手当に関する法律第1粂に定め  

る地域とし、「その他の地域」は旧5級地から旧2緑地  

までの地域以外の地域とすること。  



改正後  現行  

費目  費目  

の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  の種  支弁対象児童等  経費の使途   各月の支弁額の算式  

類第  第  4  欄  頬第  第  4  欄  
1欄   1欄   

15）  置児童であって、  （2）その児童  額を加算する。  
認  童自立支援施設、   （17う  児童養護施設、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、                 の就職に際  措置が解除される日の属する月の措置費    認  ぞの児童が就職す   の就職に際  算式（1）  

職  情緒障害児短期治  し必要な寝  等として支弁する。  職  るためその入所の   し必要な住   就職支度費1件当たり保護単価  
支  療施設若しくはフ  具類、被服  ただし、別に定める基準に該当する場  支  措置が解除される   居費、生活  73，000円×その月の就職による措置解  
度  アミリーホームの  類≡彰甥折衷  合においては、算式（2）によって算定した  度  こととなったもの。  費等   蔭緊要数  

費  入所児童又は里親  （2）その児童  額を加算する。  費  算式（2）  

爾童であっ  の就職に際   算式（1）  就職支度費1件当たり特別基準保護  

て、その児童が就   し必要な住   就職支度費1件当たり保護単価  単価137，510円×その月の別に定める  
職するためその措  75，000円×その月の就職による措置解  基準による就職による措置解除児童数  

置が解除されるこ   除児童数  （16）  児童養護施設 、児  （1）その児童  次の算式（1）によって算定した額とし、  
ととなったもの。  算式（2）  天  童自立支援施設、   の進学に際  △堕措置が解除される日の属する月の措  

略  学  

進   

学  

（18）  児童養護施設、児  （1）その児童   次の算式（1）によって算定した額とし、  等   
天■  童自立支援施設、   の進学に際  措置が解除される日の属する月の措置費  自  その児童が大学等  （2）その児童  算式（1）  

学  情緒障害児短期治  し必要な学  等として支弁する。  立  へ進学するためそ   の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1  
進  療施設若しくはフ  用品及び参   ただし、別に定める基準に該当する場  生  の入所の措置が解   し必要な住  件当たり保護単価  
学  アミソーホームの  考図書類等  合においては、算式（2）によって算定した  活  除されることとな  居費、生活  73，000円×その月の進学による措置解  
等  入所児童又は里親  の購入費   額を加算する。  支  ったもの。   費等   除児童数  

自  面委寓了宮童であっ  （2）その児童   算式（1）  度  算式（2）  

立  て、その児童が大  の進学に際   大学進学等自立生活支度費支度費1  大学進学等自立生活支度費1件当た  

生  学等へ進学するた  し必要な住   件当たり保護単価  り特別基準保護  

活  めその入所の措置  居費、生活   75，000円×その月の進学による措置解  単価137，510円×その月の別に定める  

支  ‾簡頂董数  基準による進学による措置解除児童数  

度   算式（2）  （17）  児童養護施設、児  その死亡児の  次の算式により算定した額。  
費  略  童自立支援施設、  

情緒障害児短期治  納骨その他葬  
（19）  児童養護施設、 児  略   略  葬  

童自立支援施設、  児院の措置児童又  要な経費   額が450円を超えるときはその超える額  
情緒障害児短期治  は里親再委託連星  を、自動車料金その他死体の運搬に要し  

葬  祭  た費用の額が10，760円を超えるときは  
自立援助ホーム若  亡したもの（以下  8，940円の範囲内においてその超える額  
しくはファミリー  「死亡児」という）  を、それぞれ加算する。  

祭  費  算式  

又は里親の委託児  葬祭費1件当たり保護単価153，900  
童であって、死亡  円×死亡児数  

費  

亡児」という）  （18）  児童自立支援施設  その児童の捜  その施設のその月におけるその児童に          ど■連  

しれ  

費も   たぬこ腸彪費   

」iL＃、一「ゴー」む＝ゝ∴Y  －▲■■」」首・「二kヱこ二塩「甘   



各月の支弁額の算式  

第  4  欄  

支弁対象児童等  

第  2  欄  

経費の使途  

第 3 欄  

各月の支弁額の算式  

第  4  欄  

支弁対象児童等  

第  2  欄  

経費の使途  

第 3 欄  
‖  11欄I  

l  l  u  ‖  11欄I  l  l  

（旦旦）  略   略  （堕）  普通旅客運賃）とその児童の普通旅客運  

ど連  ど連  賃、宿泊料とを合計した額にこれらの経  

しれ  しれ  費以外の特に要した費用があるときには  

費も   費も  これを加えた額の合算額  

（生）  里親委託児童   次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。  （坦）  里親委託堕置児童  次に掲げる経  次の算式によって算定した額の合算額。  
里里  費   ただし、算式（2）については、委託を開  里里  費   ただし、算式（2）については、委託を開  

親親  （1）その児童  始した月の措置費等として支弁する。  親親  （1）その児童  始した月の措置費等として支弁する。  
受手  

に係る委託   算式（1）  受手  に係る委託  算式（1）  
託当  手当   ア 里親手当  託当  手当   ア 里親手当  

支・  （2）新たに措   里親手当月額保護単価嬰』些円×    支・  （2）新たに委   里親手当月額保護単価姐円×  

度  置した際に   ユ△  度  託措置した   その月の措置児童数  

費  必要な経費   ただし、二人目以降は36，000円×そ    費  際に必要な  イ 専門里親手当  

の月の措置児童数  経費   専門里親手当月額保護単価圭坦Lヱ坦  

イ専門里親手当  円×その月の措置児童数  

専門里親手当月額保護単価建と些坦  算式（2）  

円×1人  

ただし、二人目以降は87，000円×  里親受託支度費1件当たり保護単価  

⊥△  42，600円×新規委託措置児童数  

算式（2）  

略  

（些）  

受フ  た際に必要な  

廷畳   墓室  

ファミリーホーム受託支度費1件当  

たり保護単価4乙600円×新規委託措置  

児童数  

⊥  

ム   



3 定員外支弁の禁止  
事業費の各種目ごとの支弁額の算定に用いる措置人員の数には、やむを  

得ない特別の理由がある場合を除いては、その施設の定員を超える部分は  

算入しないものとすること。   

第5 徴収金基準額  
1 各月の基準額の算定方法  

各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  

ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  
おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した  

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置   

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者の税額等による階層  

区分によって定まる基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の   

2により算定した支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）  

により算定した額の年間の合算額とすること。  

2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設（通所部を含む）、情緒障害児短期治   

療施設（通所部を含む）、乳児院、母子生活支援施設又は里親の各月のそ  

の措置児童等1人当たり又は1世帯当たりの支弁額は、次の算式（1）によ  

り算定した額とすること。  

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。  

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算   
費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保   

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。  
算 式（1）  
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指   

導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設   
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除   

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお   

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において   

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁した額の合算  

額  

3 略  

第5 徴収金基準額  
1各月の基準額の算定方法  

各年度における徴収金基準額は、その措置児童等（母子生活支援施設に  

ついては入所世帯、助産施設については入所妊産婦とする。以下この項に  
おいて同じ。）単位に、表の施設種別及び各月初日（月の途中で入所した  

措置児童等についてはその月の初日。以下この項において同じ。）の措置  叫  

児童等及びその措置児童等の属する世帯の扶養義務者  （自立援助ホーム   

卿）の税額等による階層区分によって定まる   
基準額（この額にその月のその措置児童等に係る次の2により算定した   

支弁額が満たない場合においては、その支弁額とする。）により算定した   

額の年間の合算額とすること。  

2 各月の支弁額の算定方法  
児童養護施設、児童自立支援施設（通所部を含む）、情緒障害児短期治  

療施設一（適所部を含む）、乳児院、母子生活支援施設  自立援助ホーム  

ファミリーホーム又は里親の各月のその措置児童等1人当たり又は1世帯  

当たりの支弁額は、次の算式（1）により算定した額とすること。   

ただし、その措置児童等の在籍日数が1カ月未満であるときは、算式（2）  

によるものとすること。   

なお、民間施設給与等改善費、施設機能強化推進費、単身赴任手当加算  

費、入所児童（者）処遇特別加算費、除雪費、降灰除去費、里親手当及び保  

育機能強化加算費は、徴収の対象とはならないこと。   

算 式（1）   
その施設の事務費の月額保護単価（乳児、1・2歳児、年少児、特別指  

導費及びボイラー技士雇上費の単価を含み、民間施設給与等改善費、施設  
機能強化推進費、単身赴任手当加算費、入所児童（者）処遇特別加算費、除  

雪費、降灰除去費、保育機能強化加算費の単価を除く。次の算式（2）にお  

いても同じ。）＋事業費の各費目（里親手当除く。次の算式（2）において  

も同じ。）のその月におけるその措置児童等につきその支弁した額の合算  

額  

一一■i・れ二「二L二n「甘  一■」ぷ・∴血＿－悪＝ゝ「甘  
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改正後  

算 式（2）  
［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   

支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍日数＋   

月額保護単価により支弁しノた費目以外の事業費の支弁した額の合算額   

第6 端数計算の方法  

この国庫負担金における金額の計算課程において、ある金額をある数値で   

除し、又はある金額にある数値を乗じて計算した場合の金額に1円未満の端   

数を生じたときは、その端数金額が生じた段階においてこれらを切り捨てる   

ものとすること。  
ただし、診療報酬の算定方法及び入院時食事療養費の算定基準に準じて算   

定する場合においてはその定めるところによるものとすること。   

第7 保護単価等の特例措置  
都道府県知事又は指定都市、中核市若しくは児童相談所設置市の市長は、   

特別の事由があるため、この交付要綱に定める保護単価、徴収金基準額その   
他この交付要綱に定める支弁及び徴収の要件によることが適当でないと認め   

られるときは、その事案につき厚生労働大臣の承認を得て、別に定めるとこ   

ろによって支弁することができるものとすること。   

第8 児童養護施設に移行した法改正前の虚弱児施設の経過措置  
児童福祉法の一部改正（平成9年法律第74号）により、児童養護施設へ移   

行することとなった虚弱児施設については、厚生労働大臣の承認を得て、別   
に定めるところによって支弁することができるものとすること。   

第9 保護受託者の廃止に伴う経過措置  
児童福祉法の一部改正（平成16年法律第153号）により、廃止することと  

なった保護受託者については、改正法の施行の際現に保護受託者に委託され  

ている児童がいる場合は、委託期間が満了するまでの間は従前の例により支  

弁することができるものとする。   

算 式（2）   

［（事務費の月額保護単価＋事業費の各費目のうち月額保護単価により   

支弁した額の合算額）÷その月の日数］×その月の措置児童等在籍目数＋   
月額保護単価により支弁した費目以外の事業費の支弁した額の合算額   

第6 略  

第7 略  

第8 略  

第9 略  



改正後  現行   

表 児童入所施設徴収金基準額表  表 児童入所施設徴収金基準額表  

母子生活支援施設  母子生活支援施設  

各月初日の措置児童等の属する世帯の階層区分  入所施設  児童自立支援施設適所部  入所施設  児童自立効親設廟閻  
†醐新帝朽  情緒宅診読窮昨療梅捉読聴  

自立援助ホーム  定  義  徴収金基準額  徴収金基準額  

階層  定  義  徴収金基準額  徴収金基準額  区分  （月額）  （月額）  

区分  （月額）  （月額）  生活保護法による被保護世帯（単給世  

生活保護法による被保護世帯（単給世  帯含む）及び中国残留邦人等の円滑な  

帯含む）及び中国残留邦人等の円滑な  A    帰国の促進及び永住帰国後の自立の支  0円   0円  

A    帰国の促進及び永住帰国後の自立の支  0円   0円  援に関する法律による支援給付受給世  

援に関する法律による支援給付受給世  十H一  

十H‾  

市  B  A階層を除き当該年度分の市町村民税  2，200   1，100  

B  A階層を除き当該年度分の市町村民税  2，200   1，100  非課税世帯  

非課税世帯  A階層及びD階層  

A階層及びD階層  Cl   を除き当該年度分  4，500   2，200  

Cl   を除き当該年度分  4，500   乙200  の市町村民税の課  

の市町村民税の課  税世帯であって、  

税世帯であって、  所得割の額がある  その市町村民税の  6，600   3，300  

その市町村民税の  6，600   3，300  額の区分が次の区  

額の区分が次の区  分に該当する世帯   

分に該当する世帯   Dl   30，000円以下   9，000   4，500  

Dl   30，000円以下   9，000   4，500  D2  15，001円から  13，500   6，700  

D2  15，001円から  13，500   6，700  40，000円まで  

40，000円まで  A階層及びB階層  18，700   9，300  

A階層及びB階層  18，700   9，300  を除き前年分の所  70，000円まで  

を除き前年分の所  70，000円まで  得税課税世帯であ  29，000   14，500  

得税課税世帯であ  29，000   14，500  って、その所得税  183，000円まで  

って、その所得税  183，000円まで  の額の区分が次の  その月のその措置  
の額の区分が次の  その月のその措置  児童等にかかる措  

児童等にかかる措  

区分に該当する世 帯  

置費等の支弁額  

区分に該当する世 十日‾ 田  

置費等の支弁額  183，001円から  20，600  

183，001円から  20，600  403，000円まで  

403，000円まで  を超えるときは  

を超えるときは  41，200円とする。）  
41，200円とする。）  

t司  



■h  

略   

1703，000円まで  l（全額徴収。ただし、  l額徴収。ただし、  

その額が54，200円  その額が27，100円  

を超えるときは  を超えるときは  

54，200円とする。）  27，100円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

703，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

1，078，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が68，700円  その額が3も300円  

を超えるときは  を超えるときは  

68，700円とする。）  34，300円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

1，078，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

1，632，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が85，000円  その額が42，500円  

を超えるときは  を超えるときは  

85，000円とする。）  42，500円とする。）   

その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

1，632，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

2，303，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が102，900  その額が51，400円  

円を超えるときは  を超えるときは  

102，900円とする。）  51，400円とする。）   
その月のその措置  その月のその入所  

児童等にかかる措  世帯にかかる措置  

2，303，001円から            置費等の支弁額  費等の支弁額（全   

3，117，000円まで  （全額徴収。ただし、  額徴収。ただし、  

その額が122，500  その額が61，200円  

円を超えるときは  を超えるときは  

122，500円とする。）  61，200円とする。）  



改正後  現行  

その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

3，117，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  3，117，001円から    置費等の支弁額   

Dll  4，173，000円まで  （全額徴収。ただし、  Dll  4，173，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が143，800  その額が143，800  

円を超えるときは  円を超えるときは  
143，800円とするh）   143．800円とするn）   
その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

4，173，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  4，173，001円から    置費等の支弁額   

D12  5，334，000円まで  （全額徴収。ただし、  D12  5，334，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が166，600  その額が166，600  

円を超えるときは  円を超えるときは  
166．600円とする∩）   166．600円とする∩）   

その月のその措置  その月のその措置  
児童等にかかる措  児童等にかかる措  

5，334，001円から    置費等の支弁額   費等の支弁額（全  5，334，001円から    置費等の支弁額   

D13  6，674，000円まで  （全額徴収。ただし、  D13  6，674，000円まで  （全額徴収。ただし、  
その額が191，200  その額が191，200  

円を超えるときは  円を超えるときは  
191．200円とする∩）   95．600円とする∩  191，200円とする∩）   

D14  6674，001円以上  全額徴収   全額徴収  D14  6．674．001円以上  全額徴収   全額徴収  
1 この表のCl階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和25年法律  1 この表のCl階層における「均等割の額」とは、地方税法（昭和25年法律  

第226号）第292条第1項第1号に規定する均等割の額をいい、C2階層にお  第226号）第292条第1項第1号に規定する均等割の額をいい、C2階層にお  
ける「所得割の額」とは、同項第2号に規定する所得割（この所得割を計算  ける「所得割の額」とは、同項第2号に規定する所得割（この所得割を計算  
する場合には、同法第314条の7第1項第1号、第2項、同法314条の8、同  する場合には、同法第314条のエ、同法附則第5条第3項及び第5条の4  
法附則第5条第3項及び第5条の4第6項の規定は適用しないものとする。）  第6項の規定は適用しないものとする。）の額をいう。  

備  の額をいう。  備  なお、同法第323条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その  
なお、同法第323条に規定する市町村民税の減免があった場合には、その  額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均  

額を所得割の額又は均等割の額から順次控除して得た額を所得割の額又は均  等割の額とする。  

等割の額とする。  2 この表のDl～D14階層における「所得税の額」とは、所得税法（昭和40年  
2 この表のDl～D14階層における「所得税の額」とは、所得税法（昭和40年  法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、所得税法等の一部を  

法律第33号）、租税特別措置法（昭和32年法律第26号）、所得税法等の一部を  改正する等の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変化等  
改正する等の法律（平成18年法律第10号）による廃止前の経済社会の変化等  に対応して早急に講ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律  
に対応して早急に諦ずべき所得税及び法人税の負担軽減措置に関する法律  （平成11年法律第8号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に  
（平成11年法律第8号）及び災害被害者に対する租税の減免、徴収猶予等に  関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算された所得税の額をいう。  

考  関する法律（昭和22年法律第175号）の規定によって計算された所得税の額をいう。  考  ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  
ただし、所得税額を計算する場合には、次の規定は適用しないものとする。  （1）所得税法第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  

（1）所得税法第78条第2項第1号、第92条第1項、第95条第1項、第2項及び第3項  （2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の19の2第1項  

（2）租税特別措置法第41条第1項、第2項及び第3項、第41条の2、第41条の3の2第4  並びに第41条の19の3第1項  
項及び第5項、第41条の19の2第1項並びに第41条の19の3第1項  （3）租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第  

（3）租税特別措置法等の一部を改正する法律（平成10年法律第23号）附則第12条  12粂  

3 この表の「入所施設」とは、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害  3 この表の「入所施設」とは、児童養護施設、児童自立支援施設、情緒障害  

児短期治療施設、乳児院、助産施設、ファミリーホーム及び里親をいう。  児短期治療施設、乳児院、助産施設及び里親をいう。  



4 児童の属する世帯の階層がB階層と認定された世帯であっても、次に掲   

げる世帯である場合には、上表の規定にかかわらず、当該階層の徴収金基   

準額は0円とする。  
（1）「単身世帯」……… 扶養義務者のいない世帯  

（2）「母子世帯等」・‥＝母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第17条  

に規定する配偶者のない者で現に児童を扶養している  

ものの世帯。  

（3）「在宅障害児（者）（社会福祉施設に措置された児童（者）、児童福祉法   
第24条の2により障害児施設を利用する児童、障害者自立支援法（平成17   
年法律第123号）第6条の自立支援給付の受給者（障害者自立支援法第5   

条第5項、第6項、第13項、第14項及び第15項のサービスに限る。）又は   

障害者自立支援法附則第22条の特定旧法受給者を除く。）のいる世帯」  

…次に掲げる児（者）を有する世帯をいう。   
ア 身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条に定める身体障害  

者手帳の交付を受けた者。  

イ 療育手帳制度要綱（昭和48年9月27日厚生省発児第156号）に定める  

療育手帳の交付を受けた者。  

ウ 特別児童扶養手当等の支給に関する法律（昭和39年法律第134号）に  

定める特別児童扶養手当の支給対象児、国民年金法（昭和34年法律第1  

41号）に定める国民年金の障害基礎年金手当等の受給者。   

ェ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）  
第45条に定める精神障害者保健福祉手帳の交付を受けた者。  

（4）「その他の世帯」・‥保護者の申請に基づき、生活保護法（昭和25年法  

律第144号）に定める要保護者等特に困窮している  

と児童福祉法第56条の規定による都道府県又は市  
町村の長が認めた世帯。  

5 同一世帯から2人以上の児童等が入所している場合においては、その月   
の徴収金基準額の最も多額な児童等以外の児童等については、その施設のこ   

の表の基準額に0．1を乗じた額をもってその児童等の基準額とする。   

ただし、平成18年10月1日以降において、措置児童等の属する世帯の扶養  

義務者が、児童福祉法第24条の2の障害児施設給付費を支給されている場合   
又は同一世帯の児童が障害者自立支援法第5条第7項の児童デイサービスを  
利用している場合、当該措置児童等の世帯に係る徴収金基準額については、  
「児童入所施設に係る徴収金基準額十児童入所施設に係る徴収金基準額×0．1   

×（当該世帯における施設入所児童の人数－1）」を当該世帯に係る上限（当   

該世帯における施設入所児童のうち、徴収金基準額が全額徴収又は日割りで   

あること若しくは児童自立支援施設適所部、情緒障害児短期治療施設適所部、  
「障害児施設措置費（給付費等）国庫負担金について（平成19年12月18日厚  

生労働省発障第1218002号厚生労働事務次官通知）（以下「1218002号通知」と  

1障害児施設徴収金基準額表（扶養義務者用）に定める   いう。）」の別表4  



知的障害児通園施設、難聴幼児通園施設及び肢体不自由児施設通園部の徴収   

金基準額である場合は、当該世帯における施設入所児童の徴収金基準額の合   

算額を当該世帯の上限額とする。なお、児童福祉法第24条の2に定める障害   
児施設に入所している児童等に係る徴収金基準額は、障害者自立支援法附則   

第1条第2号に定める目前の児童福祉法に基づく1218002号通知の徴収金基準   

額とする。）とし、その額がその月の利用者負担額（児童福祉法第24条の7に   

規定する食事の提供に要した費用及び居住に要した費用並びに児童福祉法第24   

条の20に規定する障害児施設医療に係る利用者負担を含む利用者負担の上限   

額（実際に利用者負担として支払った額が上限額を下回る場合は当該支払った   

額とする。）をいう。以下同じ。）を上回る場合は、その額と障害児施設の利用   

者負担額との差額を児童入所施設に係る徴収金基準額とし、障害児施設の利用   
者負担額が当該世帯の上限額を上回る場合は、児童入所施設に係る徴収金基準   
額は0円とする。   

6 里親に委託されている児童及び母子生活支援施設に入所して｝「る児童が、児  
する場合の適所に係る  施設へ通戸  童自  施設又  

徴収は次の算式により日額を徴収する  

×その月の適所した日数  （徴収金基準額÷その月の開所日数）   
開所日数」とは、日曜日、国民の  てる∩ また   （注）10円未満の端数は切り  

日を除いた日数をいう  兄日及び   

7 助産施設における助産の実施については次のとおりである。  
て1）児童福祉法第22条に規定する助産の実施は、その妊産婦が次のいずれ   

かに該当するときは行わないものとする。  
ア その妊産婦の属する世帯の階層区分がD階層であるとき。ただし、  

真にやむを得ない特別の理由があるときはD階層のうち所得税の額が  
8，400円までの場合であっても差し支えない。  

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がA階層及びB階層である場合  
を除いて、その妊産婦が社会保険の被保険者、組合員又は被扶養者で  
その社会保険において出産育児一時金等の出産に関する給付を受ける  
ことができる額（以下「出産一時金」という。）が、350，000円以上で  

あるとき。  

（2）入所妊産婦に係るこの表の適用については、その出産一時金の額にB   

階層にあっては、20％、C階層にあっては、30％、D階層のうち所得税の   
額が8，400円までの場合にあっては50％をそれぞれ乗じて得た額をこの表   

の徴収金基準額に加えるものとする。  

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した日から退所した日まで   
の期間に係る基準額とみなす。  

軋 助産施設における助産の実施については次のとおりである。  
（1）児童福祉法第22条に規定する助産の実施は、その妊産婦が次のいずれ  

かに該当するときは行わないものとする。  
ア その妊産婦の属する世帯の階層区分がD階層であるとき。ただし、  

真にやむを得ない特別の理由があるときはD階層のうち所得税の額が  
8，400円までの場合であっても差し支えない。  

イ その妊産婦の属する世帯の階層区分がA階層及びB階層である場合  
を除いて、その妊産婦が社会保険の被保険者、組合員又は被扶養者で  
その社会保険において出産育児一時金等の出産に関する給付を受ける  
ことができる額（以下「出産一時金」という。）が、350，000円以上で  

あるとき。  

（2）入所妊産婦に係るこの表の適用については、その出産一時金の額にB  

階層にあっては、20％、C階層にあっては、30％、D階層のうち所得税の  

額が8，400円までの場合にあっては50％をそれぞれ乗じて得た額をこの表  

の徴収金基準額に加えるものとする。  

なお、この表の徴収金基準額は、その入所した目から退所した日まで  
の期間に係る基準額とみなす。  

－′フ 「∃一 三㌻－1亡！－【森‾二．  
「去＿【 孟・．一～．■L，一応＿▼・  √  ′   竺』＿＿ 妄、，”■亡．、－一む，   



別表1  

事務費の保護単価   
［児壬1人（母子生活支捷施設については1世帯）当たり］表  

1一拍分保雄単価  

別表1  

事務書の保護単価  
［児童1人（母子生活支は施拍については1世帯）当たり］表  

1一般分保護単価  

（1）児童養護施設   （1）児童幸雄施設   

地域区分   
1ヱ／⊥l追 出乙1j追1Zハ0011Jl旦9 tO／柑0 9／100   1虹脳‖罠J⊥剋」ほ／柑Ol川／tOOlg／柑0 8／100   

定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   用   円   円   円   

30人まで  1出ぷ甜⊥払出動力臨題引力札止引出剋過1互生且弧  30人まで  1旦豊丘姐1且皇．ヱ亜 止生⊥凹1且1．姐9 月氾ユ遁 ユj迫．旦越   

31～ 40人 迅旦丘姐 皿1亜且担 迅A丘凹1封止迅1ま乙軋p  31～ 40人1盟幽引出鮎剋1A皇▲蟻 迅止弧 jA拙ユAL旦班   

41～ 50  追む鮎迎 迅丘且弧1出⊥皇立 ユぷ．ヱヱ立 』ヱ遁 迅J迎  4l～ 50  脳拉1通1辿且迅1呈2」必 出．1踵 ユ迎．之迎   

5l－・60  追越1呈乙旦迎1皿」」担 脳迫1之8．主星全 道A辿  5†～ 60 1；迫ユ祖1ヨ凪鮎迫1避止姐1之鮎乙l迎 ⊥乙迦 脳迫   

61～ 70  1並丘眼 皿迫1之邑ヱ迅 止皇且建 剋氾1之ヨ止迎  61～ 70 1凶1岨1出血遁1ヱ地1ヱ姐迫 以迫   

7l－ 80  山迫丘退 避且迎1ヱヱ．乙迎」ヱ⊥凶 刃迫』迎1迅丘辿  71～ 80 1Z旦丘虹1凶 ユ皿1ヱ腿．u且剋迎J⊥塁．丘迎   
81－ 90  1ヱ乙1餌 山且鋸岨止】u剋11王．Al史1ユ旦丘遁11皇ユ迎  81－ 90  昆⊥姐qll弘旦王氾1迅J戯1迅止生9 山五里迫 ⊥1A遇   

9】～100  ⊥ユ且旦辿 ⊥ほ』迎」⊥虫上辺 ユ1過」」且鮎退 出⊥姐立  91－100 山上生山11通1止」戯．u乙星組1ユ1▲王191⊥腿   

1ロl～110  ⊥旭丘鯉 山址泣 山ヱ丘姐 山⊥凶911皿 山且之迎  101－110 1遁ユ迎 山＆；岨11皿．u鮎鎚118迅辿 』且避退   

11】～120  ⊥u且岨 山上ぷ氾 ユ⊥1通過．u且ヱ旭 皿 皿  11l・〉120 11A且餌111且迅11皿1岨1鎚』迫＝皿U堅   
lZJ”130  ⊥1呈丘捉 ⊥1弘已姐 j飽 ヱ姐丘鎚 上鎚ヱ旦8 j鎚通鎚  12l～1：）D ユ⊥乙呈出⊥1且且避 止剋1旦王丘遁1鎚過払 剋迎   

131－140 11⊥且凹1剋皿岨＝皿止迎1岨 亮迫⊥迎1岨  131－140 止血比企l姐 皿】且旦且弧1鮎止組 長墟丘辿   

141～150 1姐 迅王丘迎18且．凹1血ぷ似通出血1鮎．ヱ旦立  川1～150 18且且鯉1旦邑ユ鰻1且山 適地 皿丘退 出凪ぷ迫   
151－180 1⊆退避迅旦且迎1岨1姐1鎧且辺 上鎚」は葺  †引 ～180 通は飽 皿1旦宣長Z8 皿通 ぷ迫且迎 ユ岨   

171～柑0 1皿1迫丘姐1岨1岨1史乙互生全 通⊥組立  171－180 1旦乙生ま91出ユ餌 迅餌且ql岨 』⊥辺1旦1且迅   

18l－190 1姐ヱ班 刃迫皿迎1鮎通凶1j迫ユ辿1」迫通過1出題  181～190 』馳 止む迅2 止乱逆∈ 皿止揖1且L週封遁餌戯   

lgl人以上  1鮎止揖1皿 皿Z且迫1旦乙11立1旦⊥凶 刃拉且担  191人以上 皿迅1姐皿皿1岨皿適地   l引 ～り0 1！迫丘辿1j迫且凶 ユ姐1岨 ⊥出』迫＝皿日英  161■・・・170 刃迫ユ迅 迅5止迫 皿鎚1鎚．1姐 ユ馳1弘丘坐                           l  

地域区分   地域区分   
8ハロ0 7／lDO 8／100 血二1鎚〕】3／100 その他   7／10016／100 ま∠1鍾l3ハ耶 その他   

定員  定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人吉で   ⊥姐丘遁1出．ぷ追 遮ム組立 止む豊ヱ81呈鮎さ逆 ユ皇9且遁  30人まで 」j且皇迎皿』」j迅適地1皇【止辿   

3】－ 40人 1生」邑迅 上岨j．相 通且引退1辿丘！近 道且鮎退 出迫丘担  31～・40人 血追且A姐 皿迫 適地1主星A坦   

41・一 50  ユ皿追払1Z呈上迎 罠且A岨1之王．互生生」ヱL出盛1呈乙旦j迎  41～ 50 1皿】ヱ8且亜1出止姐 皿】ヱ乙邑j迫   

51～ 60  1之旦』迎 艮且封坦1乙ま丘班1之⊇．ヱ旦星 昆⊥鮎坦 ⊥1旦．1ま空  引 ～ 60 1ヱ且旦錮．は血豆ヱ81毘丘踵 昆1．ユ王立 ⊥1皇皿坦   
6】－ 70  1超丘迎1迅 昆虫且岨 週 止臥1j迫 止むL姐  『l・－ 70  昆⊥鮎迎1餌 山且出立1皿 適   

71－ 80  ユ⊥軋ユ姐11ヱ且皇生 山皿1通ユ姐1皿 ⊥u止ヱ旦  71～ 80  山ユ』迫トリ且剋追仁u且1題 山A越山⊥む迎   

8l－ 90  1＿u止皇Qll鮎剋＝山皿皿⊥比組1通過∈迎1軋L迎  81← 90  ⊥ユ且祖J⊥皿1山』迎 ＿u且旦遁 』鮎剋   

91～100  止血止姐迎1岨 山腹丘弧1旦邑且姐1岨  91～100 1ユ馳 j且ヨ止迎 迅1鼠姐 迅且且迎 ユ岨   

10l～】川  』＆鮎盟15述且止 血且 皿皿1遮ユ姐 皿且阻  101－110 1鎚▲生地 通過 皿1岨1！近且邑9   

111～ほ0  通過1且王皿祖1鎚．之迎皿；止迎1旭丘姐1釘止姐  11l～120 1凶ぷ軋1題⊥迅1岨 皿 j且L姐   

121～130 」．鮎止凶 刃遁A迎 皿豊丘建1迫且鎚1鮎止弧1呈出必  121－130 皿山1岨 皿之且姐皿⊥遁 旦皇．皇ユ史   

l封 ～140  止ま旦之Dユ鎚止岨1週皿乙Z且¢皿皿 旦且ユ鎚  131～140 止む呈出 迅ヱ且辿 皿ユ姐1辿且旭 岨   

t4l－150 1鎚皿姐1以止弧＝皿止姐1皿 旦皇ユ迎 皇且且迎  1引 ～150 月払刃止 血弧 羞岨ぷ山 地 姐ユ∈迎   

15l～160 1生ヱユ弧1ql．鮎且ユ皿 皿 出上組 且皇．Z週  151～160 j且1j迅1岨 岨 姐且弧 旦u虫   

1計l【†TO  ユ皿』泣 ユ皿 皿且拉 旦皇．姐引 占皿姐封 月山弧  柑1～170 1姐 ユ凪⊥迎 旦出払p 旦ヱ止皇9 裏丘坦   

181一柑0 1皿丘凹 皇皇ユ退 出良！迎 迫ヱ弧 皇旦ユ泣 出皿  181～190  岨 姐且凶 旦ヱ．封追l王捜且鉱＝ j出遥必   
19一人以上   出．妃中 量且1ヱ史 姐且弧 旦ユ且迎 j迫⊥鯉 出．蟻  柑l人以上  旦豊丘は 出．Z遁 旦8ユ出 題皿 旦且旦鎚  l‖ ～180  迅1」．迎1！迎且迎 皿 姐且皇見 出ユ並 迫血眼  171－180 」止血 出且迅 j岨脳追 出止岨 出．旦邑9  



改正後   現行   

（2）児童自立支援施投   （2）児壬自立支援施股   

地域区分   地域区分   
1ヱ／ユ旦gl出迎12／100 日／1些＝10／100 8／†00   剋迎1呈∠1劇＝仁ほ／10010／100 9／100 8／100   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで   呈呈呈．皇皇9 出坦 呈1見出迫 呈1まA坦 呈過 払1．ヱ辿  30人まで  ㌫迎且貼＝呈1且皇祖 呈1且旦週 日呈且遁 呈11．旦担 む且1ヱ9   
31－ 40人  星！迎且迎1旦乙旦担1旦皇丘豊里 適量遥亘9 通乙U迎 遇  31～ 40人】且鮎迫立 地 旭旦』迫 迅⊥旦遁 朋担 週   
小 一 50  1旦幽1旦通 過且ぷ迫1ヱ旦．4呈旦1ヱ軋ま≧史1ヱヱ．鎚迫  引 － 50  』軋祖引1射止岨仁迅む姐 ⊥1已旦迎1ヱ且ぷ担1ユ過   
51・｝ 80  週腿1遇1ヱ旦．餌1ヱ且1坦 昆⊥旦鯉1ヱ9ユ担  51′〉 60 1王且旦1glヱ皇．旦！遁1ヱ旦⊥担 月⊥ヱ旦91ヱ臥邑迅 遁且土建   
61－ 70   週1三塁且娘1旦王且姐1旦旦且担 週1旦皇丘旦9  61～ 70  見ぇ旦8史1旦8．且邑仝 迅ヱ且旭 週1∈担且担1旦⊇．呈互生   

71～ 80  1塁且呈坐1旦旦．鮎坦 j＿弘．出劇1鮎腺建仁ほ出題1旦邑丘辿  71－ 80  適旦且姐1蛇且迅1旦1』迎 遇』迫 遁＆1旦9 週   
81～・90  1旦乱ヱ旦g j且遇 朗担 適且呈辺1皇む！旦9 題．1」旭  81′〉 90  適且且≧gl皇旦ヱ王91旦皇⊥1旦Q 週 迅 j遇   

91～100  jjA且建 MIA腿 jjヱ且≦担1旦邑旦旦9．1胡遁担  91－100  適且遇1朗止辿卜迅鮎辿引1錮止迎l辺見退引1裏遁週   

10l・－110  適呈且週1朗止迎 迅‡ユ三姐1旦軋旦些1坐丘迎 遡  101～l10 1旦1ユ皇史1岨1旦乙旦ヱgl裏止週1豊里A塑1旦旦．旦旦Q   

111－120  ⊥邑1．旦；担1皇8丘！迎 出立劇迫 脳退 出A塁三担1皇乙呈旦9  111一一120  ユ姐1旦1良！迫1旦腿11担．1Z91A旦」＿逃‖ムほ』姐   

121－130  遁姐迎 迎L！旦9 週且11劉．u且且辺1旦旦且退 出坦  121－130 剋坦1A皇．旦鎚 迅A旦星9 迅ま旦建1旦1．旦皇91旦姐迎   
131～川0  遇1姐 日立鮎担 迅呈ユ！担1史ユ迎 迅臥1！担  131～140 迅王ユ旦9 迅旦且遁1坦旦皇91旦1．旦建 と坦且担1旦剋   

14l－150  1旦乙旦週 迅旦丘旦Q 週且生娘1Al．A鎚 迅む迫91旦臥！坦9  141～150 1旦旦．皇逃 出且旦弧1A乙旦姐 出塁且辺1旦豊丘坦 遇．雲坦   
15l～柑0  1坐．王立9 遇1軋且i迫1旦旦且辿1旦越 遇  151～160 通 過．姐91旦1．旦旦9 週且旦呈91旦む坦Q 朗坦   
181－170  週五度担1旦≧⊥Z旦91全色』迎1鮎担 ＿迫旦ぷ坦 週ユヱ娼  161～170 1互生且坦 旭且迅」二娘L鮎坦 週且且担 遇1旦姐担   

171～180 1坐且建1旦1．旦迎1旦8．旦過 遡 週1旦旦．旦旦9  171～180 迅遇 ユ臓 迫且ユ些1旦乙ユ迅 遇ユ迅1旦邑且！担   
柑1～190  週1旦1．旦旦9 剋坦 遇且；坦 週工鎚坦1旦旦．釘違  181～190 1堂．姐91旦臥鮎退 避1越 避退 週担   

191人以上   胤＿週 出色⊥迎1姐ユ亜】上之」＿鎚上辺出塵1旦邑ユ担  191人以上 1旦呈．餌坦1迎且相 通＆色相1旦卓且建 遇 ＿迫旦且迅   

地域区分   地域区分   
8／100 丁／100 6／100 腱担 3／100 その他   7／100 8／100 裏ぷ坦13／100 その他   

定員   定員   

円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで   む且姐9 退迫且迫 呈旦王．封坦 担旦且姐 ≧旦呈．旦迎 週且主星9  30人まで  呈姐Q 担1A週 辿む！ヱ9 呈旦む隻遊 戯g   
31～ 40人 1旦旦且建 週旦且邑9 M 適量且建 週旦且建1ヱ旦丘迎  31～ 40人1壬迫⊥建 週且旦辿1敗色些1坦ユ坦1三豊▲生娘   

41－ 50  1ヱ亘．旦ユ旦 遇1ヱ乱！L迅1ユ≧．呈191旦旦遡迎1畳む1j担  41” 50  ユユ皇A迎 週 足且ぷ迫 通過1姐   
51～ 80   遡坦1鎚．旦旦9 適上製坦 ユ旦旦』迎 適且ヱ些1旦腿  51～ 60 1旦旦．呈ヱ9 週1旦生ユ皇9 剋担1旦腿   

引 － 70  週 通過 M 週1旦L匙坦1互生且建  61～ 70  ユ旦呈」1旦9 旭旦且担1豆乳越」旦王丘娘 M   

71－ 80  1亘ヱ‘呈呈9 即 題1皇呈▲旦旦9 週 廻  71－ 80 1旦亘且些1出．旦避 退呈．鮎迫1皇1．旦旦9 剋迫   

81－・90  1旦1．鎚坦 迅且皇些1旦旦且鎚 迅11遁1旦皇．旦ユ月 迅乙退坦  81～ 90  適ユ旦Ql旦旦L王！迎 脳 必迫 j旦迎   

91・－100  1生色旦旦9 迅且ヱ三塁 j鬼！呈9 迅1．旦鎚1旦過 日且遇  91～100 1旦呈．旦迅1ま呈．呈出 旭日止組1旦乳些坦 脳坦   
101－110  1皇遇 辺見旦娘1封」亜 迅腿1旦旦．呈些1旦亘ユ担  101～110 週一旦迎 迅u剋 遇Ll旦9 週旦止担1並．！坦9   

111～120 1旦乙呈建」鮎迎1坐上組1姐 週且旦迎1旦遇  111～120 迅1．旦延 髄1旦ヱ且姐1呈卓．旦鎚 遇   
121～130 1卓越 遇 週旦且些1旦剋1亜▲ヱ鎚1旦呈L鮎坦  121′・■130 週私娼別1胡止姐1旦邑旦組 遇 週呈且建   

131一日0  遇1呈出迫91旦乙旦坦 週且旦週1旦旦．皇！迎1週  131～川0 1旦邑A鎚1旦1．生皇旦 罠旦且娘 遇．旦皇9 週   
伸 一150  週且遇 週ヱ．遇 』旦且姐 週且遇1良且呈亜 遇上戯  141－150 遇．呈！迎1旦邑」＿遁 週立通1旦遇1迎且建   
151－160  週1旦乱闘 遇 週A亜9 遇 週  151－1（50 脳哩1旦鮎と姐1胡通凶l週私設引1胡ほ1塁   

171←180  遇1旦旦且姐 遇1旦呈且迅 剋担1呈1遇  17l～180 適 週且旦相 通 遇且坦1呈ヱ且柑   
＝＝ －190  遇 ＿迫皇．越剖1避止担仁旭u越1呈皇且週1呈幽  181～190 迅呈．址9 週且む担1迅1呈旦．旦迎 廻   
‖＝人以上   週A週坦1；迫」＿坦】且呈⊥鎚 Ml呈乳1亘g jヱ邑」＿星9  191人以上  週且旦迅1追且迅 遇．旦1旦 剋1呈旦．如月   161－1了0  追出遡上腿旭週＝迦岨矧＝遡．旦亜1旦l．旦些］且臥雲担・  181～170 1呈邑．皇呈91旦旦且相 通呈．まヱ91旦1．坐91姐  

｛モ、iモ＝＿  蒼▼り塁iこ「ヨ宣て吏  一、 － ミi■■riFT≠：彗一二二：苛覧干す  丁■ Jこ 」－‾ズー1仝hご㌔さヒノぞせ －r  ′ 一■L貞ふ－ご－ごて已ヤ1キ   



改正後   現行   

（3）乳児院（2歳未満児用）  （3）乳児院（2歳末満児用）   

地域区分   地域区分   
止出血 J且山追 出∠1皿1Z／10010／1DO 9／100 8／100   

定員   定見  
円 円 円 円 円 円  円 円 円 円 円 円  

」且ム主三並豊丘退出址ユ弘也乙1姐旦姐且皿姐1戯氾  
⊥Lエ1亘A姐山並1ユ岨封ユぷ追亘1A且姐旦1弘也q          」且ム去ヱ呈出．1建立姐剋迫皇1揖皇岨剋坦   

16 － 20人 出凰ム迫巨巳軋u皿＝岨鋸組引4退出必封生餌』鮎‖裏洩且  16 ～ 20人 ま姐吏乙㌫泣仙ま蛇止迎亜豊丘担廻   

21－ 25 1ヱユ立山11且旦皇立11且餌 地ぷ通 史；迫ユ迅1拉1二剋  21～ 25  生餌⊥迎 ま1且通史 Al乙鮎拉＝柑且と岨卜鮎嵐山泣卜鮎狙且迫   

26 ～ 30  ま1且ユ王妃 ご岨ユ皿泣 出 出且出 剋迫 呈皇ヱ止ま2  28 ～ 30  ま1ヱユ旦8 仙 A皿 呈旦生．揖 ユ軋1．旦旦8 呈8且週   

31～ 35  姐皿 遇且旦【迫 並皇且廻 迎ム【と通 過曳㌫泣遇⊥呈旦立  31～ 35  皿 姐乙山史 姐皇止通 過ユユ皇白 山1三根   

36 ～ 40  呈旦乙まZβ 避4⊥邑¢ ユ週丘ま2 ま王立且出 立u⊥建 立ヱ且i生色  36 － 40  呈旦皇．呈旦仝 ユ圭氾且迅 ユユ8ヱ1旦 ユ1乙旦旦巳 剋坦 皿   

41～ 45  呈飽且退 出拉 ユ8ユ．餌 剋氾 適⊥裏迫 適且ヱ…拉  41－ 45  ユ通 ユ旦皇．且迎 封迫且姐 鮎辻j二退 避且腿15且⊥姐   

利‡一一 50  逝丸山退 避ユ．遇；ほ且見通 餌 ユ亘且旦王迫 剋泣  46 ～ 50  剋泣 出迫ヱ姐 逝且ぷ泣 出払出追 払王過重泣 出且㌫迫   

51－ 55  呈旦むL通 過旦止コ旦 出超且迫 題⊥且弧十退且剋迫卜出且鎚辿  51～ 55 i揖且姐i亘皇皿姐 退uj氾 皿氾 ユ並．鮎追 出旦且迅   

56 ～ 60  剋担 ユ仙 並血 呈ま旦且姐 出且A辺 地呈．鮎坦  56・→ 60  遊ユ．皇ヱ立 皿 追⊥．之ユ負 出且立退 迦且封坦 出旦』迎   

61へ′ 85  皿 鮎A鮎氾 ユまむ迫8 旦！岨．出超 迦Aヱ迫14」＿ユ【迎  61・－ 65  皿 遊⊥励泣 出且且迅 出立邑遁 呈出▲迎9 呈旦旦ユ迎   

66 ～ 70  逝且鮎迫 追乙山 肌 幽鬼旦呈呈 出乙且拉 剋且  66・～ 70  揖且旭 揖泣 出且ぷ迫 ユAl．朗拉 封且1ヱ9 脳担   

71・－ 75 ；迫L韮坦 鮎且鮎更 地 剋迫 皿 旦旦Z且迎  71～ 75  逝A血眼 呈皇111立 山ま丘建 立呈皇．豊里¢ 旦ま旦．豊里Q 週担   

76 － 80  並旦A旭追剋 出乙1姐 此二建立呈ユ且餌 呈呈L】＿姐  76 ～ 80  主星上組 ユ出且迅 封ヱ且担 追迅坦 追旦ユ延 姐之ぷ迫   

81－ 85  並乱皿封退出退封封皿姐封封胤迎引㌫且姐到ぷ軋組  8†～ 85  旦亘且1鎚 山 王ま皿 出立旦皇史 呈呈乙鎚迎 ぷ且鎚迫   

86 ′－ 90  ユ巨旦且之生 山㌫む迎 山 剋坦 ユ呈呈」迫呈 出氾  86 ～ 90  姐ヱ且迅 ユ姐』近 道上皇j近 道乙鮎坦 追払出迫 鑓ム巴迫   

91～ 95  辿旦．皇；迫 壬生山追白 山 通 過＿且∈迫 揖  91～ 95  出立丘迎 呈出⊥王β ぷ五日迫 呈迎ユ鎚 ぷ迫上辺 ぷ迫ユ独   

96人以上  追旦且泣出姐追出1通出⊥呈上追返且且迫追且工迫  96人以上  遇迅二ほ姐山適且【迫旦ヨ且旦盟追迅旦封且虹色   

地域区分  地域区分   
8／100 7／100 8／100 損迎 3／100 その他   了／100 6／100 A∠1！迎 3／100 その他   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

」且ム星空 揖且』退色出且姐揖旦A迅釘＿皇．餌皇妃遇皇旦呈且組  
⊥」二」旦ム地色ユ鰻餌担ま姐j且皇且迎ま姐．呈出呈出丘姐  ⊥むゝ去ヱ  皇比丘迅 出且長粒1皇1．朗岨＝姐且題迎 生剋氾   

16 － 20人 並剋A亘ヱA払 出 剋坦皇姐且姐鮎且且迫  16 ～ 20人 並1且岨 ま姐丘弧 Aま1且岨 4ユ旦止迎 迫8．迎q   

21－ 25  坐且ユ泣 出 遡上1姐 遡⊥建立 姐皇．餌 旦遁且皇立  21－ Z5  山 遥且1ほ 山 避且ユ】坦トむ且血迫   

26・－ 30  避皇．皇ヱQ 呈且邑．鮎迫 呈姐．組立 適史上迫 封且ぷ拉1餌  26・｝ 30  遥丸山迫 迎ユヱ弧11ヱA乙8 ま14丘！迎 鮎且遇   

31～・35  ユ王且星組ま王皇ユ1史 呈三通皿 星組蚕豆旦ほ  31～ 35  ユ王主．之旦2 退且吏旺 ユ岨 胡乱旦ヱ9 並立A迅   

36 ′〉 40  馳地心 迫乙旦姐 皿 旦亘旦ユ辿姐姐  36 ～ 40  避且ユ皇立 並1且迫 ユ星山 逃呈ユま立 地皇．出超   

耶 － 45  遊皇．鮎泣出呈且1史 避⊥む退避旦且建 立ま呈」1立夏立退通鎚  41～ 45  題且且迅ユ皇且旦乙9 剋 ま蛇ユ【氾 剋坦   

46 ～ 50  退丘且迎 皿 ユ畑 山坦；迫乙封氾 呈ヱ旦ユ1日  46 － 50  呈皿 出血剋且1組 立迅 呈2A旦≡迫   

51～ 55  避止鎚 呈姐 追払之鎚 週 ぷ且延9 立と邑旦9  51～ 55  皿 最上出且 出題 旦迎』独 立乙巴迫   

56 － 60  鮎坦 皇道皇．公拉 迫象山坦 退且ぷ迫 旦乙旦良出 題坦ぷ迫  56 ～ 60  追且i伯 山 山 山拉 旦2旦．Z；迫   

引 ～ 85  呈迎⊥誠 立並丘飽 ぷ且旦ほ 組 立j盟ヱ辿三止呈上迎  61～ 65  ユ述⊥餌 遇丘辿 ユ乙地 ㍊旦且∈迫 揖   
66 ～ 70  出 題且旦飽 旦11丘辿 旦乙皇．ム坦 ㍊Aぷ漫 皿  66 ～ 70  封血吐馴1山．ま姐 ぷ迫且拉 ユZ且ユ弧 揖   

71～ 75  追旦ユ餌揖且且姐 ユZ鼠色弧 m 旦Z乙鎚迫弧A．出血  71～ 75 ；迫1．旦皇£ ぷ泣且迅 混血乙之Q ㍊⊥鮎追 むA出超   

81－ 85  週且裏必出ユ射通 ユ2且血生；は乙剋迫 封ユ且姐11且乙旦史  81・｝ 85  ㍊ユ且姐卜追且出血＝は山通則ヨユ英独 逝旦且1巳   

86 ～ 90  追払Z二拉㌫迫ユ迅 ユ迫ヱ弧 ユ祖ユ姐 呈ユ且ヱ旦9 呈鎚．ヱ迎  86 ～ 90  ㍊且呈皇8 呈之之丘旦¢ むエ餌史 ユ1通 遡上旦豊里   

91－ 95  ユ乙む1皿 揖．且旭 ユ之⊥U泣出且餌 封ユ且姐遇且⊥姐  91－ 95  皿追 出皿ユ姐 且1且ユ迅 ユ1迅迫 迎旦且姐   

96人以上  呈迫且！迎 呈弘之迫 ㍊五日且 改旦』迎 ㍊且且迫 む且之辺  96人以上  ユ避止址 皿迫 封且烏迫 旦之乱虹坦 旦1乙皇⊥9   76 ～ 80  ま迫且迅i迎脳泣 出拉 ㍊且旦迅 旦1皇．鮎氾トむヱユ鮎  了6 － 80  ㍊且．1主犯 ml乙乙．1迅11旦▲亘豊里 且1⊥腿  

⊥
岩
－
 
 
 



改正後   現行   

（3）乳児院（2歳児用）   （3）乳児院（2歳児用）   

地域区分   地域区分   
□』」追 出迎12／10011△飽10／100 9／100   迅△址1鮎刃追 ほ／10010／100 9／100 8／100   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

」払玉王  題乙1姐旦王1ヱ旭丘姐丘姐並皇丘姐避止姐出題   
」旦ム去ヱ  裏迫ユ迎まMj担皿亜過出払】j泣虫皇．皇迎  ⊥L二」且ム 幽且鮎泣土日⊥迅4ヱ鮎i姐4旦王．Z卓立旭丘迎並8j塩生   
1＄ ～ 20人 ま祖ヱ組ま1ユ且姐出⊥裏旦亜姐迫亜皇丘地盤乙丘迅  16 － 20人 出且ぷ泣ま1遇 山且遇亜五色迎迎乙U£避且1互生   

21－ 25  英独ユ【坦胡且出岨退色且姐 鮎ほ．鮎泣 出止血姐揖且と岨  21－ 251追出迎ほ姐岨射通は組成岨弧針迫迫矧ほ迫鎚   
26 － 30  退且皿迎 追⊥脳迫並乱立拉逝立山迫旦姐且迫出迫ぷ迎  26 ～ 30  退旦丘姐ユ左辺丘邑立 並皇且迅遜且鮎坦ぷ迂丘i坦並も乙迎   
31′－ 35  鮎坦A姐皇位丘姐逝ユ劃月並姐迎；迫Z」＿飽1始丘迫  31－ 351追出戯＝姐皿引退姐矧ほ軋迎引地払矧沌姐凶   
36 ～ 40  述1ヱ退 避出題出血出塁 ユ旭丘迎 辿呈且退出凪鮎£  36 － 40 i皇且ユ辿 ぷ泣．出塁退且鮎泣出ヱ且追出迫皇道且迎   
41～ 45  遊且出退 出A血泣出坦 遡ユ且組 ま辿丘姐呈混血迎  41～ 45  迫旦⊥皇仝 出⊥旦【迎 ユ姐⊥迎 辿．u坦迎1．！迫立並皇．1皇立   

46 ～ 50  週．出立 出立且迫退且血独 皇祖．2旦9 ま乙5止姐 鎚且且2皿  46 ～ 50  出且立辿 追出ほ迫㍊且公退 出丘且辿㍊乙出旦㍊旦丘担   
51～ 55  出払1＿迅 ぷ且＆岨ユ乙1且≡氾 ㍊旦且独 立罠ユ姐㍊乱1祖  51～ 55  道三．ヱ旦巳 ぷ迫且辿 胡ユ且ほ ㍊且ヱヱ旦遣且遇 山迫   

56 － 60  三迫1且迅 旦姐⊥姐追貞且姐 封ヱ且迎 迎白j迎む且遇  56 ～ 60 主題丘凶旦乙ヱユ払出A鮎迎過払1ぷ＝釘工遁剥呈出止辿   
引 ～ 65  星組出土生迎㍊ヱ丘泣出鮎は迫旦1ユ．出創呈出且凶  61～ 65 追ユ且辿旦乙！u」迎㍊乙1払出⊥出塵乱迅鮎乙1迎   
66 ～ 70  迎且は呈乙ま．三並㍊且血岨 ユ1ム迫引ユほ』遁＝山u必  66 ～ 70  呈ヱ皇」＿皇立 ㍊⊥凶11且鮎坦 釘A旦迎封且剋泣出且吏迫   
71－ 751侵出出動ユ㍑L迅十むユ戯 山且旦辿 ま1ヱ．鎚剥旦迅且泣  71～ 751出血姐封皿出血＝山皿矧ユ1且ぷ迫辿皇．姐醍呈出適ユ£   
76 ～ 80  避且ぷ泣且1∃止追出Aヱ主立 む上皇旭 呈1且凹；氾⊥設立  76 －・80 迫乱王立立 旦1且1i盟封A封迫剋M呈岨 迎五里迎   
81～ 85  ㍊且二L迫孤旦ユ姐ユ1乙旭8 迎5日二姐迎乙ま姐迎塁止迎  81～ 85  皿止旭i旭丘；拉ユ1」迦 退巳良三独迎旦ユ邑立 迎ム生娘   
86 ～ 90  ㍊見出独 呈1曳出迫迦且1；氾迎1日超過且坦迎且皇迎  86 － 90 封且鮎泣出⊥鮎独ユ迫且姐 出迫 迎乙1且生 鮎迫追払   
91－ 95  む且出超む⊥退出胡旦ぷ坦 揖且皇妃ヱi盟乙迫且迫  91－ 95  ユ1且且弧 迎旦．1迎迎幽 ユM迎ヱ≡迫且∈追 出ユ蓮迎   
96人以上 ；泣出坦封丸山氾軋ま且弧封且蛇生誕迫且迫逆上乙辿  96人以上  並立仝拉ユ1鮎】泣出A凹 迦迫ヱ退避且旦迎退室丘弧   

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 8／100 出拉 3／100 その他   丁／100 8／100 鮎皿8 3／100 その他   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

』まム去三  通⊥姐封A且過日弘亜旦出立㍊且剋泣皇1上皇迎   
」旦ム呈王  餌A皇私通弱且封泣出以臼迎生娘丘鎚   

16 ～ 20人 ま≦迫丘通 過昼丘姐；ほ且鎚氾 ユ皇且並立 鮎坦 呈韮且凹  16 ～ 20人 遡且ム拉呈出且姐姐Lぷ盟 迎皇』担 呈王立旦旦9   
21～ 25  退旦A姐 辺丘迎旦組且凶 ユ鎚』二岨⊇且1』迎；迫乙旦旦Q  21～ 25 旦1乙ヱ山 並且鮎拉 追出 ユ重犯且娘 剋担   
26 ～ 30  並且邑地道且立退剋迫週出且迎遡A必迫  26 ～ 30  避乙立並鮎且鮎独ユ出．鮎坦 コAl且豊里 道立鮎迫   

31～ 35  姐臥出超 鮎A赴岨辿1ユZ立 退且⊥岨呈迫且辿盟邑且迎  31～ 35 過払1ぷ皿ユ姐⊥迅三迫ヨ止羞迫㍊見出迫   
36 一・40  呈追ヱ姐退且芸岨㌫迫⊥弧揖泣近呈上組む＿ヱ且建  36 ～ 40 ぷ粗ぷ迫＝迫乙通則ヨ且U岨封ユ鮎u』封iuA鮎   
41… 45  呈之旦且建 立之王．凹㍊15二独 ユ乙乙旦週 むユ且退 避且封追  41′－ 45  ㍊且§j泣出且公迎乱且皿8 山且ヱ通迎旦．乙之立   

46 ～ 50  ぷ迫且迎皿封丘且泣出遇迎乱立Q題⊥ぷ迫  46 ～ 50 ユ迅且迎山王且迫封且公租血盟迎出道迫   
51～ 55  む且遇 乱i且迅ユ11ま皇8 封⊥且犯迎軋1ユ引乙餌止凹  51－ 55  皿且剋泣出ユ史8皿 迎且且柑 迎且鮎氾ヱ皇＆出超   
56 － 60  封丘ユ迅‖山皿皿ユ1鮎岨引丑凶』泣＝払出剋．出迎  56・一 60 ；u且出超弧皿 迎L乙迎迎1a迎 乙皇壷．山盟   
61～・65  鮎＆1追出且ヱ姐週丘姐剋氾遡⊥1辿Z呈出山  61～ 85  ユ旭丘姐遇且皿姐胡乱ぷ追 払ぷ迫之旦ユ丘迎   

66 － 70  む且旦払 出嵐山岨迎姐迎 題且1迎ヱ姐且迫迫1．鮎迎  66 － 70 迎遇；岨邑A豆£迎揖祖且且姐2且1且迎   

78 － 80  遡皇且≦拉迎；岨姐皿塵出且且迫 出且鮎坦鎚且凹  76 － 80  迎乙王！迎逝凪出岨 廻且且泣 出ユぷ泣乙！迫且ま8   

81～ 85  迎乙旦迅迎地 肌題五日更 呈出」剋侶独は廻  81～ 85  迎u亜皿 餌之岨題1鮎氾   
弼 ～ 90  迎軋㌫泣出封L迫出立丘旭Zヨ且工岨姐塁ユ拉Z畑  88 ～ 90  追出皿＝朗止矧且弧鎚別封必出れ迫u辿   
91～ 95  乙坦丘姐 出且並仝 之旦揖 出且封担 ヱ8且乙〔迎 乙王且旦迎  91－ 95  廻且旦迅 之蛇ユ追 出且通 運且且ほヱ迎且迅   
96人以上  迎裏と迎呈比丘通過史ヱ通出ヱ且弘之皇11ユ8題且出金  96人以上  迎乙乙払 出且旦餌 出血退 出ユ建題且1之9  

71－ 75  迎山鮎拉且姐剋氾鉱軋鮎泣 出且山氾ヱ拉⊥迎  71－ 75 迎且む氾迎乙む且出且ぷ追ま岨祖む】皿  



現行  

（3）乳児院（3歳以上児用）  （3）乳児院（3歳以上児用）  

地域区分  
Jユ∠1上迫  1j⊥u迫  12／100  山∠1血  10／100  9／100  

定員  
円  

」旦ム呈ヱ  

地域区分 定員  迅△剋  1ユ∠二1j迎  12／1DO  10／100  9／100  8／100  

⊥L二＝＿＿j旦ム  

Z且L皇！担  

乙11．皇旦立  

Z姐   

公⊥且1旦  

乙4⊥立通   

鮎且皿迅  
ヱ1丘且Z虚  

之ユヱ⊥；坦  

題且旦1生  

乙岨  
Z旦乙且乙9   

71～ 75  ヱ旦乙ヱ旦立  i迫乙且王立  週且ぷ迫  ⊥巨星．裏迫  遇止≦迫  1旦旦．鮎盟    71～ 75  乙旦呈且遁  M  1且乳二日迎  1旦旦ユ巨9  」迫£弘  1旦ユ揖  

76 －一 80  Z幽  1旦皇．三三迫  烏埠▲鮎追  烏迫且誠  1旦呈．皇史塁  1旦乙土星立    76 ～ 80  乙皿  

1坦山氾  

1姐   

91～ 95  1出』凶  1ヨ且皿迫  1且ヱ．1ヱ立  ⊥8且瓜担  ユ且生血迫  

止⊥鮎迫   

地域区分  地域区分  
8／100 7／100 6／100 皇／ぷ迫13／100 その他  7／100 6／100 址1必＝コ／100 その他  

定員  定員  
円 円 円 円 円 円  円 円 円 円 円  

＿迫ム主三並払退追出⊥1旦生地且王立裏且旦姐4封ユ迎Aヱ主A址  

⊥L二二」且ム」立退止出＝㌫止血姐ト㌶且刀動＝皿．裏剥ユ封止迅古址封粗                 ＿迫ム去ヱ追8ユ姐揖A岨剋坦剋迎ユ1且立通  
16～20人 乙岨 廻⊥剋迎 拉旦．乙地肌 ヱ1L〔り迫 鮎且鮎但          16 － 20人 ヱ8且鮎坦 乙18止迎之14止迅 乙1乙ユ卓泣 出坦  
21… 25  ヱ邑呈且飽Z旦1止払 出且出迎皿 凪建立 公且遇          21～ 25  Z且L鮎氾 ヱ姐 山 出立鮎迫 ヱ旦邑且巨旦  

26 ～ 30  Z皇乙1英之姐 Z凶日⊥丘堅塁 山追 出ヱ且1立          26 － 30  日丘皿拉 ヱAljL迅 之呈旦丘！迫 2且コ．エ泣 ヱユ乙ヱ辿  

31～ 35  公⊥組立j迫皇且1立山Z旦乙且娘 之乙皇且弘 之i迫ぷ迎          31～・35  乙迫．邑迫ヱ追．組立ヱ旭 乙姐且姐 ヱ之迅遁  

3t；－ 40  乙Z且ヱ】良 乙乙邑．釘且 揖且且迅 之Z且⊥1剥乙止血剥乙1A旦；氾          36 ～ 40  鮎且ぷ迫＝迫鮎退馴2且u且封之1旦．豊旦生 山A遇  

41～ 45  乙迅．迅 乙1エ1」』乙迅A遁通 日且丘銀 皿          41－ 45  む且剋迫 む且ム氾 乙1」一皇互生 皿 遮且裏迫  

46 ～ 50  之【迫ヱ邑負 皿追 之！遁ユ迎 皿 廻⊥餌1飽          46 － 50  拠 乙岨 剋泣 之旦1⊥邑負 剋  

51－ 55  ヱ左腹ヱ迎 出土封迫 呈出⊥迎皿1旦8．1辿 ⊥皇ユ旦1史          51～ 55  ヱ出A姐i皿Zぷ氾1皇旦ユ誠1姐乙姫 剋坦  

56 － 60  廻且1姐 j皿1止三浪 ヱ！迎ユ祖1旦8丘∈坦1皇皇．姐91旦⊆止呈仝          56・｝ 60  ヱ旦1且迅＝ぷ迅剋1岨1旦5止拉1餌  

61～ 65  之；迫⊥娼 ⊥姐丘迎1皇⊥1止＝山嵐血迫上辺乙出動＝且出迫          61～ 65 1旦旦且凹1旦旦．地史1出JL辿1旦乙旦巨立1旦ヱ．旦旦立  

66 ～ 70  皿拉⊥姐丘！迎1出⊥．岨1旦姐迫週且ぷ氾瓜山辺          66 － 70  ⊥三迫且迫1旦ユ且餌 迅8且は1旦旦A祖1重迫且辿  

76 ～ 80  皿皿迎」＿出．鮎拉1旦む】皿1岨 ユぷlユ主立1ヱ且英独          76 ～ 80 1出ユ迎 適ユぷ拉皿迫 剋拉 皿迫  

81－ 85 1旦ヱ．出立1皿1鮨．出甜⊥出皿凶1且姐迎1ヱ出止立          81～ 85 1且皇．む且1旦1且ml旦乙且誠 』且旦；迎 」且立通  

86 ～ 90  迅A旦1別1日通過1混血組1岨1ユ遇 ユ週          86 ～ 90 1旦1ヱ飽1旦⊥山里1皿 jユヱぷ拉1過  

91～ 95  ユ且1止鮎＝M氾土建1ユ馳 ⊥三上旦≡坦 皿 皿迎          91－・95  皿岨1ユL8且¢1ユ邑．山迎1ユ4．三ヱ9 皿丘担  

96人以上  j且8丘餌1鮎ヱ姐1鮨ユ迅皿且迅⊥』迫⊥王ユ．姐q          96人以上  ユ足且相通旦丘姐通日巨岨1且1⊥鮎＝⊥旭且週  71～ 75 1呈出退色l比丘姐1且1」皿通丘；氾 迅姐迫 迅ヱぷ氾          71～ 75  迅ヱユ姐1鮎皿岨＝且迅鮎1鮎．裏坦 皿  

■、J  ∵  



改正後   現行   

（4）乳児10人未満を入所させる施設  （4）乳児10人未満を入所させる施設  地域区分  地域区分  jユ△」迎」A△！迫12／100 止△些10／100 9／100  適△」迎 1呈∠］＿⊆迫12／10010／100 9／100 8／100  定鼻  定員  円   円   円   円   円   円  円   円   円   円   円   円  1人につき鮎迫迫巨且旭皇2旦丘§旦皇≧旦且姐盟ユ▲迎むユ旦辿  

1人につき 邑過重迫山釘迎盟遇旦≧旦ユ坐邑11呈旦む遇  

地域区分  
8／100 7／100 6／100 鮎ぷ坦13／100 その他   7／100 6／100 出迫 3／100 その他   

定見   
円  円  円  円  円  円   地域区分                定員                   円   円’ 円   円   円   

1人につき  封旦且迎‖旦1旦A皇9 皇旦旦旦；坦 羞迫呈』迫 生地 坐迎  1人につき  迎旦且辿 迎旦ヱ迎 裏迫且辿 坐亘A辿 剋泣   

■叫  

一椚▲ま虎ー．一【1  
－■L－ ㌔一－一恵一っr「1「 、 「  一k－′「＿一L土ノユTir － ←  一■＿．膚′∴▲J■こ一二⊥よ「＿   



（5）母子生活支援施設   （5）母子生活支援施設   

地域区分   地域区分   
1ヱ∠ユ旦塁14／10012／100 ユ⊥ユ凶10／100 9／100   適∠1j迫13／100 12／10010／100 9／100  B／100   

定見   定員   
円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円  円   

10世帯まで  剋坦 ユ旦皇．旦坦 過』坦］旦遇1旦姐迫 週  用世帯まで  遁腿 ユ鎚坦 ユ鎚坦 ユ堅遇 遁皇⊥呈星旦 通過   

世帯   世帯   
11－ 20  1ユ且旦呈旦1週迫 ユユ且旦姐 皿迫 週担 追且封迫  11～ 20  ユユ且ヱ旦立 山且裏坦 週11生呈呈9．u且鎚坦 ユユ且ユ週   
21－ 30  週ユ§旦 逃足；坦 旦巨且辺 地 坦且担 旦遇  21～ 30  三迫』辿 岨 旦亘A≧旦 旦生」遇 旦姐担 旦星且娘   

31～ 40  地 三越 ユ1且坦 ユユ』迫 過 迎週  31～ 40  遁 走』坦 ユ1週 ユ旦且姐 迎A∈迫 姐   

41－ 50  旦u遡 岨 皇室且巨旦 旦旦且迫 卓辿必担 旦遇  41～ 50  堕彪到」迫迎引！弧姐封 屋退出＝ 呈出戯＝ 旦ユ迎   

51～ 60  豆乳鮎辺 地 呈上皇遁 む丘迎 旦u旦9 姐  51～ 60  裏出題＝週▲之迎 泣ぷ迫 皇適 地 旦旦L塾迎   
61～ 70  壁丘辺 亘⊥亘j退 室旦適 量乳量坐 亘越 生旦且鎚  61～ 了0  毘⊥遁 弘ユj迫 迎且⊇坦 匙止娘 旦岨旦 堂上迎   

71～ 80  坐之担 組 ま越 生長辺 旦遇 4且旦辺  71～ 80   ！担且辺 地 ！迫ヱ坦 ！迫且坦 越 生迎   
81～ 90  旦旦且建 旦ヱ且辺 地 並且鎚 並遇 3旦且鎚  81～ 90  旦⊥三並 退避 姐 旦鎚 姐且担 呈亘．旦！迎   
91世帯以上遡上迎立通呈旦上辺j迫且遁呈旦⊥；迫9呈旦⊥旦旦  

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 6／100 5／100 3／100 その他   7／100 6／100 4／100 3／100 その他   

定員   定員   
円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円   

10世帯まで  遁姐坦 適1退坦 適且遇 週 ユ週 週  10世帯まで  週 ユ過 ユ卓越 適且遇 ユ盟且迎   

世帯   世帯   
11～ ZO  週 月旦且建 ⊥1⊥旦呈坦 ⊥遇 j過 去腿  11～ 20  j」ユ▲旦迎1止且迫1姐1建且迎 ユ旦巨且辺   
21～ 30  盤且建 迫遜迫 む退廷 鮎』娼 皇旦ユ担 長江ユ娘  21～ 30  旦之▲退追 払且坦 岨 姐ぷ坦 旦ヱ▲旦旦旦   
31～ 40  三越 羞担丘適 地 j迫ぷ迫 蛇足迎！迫⊥辿  31～ 40  姐 堕且辺 地 鉱且迫 堕⊥迅   

41～ 50   鮎追走＝ j退ユ四 壁丘娘 虹』過 払鎚坦 姐  41～ 50  鎚ユ旭 建．呈ヱ立 地 貞且旦辺 地   
地 主亘且担 並丘建 立遡 亘旦A辿 呈出迎  51～ 60  5旦且担 5且旦退 塾遡 皇鮎L退 去迫且迅   

坐ユ迎 坐ヱ担 坐⊥廷 吏ユ担上担ユ鎚   
盤蓮坦 坐且廷 吏止退 出⊥些 坐且旭   
遊丘弘 之姐退 避退迎 避丘坦 姐   51～ ＄0                    ■81～ 70   生娘坦 坐ユ担 ご迫遇 旦邑且旭 更過迎 旦剋  61～ 70        71－ 80   越 生且娘 4呈▲韮坦 全⊥旦ユ旦 裏且迫 姐  71－ 80         81～ 90   遊且迎 ；迫丘坦 旦亘ヱ巨旦 追」U旦 呈姐坦 ；迫必迫  81～・90         91世帯以上  呈旦▲鮎坦 呈旦丘！追 越 姐 過 呈ヱ丘坐  91世帯以上  胡止遁 j迫丘巡 遊ユ娘 邑且坦；江A19   
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改正後   現行   

（6）情緒障害児短期治療施設   （6）情緒障害児短期治療施設   
地域区分   地域区分   

⊥Z∠ユj追 出∠1j迫12／100 山』」迎10／100 9／100   避止坦塁上週∠ユ』＝12／10010／100 9／100  8／100   

定見   定見   
円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円  円   

30人まで   廻迫 呈ヱ皇．ユ旦9 日且蓮坦 呈ヱ呈▲旦週 日且遡迫 呈旦旦ぷ迫  30人まで  皇室且皇盟 辺ユ姐 辺ユ迎 裂且堅迫 蚕且亘二坦 廻且史担   
31～40人 堕日英＝追出些‖益退ぷ‖迩L呈j担 呈旦旦L⊇旦負 廻ヱ止姐  31～40人 廻 廻坦；迫星且建 廻担 呈生王▲ユ呈旦 胡且且旭   

41人以上 墨色⊥通過呈⊇⊥迦呈呈旦逼迫蓑ユヱ担蓑迫遡迎  剋追越ユ建払避迫蓑且裏迫墨且左辺遇且辺  

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 6／100 弧坦 3／100 その他   7／100 6／100 4／100 3／100 その他   

定見   定員   
円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円   

30人まで   退迫ヱ≡坦 廻坦 迎且迫 題且史坦 廻坦 董乱1些  30人まで  題旦且遁 退廷且〔坦 j迫邑山辺 呈姐 廻   
31～40人 日立堅坦 剋坦 姐 呈旦旦ヱ旦旦 廻 剋坦  31～ 40人 剋迫 呈生ユ⊥旦辺 呈旦ヱ丘担 呈旦亘▲旦迎 墨且退坦   

41人以上   廻 呈呈呈且坦 呈姐 遇 呈適A担 む且遇  41人以上  揖且坦 題且生玉迫 呈1見過 廻迫 匙且退坦  



改正後  現行   

（7）児童自立支援施設通所部          （7）児童自立支ほ施設通所部    地域区分 区分  17／100  14／100  12／100  11Jユ旦9  10／100  9／100  l  l  地域区分 区分  遁乙1！迫  週∠1」辿  12／100  10／100  9／100  8／100  】 

児童自立支援  円  円  円  円  円  円  l  

地域区分  
7／100  6／100  4／100  3／100  その他   

区分  

児童自立支援   円   円   円   円   円   

施設通所部   旦退坦  鎚止辺  姐  ら ●●●  ・些・■   

地域区分  
8／100  7／100  6／100  旦∠ユ！辿  3／100  その他   

区分  

児童自立支援   円   円   円   円   円   円   

施設通所部  旦皇且迫  j担且…坦  旦呈上亘旦  旦旦且生9  壁且迎  旦旦且1旦   

（8）情緒障害児短期治療施設通所部  （8）情緒障害児短期治療施設通所部  

地域区分  
適∠1上坦  ユ且二19旦  12／100  10／100  9／100  8／100   

区分  

情緒障害児短期   円   円   円   円   円   円   

治療施設適所部  ●・  ●  1鮎ユ坦  1〔比良！迫  旦む娃旦  旦旦丘旦旦  塁ヱ戯坦   

情緒障害児短期   地域区分 区分  17／100  14／100  12／100  山∠1」迫  10／100  9／100    円  円  円  円  円  円  治療施設通所部  ー ●■  1姐  基！⊥1；坦  脳坦  腿  旦邑ヱ旦9   

地域区分  
7／100  6／100  皇∠ぷ辿  3／100  その他   

区分  

情緒障害児短期   円   円   円   円   円   
治療施設通所部  毀⊥19  旦旦⊥旦旦9  芝生ユ三旦  姐  旦ユ且巨旦  

情緒障害児短期   地域区分 区分  8／100  丁／100  6／100  皇∠1旦9  3／100  その他    円  円  円  円  円  円  治療施設通所部  ●；●＝  坦ヱ辿  姐  旦§』迫  羞迫L迎  塁ユユ！迫  



改正後   現行   

（9）ファミリーホーム  

地域区分  

17／10014／10012／10011／10010／1009／100  

現見  

円 円 円 円 円 円  

1人につき1主星ユ凶1朗皿弧適出は迫通岨迫適11辿通過  

地域区分  

8／1007／10016／1005／1003／100その他  

硯■  

円 円 円 円 円 円  

1人につき週適乙臼坦適⊥鮎旦適且封坦ユ旦皇．亘姐1Al遇  

（10）自立援助ホーム  

地域区分  

17／10014／10012／10011／10010／1009／100  

現員  

円 円 円 円 円 円  

6人まで迎皇且退呈！迫ユj退出且封迫退出じ迫j且Z且Z£ユ旦亘且迅  

7－9』⊥且迫ユ旦乙旦互生適地．旭豊丘弧皿迫旦適⊥辺  

10－12月迫戯迫l刃坦且凶‖⊥週止些．uヱ且迅」⊥通過鮎‖1日巳堅  

13－151旦姐泣ユヱ且丘迫山九2止血迫1ヱ⊥ヱ邑塁題旦  

16～18皿出血坦止出払．u軋皿1姐ぷ矧j且u迎  

19人以上1王立⊥辿ユヱLま亘立1呈出L迫適⊥む迫ユ旦旦．塁ヱ引．艮迫且墜  

地域区分  

8／1007／100¢／1005／1003／100その他  

現A  

円 円 円 円 円 円  

6人まで1旦皇．皇亘旦ユ旦＆之旦仝ユ旦乙凶虫1皇虹乙邑9週且む迫迅旦且迫  

7～91岨1ヱ皇ヱ皇立ユ題．巳辿．u軋旦迅止生．⊇呈旦1ヱ軋鎚迎  

10～12ユユ且迎ユ週足皿1出血犯l』ム退副ユぷ旭鎚  
13～15剋且剋迫1岨j．鮎止迎．旭むu迫】j且題迫  

18・・18ユ旦邑丘！迎1旦皇．Z旦塁1旦ま且皇旦適且＆迫1姐1旦旦ユ≧旦  

柑人以上1旦生⊥退避且且岨1且1且迫1旦9止辿ユ主星且迎適A旦旦立  
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6～・10人  

11′－15  

16・－20  

21～25  

26′｝30  

31～35   

裏」＿（遁jj迫  

・運■＝：・■  揖．山  

皇曳．旦鮎＿．豊王立  

旦皇．立辿．皇旦生  ∑u姐且且弧  

出血旭ぷ迫  

姐jj迫且迫   

遁且岨   

地域区分  地域区分  

8′100  7／川0  6／100  皇J」＿迎  3／100  その他  7／100  6ハ00  i∠】j追  3／11】0  その他  

定員  定員  

円  円  円  円  円  円  円  円  円  円  円  
5人まで  

6′｝10人  

1ト｝15  

16－ZO  

21～25  

26～30  

31′－35  

36・〉40  

41～45  

46～50  

51～55  

66′〉70  5（；～60 61′－65  

※1か所当たりの年額  ※1か所当たりの年扱  



改正後   現行   

2 加算分保護単価   2 加井分保護単価   

（1）小規楳施設加井分保護単価   （1）小規嫌施設加算分保護単価   

児童養護鹿兼   児童暮護施投   

地域区分   地域区分   

止迅迫l吏出題 12／100 山∠1j迎 10／100  9／100   1旦∠」＿凶 1山迎 12／100 10／100 9／10018／100   

定員   定員   

円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円  円   

30人まで  遁』迫 遁』迫 遁ユ姐 1旦且迎 皿旦 通ぷ迫  30人まで  1旦且姐 1旦ヱ迫 迅⊥辿 適且建 j旦ユ迎 適且辿   

31－ヰ0人  1旦▲皇ユ立  通  週且姐  週丘迎 1且ヱ遡 1星且迫  31～40人  1五胡坦  ユ且旦担  昆且旭 」ヱユ辿 1乙日月 1乙鮎坦   

41人以上1姐姐旦塵豊生旦且迫皇且姐旦丘姐8止迎  

地域区分   地域区分   

8／100  7／100  6／100  出迫  3／100  その他   7／100  8／100  皇／⊥辿  3／100  その他   

定員   定員   

円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円   

30人まで  1姐迫 1星且坦  通A迎 」且退塾 ユ且堅迫 1且旦豊里  30人まで  j丘且迫  ⊥§』迎  適⊥∈坦 1亘且坦  jA且辿   

31～40人  昆且迫  昆且迎  週且建 1呈．呈旦旦  週 1⊥遇  31～40人  1且裏迎 」ヱ避  止⊥姐  退避  山坦   

41人以上   む臼追  越  軋臼旦  旦」旦塁  旦且担  剋  41人以上   鮎と旭  旦且建  旦且担  旦且≧史  姐迫   

■・l   
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（2）職業指導員加算分保護単価  
ア 児童養護施設  

（2）粗菓指串良加算分保護単価  
ア 児童養護施設  
地域区分  地域区分  

⊥王∠1！迫  1皇△上迫  12／100  山∠1旦9  10／100  9／100  迅∠1」迎  1立迅迎  12／100  10／100  9／100  8／100   

定員  定員  
円  円  円  円  円  円  円  円  

30人まで                30人まで     1まL鮎坦  
⊥1⊥Z皇9  

旦且1旦  

エ旦迎  
ヱ．以担   

71～ 80  皇遡  旦ヱ星9  皇」＿迎  旦且！迫  旦1色担  皇且皇史    Tl′〉 80  旦．呈1旦  軋u旦  旦」1呈9  退迫  出ほ旦  皇且建  

81～ 90  亘止姐  弘迫  鮎ゝ辿  軋ま2旦  址迫  旦LIA9    81～ 90  亘▲英坦  互呈旦立  亘．呈皇9  皇」＿王立  且ユ旦9  遇  

91・〉100  旦且坦  生血担  豊L鮎担  旦L迫⊆  曳旦建  姐迫    91 ～100  皇且迎  ま且！独  旦且Z旦  旦⊥旦1旦  旦▲退坦  曳呈坦  

101・・・一110  4▲呈皇9  11皇9  腿  旦．旦旦9  姐迫  旦且担    101・｝110  姐迎  旦⊥19  姐迫  姐坦  旦旦辿  旦旦旦9  

111・－120  乱臣迎  ＆邑皇立  迅  呈ユZ旦  

40   

131～140   

1ヰ1－一150  旦且呈旦  姐迫  呈且呈立  乙鮎迫  呈且三旦  呈且皇旦    141～150  姐迫  呈且姐  呈且迅  呈且迎  乙出塁  乙邑⊇旦  

151～160  呈且≧旦  姐担  呈」と担  乙鮎迫  呈ユ担  乙Z旦旦    151～160  呈』迎  乙旦豊里  呈且担  乙乙辿  呈ユ亘9  呈▲遇  

161′・■170  遇  乙ヱ鎚  乙題  乙巫迫  呈⊥巨星9  乙鮎迫    161～170  乙鮎迫  乙と迫  呈ユ；坦  退坦  呈．旦！迫  乙む坦  

171～180  乙乙星空  呈」旦皇史  呈▲旦呈g  呈丘1旦  呈且姐  乙巨辿    り1～180  呈』迎  乙む迫  乙羞退旦  呈▲旦旦9  呈．皇旦塁  呈丘皇g  
181 ～190  乙鮎坦  乙旦三旦  乙臼旦  乙il旦  姐坦  呈▲全ヱ9    181～190  乙鮎坦  乙む坦  乙巨⊇旦  呈．旦皇旦  乙旦辺  乙皇室旦  

191人以上  呈丘担  乙裏坦  乙生娘  呈▲旦1旦  呈」呈旦9  乙封建    191人以上  呈1亘旦q  呈一生豆9  呈▲A迎  乙む坦  乙互迫  乙鮎迫  

地域区分  地域区分  
8／100 7／100 8／100 主ょJ」迎 3／100 その他  7／100 6／100 包ユ塾之13／100 その他  

定員  定員  
円   円   円   円   円   円  円   円   円   円   円  

30人まで  1且⊥辺 迅遡迫 ユ且出迫 遇」且旦⊇旦 ユ且越          30人まで   迅且坦 1旦且皇9 1⊥遇 皿1迅坦  
31～ 40人 山且矧l⊥＿遇 1⊥出迫 11且辺 j且堅坦 j且史迫          31－・40人 11之3旦 11．1互生 1軋已通 過且坦1且旦迎  

41～ 50   旦旦！辿 ＆裏迫 旦且迎 姐迎 旦⊥ヱ旦 ヱ．姐旦          41′〉 50   旦止祖 腿 旦之旦旦 旦⊥辺 土旦ヱ旦  
51～ 60   通  過  遇  ヱ▲まヱg  ヱ．呈旦旦 ⊥遇          51～ 60   ヱ丘担  ヱ．皇迎  ヱ且坦  遇 11二迫  

61～ 70   姐担 姐迫 旦且姐 皇且迫 旦丘生旦 旦丘担          81－ 70   旦ユ生立  乱臣j迫  旦▲亘旦9  旦且迫 旦L；粗壁  
71～ 80   皇且姐 皇．鮎坦 姐迫 剋 且遇 豊丘旦9          71～・80   退出迎 且旦組 立ユ∈迫 皇ユ辿 呈上旦9  
81～ 90   旦』迎 皇▲鎚迫 豊丘担 匁鮎辺 地迎 旦ユ娘          81～・gO   姐迫  5且旭  ま且廷  ま且⊆迫 旦ユ坦  
91←100   全逓 曳呈」』 旦．1旦9 む日独 姐迫 姐坦          91～100   裏山＝ 餌ぷ‖ 二出刃＝ 二出些」 呈．旦星空  

101～110   遇  ＆鮎坦  呈且迎  呈且辺  旦且適 量▲ヱ呈9          101～110  迎  通過  旦且姐  旦且建 且ぷ坦  

＝1～120  呈丘旦旦 呈且建 迎 旦丘！迎 遇 迅迫          111～120  旦且担  旦丘迎  呈丘∈迫  遇 互生皇9  

121～130   且旦≦迫  呈長辺 1出旦 i且≧旦  呈．呈ヱ9 迅          121～130  ま且Z旦  ユーむ岨  且ぷ迫  旦L≧旦塁 且ぷ坦  

131～140  呈⊥建 旦且！坦 呈且通 過坦 呈▲旦旦Q 呈．旦呈皇          131～140  呈且迫  ユ且姐  旦且1旦  乙聖坦 呈且呈仝  
141～150   出鎚‖ 出⊥旦  乙追白  乙臼旦  乙Z2立 乙旦旦9          141～150  乙出且  乙封迫  乙週旦  乙Z呈9 乙鮎担  

15l－160  と1坦 乙乙旭 呈▲鮎泣 む姐9 呈．鮎皿12通運          151－180  乙n9  出日独  呈且巨9  乙出塁 遇  
181～170  呈且姐 呈．鮎迫 乙鮎拉 姐迫 呈丘姐 姐迫          161～170  呈．鮎坦  呈丘鎚  呈▲皇旦9  と塑旦 左通旦  

171一柑0  呈丘坦 呈丘姐 乙虹色 乙裏坦 呈．生娘 呈遡          171～180  呈且姐  姐迫  乙旦Z旦  と裏坦 呈Lむ迫   柑1～190  乙公坦 呈．ま迎 乙11q 呈A〔坦 乙鮎迫 呈』迫          181～190  乙鮎迫  む止旦  乙辺  呈．旦！迫 遇   191人以上   迅迫  呈．出色  乙出血  乙甚坦 乙呈迎 呈ヱ迅          1gl人以上   ㌫出＝ 出必‖ ．日英＝ 二日剋」呈．呈1旦  



改正後   現行   
イ 児童自立支援施設   イ 児童自立支援施投   
地域区分   地域区分   

皿迎 ユ旦∠∬迫12／10011∠∬坦10／100 9／100   1出迎1山迎12／10010／10019／100 8／100   

定員   定見   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで  j且旦辿 1星遡泣1亘A辿15追迎 遁且凶 適』迎  30人まで  1皇』追 適丘辿 適止辿 1皇』迎 通脳迫 皿   
31～・40人 ．払盟引」皿辿封1㌫出 1乙ヱ遁．ほ⊥迎 止劇泣  31′〉 40 1乙王皿．ほA姐．払出引 二且適馴1出戯 11且辿   

41～ 50   豊丘辿 軋幻旦 蛇過 重ほ過 払担 皇ぷj迫  41” 50  皇．壷戯 且遇 ＆之鎚  旦L王ヱ⊇ 且旦逆 軋絶壁   
51・－ 60   姐泣  旦A迫 鮎姓9 豊丘∈坦  旦ヱ旭 臥1担  51～ 60  旦丘邑9  乳鮎坦  旦ぷ辿  軋送迎 乳ユ上坦 旦且辿   
61～ 了0   通 過 むL迅 迅迫 通 過  61－ 70  遇 ユ遇 ヱ』通 過 迅担 迅   
71～ 80  旦ユ旦9  旦遡 む担8 むむ担  鮎出担 鮎塑  71～ 80  旦丘迎  鮎迫塾  生A邑全  色丘邑9 且呈迎 鮎遡   
81・｝ 90   むL適  量且岨 過 5丘辿  皇A迎 皇且担  81－ 90  迦 姐迫 過 皇A辺 皇A迎 皇且娘   
91－100   も組立 4』迎 4丘迎 丸型迎 ＆主星9 土皇迎  91～】00  旦ヱ迎 4Jと鎚 A旦迎 姐迫 旦丘2旦 遇   

101－110   吏む独  姐迫  姐迎  ごuほ迫  姐泣 も乙Z立  101－110  4A辿  姐泣  も鮎坦  姐迫 ま．左辺 姐迫   

111～120   む1丘白  丸遇 4且1旦 呈且旦9  過 且皇呈9  111～120  4止迎 鮎l姐 4且旭  姐泣 呈且辿 姐辿   

121－130   旦且生色  姐迫 3』迎 適  量丘皇9 迎  121～130  呈且建 aヱ適  量』迎  豊丘生旦 且鮎盟 主丘！坦   

131～140   ＆髭史  呈．生邑9  呈止！迫 超  過担 呈且担  131－140’呈戯 ＆蛇8 旦且娘 呈且岨 呈且通 過   
141～150   且呈！過  日止姐 迅担 遇  呈且坦 呈且；迫  141～150  ⊇止娘  乱u旦  旦必辿  辿担 旦且相 通坦   

151・－160   呈』迎  呈題 乙退迫 過  呈且迎 乙旦呈旦  151－160  遇 乱鎚坦 迅坦  之遇 ；巳払負 遇   

161～170   迅迫 乙鮎迫 呈且！迫 乙鮎坦 ヱ且坦 呈且担  161・・■170  題 2遡追 越 迅迫 2遁1旦 之▲王塑   
171－180   呈遡  過  払迫  乙運旦  乙ヱ皇9 乙11旦  171－180  乙鮎坦  呈ユ皇立  乙三三史  乙左迫 呈．王1旦 呈且坦   

181～190   乙む泣  乙む旦 ヱ且迫 出i姐 呈且迎 ヱ且迅  181～190  ヱユ姐  迅迫  乙釘坦  乙巨星9 剋 遇   

191人以上  呈丘遁 呈丘迅 ヱ且担 呈丘姐 呈且迎 乙…i迅  191人以上  2丘姐 2丘坦 2丘遁 乙三i迎 乙；迎 乙豊皇旦   

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 6／100＝弘脳＝ 3／100 その他   7／100 6／100 4∠ユ』】13／100 その他   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで  適遡担 週且遁 1まユ姐 適且姐」A生起 ユ皇且坦  30人まで  1且旦誠 迅ユ迎 ⊥豊丘！迎 ⊥越 jA鎚坦   
31－ 40人  出』迫．u遡坦 出遡迎 ユユユ迅‖．ujぷ封j⊥丑建  封 ～ 40  出且担111ユ≦坦 山過迎 封．且1史 上．2旦9   

41－ 50   旦且坦 旦且担 過 軋む坦 旦丘皇9 月止迎  41－ 50  皇且迅 旦且亀虫 旦ユ！過 払邑迎 軋皇祖   

51～ 60  鮎廷迫  旦且迎  遇 1到迎 1辺 遇  51－ 60  鋸日独 ヱ且亘9  ム鮎迫 1辺 遇   
61～ 70   迅 11迎 通 過 旦且建 虹む担  61～ 70  ヱ．口辺  上皇三塁 姐迫 姐過 重ユ迎   
71”80   旦且坦  軋2旦9 且ユ旦9 旦ユ生9  腿 互旦！迎  71～ 80  且左辺 旦」旦9  姐坦 姐担 呈且坦   
81－ 90   遇  旦遇  鮎L建  退追  出迫 腿  81～・gO  迦 も逃独  立之担  皇⊥Z旦 腿   
91－100   姐坦 姐迫 4A辿 姐迫 題 も；皿  91～100  卓止辿 退避 旦遇 4且19 丸払旦   

101－110   皇ユ至迫  通  曳⊥迫  建坦  皇且迫 且鮎坦  10l～110  通  曳1」匹  血鎚迎  4且2旦 且鮎坦   

111～120   遇 遇 8通過 呈遡迎 呈ユ娼 姐迫  111－120  姐泣 出迫9  ㌫乙迎 呈且担 遇   
121－130   通  過  遇 旦且通  過 ㌫i遁  121－130  遇  旦丘辿  呈』坦  旦A！迫 鮎L辺   

141～150   呈且辿  呈且辺 む退塾 乙玉堤巨  星▲出坦 乙弘旦  141～150  呈且迎  乙朗迎  姐迎  ヱ且迫 迅担   

1引 ～柑0   遇  之邑Z史  乙封建  乙邑迎  ぇヱ邑⊇ 乙ヱユ旦  151～160  乙邑18  乙鮎岨  乙鮎坦  Zユ亀虫 乙剋   

161－170   乙ユ坦 乙ヱ三塁 乙日独 乙迎 之過重迫 迎  1引 ～170  乙1退 乙迫巳 Z』迫 之遡担 呈．旦Z仝   
171－180   姐迫  乙鮎坦  乙邑皇9 乙臼旦  呈遡 乙皇迎  171…180  乙釘坦  之j臼迫  之j山ユ  呈且坦 乙皇；坦   

181～190   呈遜坦  呈且通 過 乙巨迎  迅迫 過  181～柑0  之丘遁 過 且旦1旦  乙旦鎚 之丘迎   

191人以上  過 むL辺 乙裏坦 乙廻旦 乙生！迎 乙凹  191人以上  乙旦辺 地 むと旭 乙皇室担 2且担   131～140   通  過 3止姐 呈L㌶旦 通 過  131～140  遇 3ヱ建 迅 旦1遇 呈遡  

Jl  

▲d」－＿ぐ、 ＿－■▲」」こ二二三h二．七  エー■■㌫ ム」てこ：亡．∴こIr  ・i■正“・二く芸＝コさこ∴ビ  
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世帯  世帯  
11～20  呈呈ユ≧旦  呈呈⊥星呈旦  a且通  乙Ll姐  呈⊥亘羞迫  む止辿        11′〉20  之之丘迎  呈乙迦担  呈1▲旦邑9  む遡  ま1．旦旦9  呈1且辿  

21～・30  剋担  通過≧旦  1皇且迫  jAA至担  1旦且担  1旦．鎚坦    21～ 30  ⊥亘．鮎坦  」A鮎坦  週▲皇旦9  ＿旭丘建  1姐坦  1Aユ旦9  

31～40  ．迫且迎   一●  週⊥坐  週且娘  1呈⊥旦皇9  1之且皇9    31′） 40  1旦ぷ迫  1まヱ匹  1旦」遡  過且迎  」ヱ且辿  止血担  

41（■ 50  1且⊥坦  1⊥邑亘9  ユ⊥旦旦9  1⊥裏坦  1⊥旦＿坦  11▲裏坦    41～ 50  1呈且1旦  ユ」ユ巨9  止且辺  山』迫  ユユ止＿坦  1⊥旦呈9  

51～ 60  遁』辿  週止辺  皿旦  1旦⊥生9  ＿坦且辺  姐坦    51・～ 60  1旦旦1旦  」且鮎坦  1且∑坦  1且旦担  姐担  皇且19  

61一〉 70   旦旦≡坦  旦旦豊里  鼠遇  乱臣9里  旦且⊇月  旦▲旦旦9    61～ 70  旦且1旦  旦且1£  旦ユ皇g  旦且≧旦  軋巨§旦  姐坦  

71・〉 80   1む坦  1旦ユ旦  ヱ遡  迅担  エぷ坦  1吏担    71～・80  1弘皇  1呈皇9  ム乙！迫  ヱLl旦9  11呈9  エ旦三塁  

81・〉 90   旦』迫  皇且≧旦  も出旦  と墜坦  互ヱ亘旦  皇ユ娼    81～・90  旦避退  屋且Z旦  見越  旦遇  亘L迦  姐迫  
91世帯以上  姐迫  亀虫担  旦且邑旦  旦且亘9  4且坦  4▲呈旦9    91世帯以上  4▲皇旦9  4．隻！迎  旦且Z旦  旦且旭  且退坦  姐坦  

地域区分  地域区分  
8／100 7／100 6／100 弧迫 3／100 その他  7／100 6／100 出迫 3／100 その他  

定員  定員  
円   円   円   円   円   円  円    円    円   円   円  

10世帯まで  呈旦遡 Z皇」1遡 揖且迅 屋ユ且担 呈工呈旦9 呈旦且担          10世帯まで 過 呈ユ丘旦9 呈ヱA些 貴之逆 運遡  

世帯  世帯  
11－ 20  払且辿 呈1⊥鎚坦 呈臣且迎 鎚uユ旦 羞坦A姐．旭且辿          11－ 20  出且迫I割出1月 之虹鮎氾 Z旦．皇之9 ユ且旦呈旦  

21－ 30  1A⊥辺 1A遇 遇 1呈丘生9 通 過』迫          21～ 30 1A旦皇9 1且旦姐 1呈ユi迫 ユ且旦1旦 j且Z旦9  
31～ 40   皿 ユ且旦皇Q lヱ丘鎚 1之坐旦 ユ呈⊥退迫 ＿u且週          31～ 40  過 1乙姐旦 遇 1呈ヱ亘旦 ⊥1遡  

41～ 50   週 1j．呈亘9 1⊥適g l⊥旦ヱ旦 1旦且！坦 遁且担          41～ 50  11ぷ迫 ．u⊥三迫 上旦且迫 1旦旦旦gl且旦⊇旦  

51～ 60  乱玉堤9  旦⊥鮎担  皇ユ辺 姐坦  鋸む担 鮎L建          51・｝ 60  旦且旦9  皇ユ巨仝  鮎迎  旦丘辿 旦呈！迎  

61－ 70  ＆誕坦  旦⊥旦迎  旦且遁  旦▲逃坦  旦⊥辺 上旦邑9          81～ 70  弘担  餌蛭旦  旦ヱ姐  むL王9 ヱ且三旦  

71～・80  遭  遇  軋巳担 旦且≧良  旦且坦 皇．旦迎          71～ 80  迅迫  旦且迫  姐迫  旦遡迎 旦▲旦生9  

81～ 90  姐迫  姐坦  豊丘坦  腿  互生亘g 遇          81～・90  豊丘辿  軋王iヱ9  皇▲皇旦9  む姓9 立退＿塁  
91世帯以上  皇▲Z旦9 旦ヱ辺 虹岨9 皇ユ亘9 旦且弧 呈．旦旦皇          91世帯以上  Aヱ」岨 4⊥辿 曳⊥担 4．越 退坦  

竺  



改正後   現行   

（4）母子生活支援施設母子指導員加算分保護単価   （4）母子生活支援施設母子指導員加算分保護単価   

地域区分   地域区分   

道Jぷ迫14／10012／100 止△剋10／100 9／100   16／100 山辺12／10010／100 9／100 8／100   

定見   定員   

円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円  円   

1世帯につき㌫止辺塑必坦過呈旦且旭廻ユ建呈旦且辿  

地域区分   地域区分   

8／100 7／100 6／100 呈出迎 3／100 その他   7／100 6／100 虹1！迫 3／100 その他   

定員   定員   

円  円  円  円  円  円   円  円  円  円  円   

1世帯につき 墨ユ担 墨丘迎 呈旦丘坐 毘ユ坦 墨』迫 毘遇  1世帯につき 呈呈丘！坦 設且通 過 呈乙芸坦 呈呈」1盟  



改正後  

（5）母子生活支援施設少年指尊員兼事務員加算分保護単価  （5）母子生活支援施設少年指導員兼事務員加算分保謙単価  

地域区分  地域区分  

⊥王∠1！迎  ユA週  12／100  山∠ユ」迎  10／100  9／100  適∠1」迎  ユ旦∠ユ旦9  12／100  10／100  9／100  8／100  

定見  定員  

円   円   円   円   円   円  円   円   円   円  円  円  

20世帯まで   

世帯  世帯  

21～30  

31～ 40  jヱ遇  ⊥1且旭  11⊥旦⊇旦  山丘迎  山＿A室坦  ⊥1⊥蔓亘9    31 ～ 40  ユ⊥旦邑9  皿旦  山且迅  ユ＿1止旦9  ユ＿1⊥旦生9  ⊥L星亘旦  

41～ 50  l；；l  ＿坦且辿  ユ且旦三塁  遇  ユ旦旦！迫  過    41～ 50  遁ユ堕  二坦丘≡担  辺上建  ユ且ぷ坦  1旦且建  ＿迫ユ；坦  

51～ 60   星・●  乳裏坦  姐迎  旦止迎  出迫  迎    51′－ 60   旦L姐9  乱退迫  姐坦  旦⊥建  旦」近旦  姐坦  

61～ 70   旦⊥ま！迫  旦ヱ三塁  軋1迫  ；l；l  旦且旭  土製坦    61～ 70   腿  腿  軋長坦  旦▲越  ヱ且生旦  ヱ且迫  

71～ 80   退坦  遇  ●－；●  軋…迫9  乱臣Z旦  乱臣1旦    71－ 80   ⊥1坦  ヱ且呈旦  －● ●  旦且坦  旦遡迫  旦ぷ迫  

81～ 90   旦且坦  亘▲旦！迫  旦且1旦  皇工担  迅坦  旦旦圭坦    81～ 90   皇且皇旦  旦且辿  む釘＿9  良工坦  互生建  旦且≧旦  

91世帯以上  姐担  旦ユ≧旦  史邑辿  生色1旦  皇⊥三迫旦  旦L巨旦9    91世帯以上  生む坦  茎●；●  姐坦  1亘遁  生長旦9  生旦！迫  

地域区分  地域区分  

8／100 7／100 6／100 山辺 3／100 その他  7／100 6／100 4／100 3／100 その他  

定見  定員  

円  円  円  円  円  円  円  円  円  円   円  

20世帯まで  週 呈≧▲旦辿 ≦望⊥辺 む』き坦 呈迅坦 呈ユ且辺          20世帯まで  姐 毘ユ迎 aユ迎 呈⊥む坦 む』坐  

世帯  世帯  

21～ 30  ユ通 過 1通 過 週止通 過且担          21～ 30  適且！迫 迅ユ！迫 ユA且通 過遡1旦且旦9  

31～ 40  山』矧l⊥＿」＿遁 1ユ．旦邑9 ユ且旦旦9 週且通 過丘迎          31～ 40  山」＿旦旦 山．旦ヱ旦 週▲旦鎚 適ユ娘 ＿辿且；迫  

41～ 50  1姐担 ＿旭丘辿 乳氾旦 軋邑旦9 乱雲迫 旦』辿          41～ 50 ．旭丘旦9  旦且旦旦  旦丘！迎  乳む旦 旦A辺  

51～ 60  皇且坦 軋聖坦 ＆腿 弧坦 ＆出塁 旦且匹          51～ 80  む鮎迫  旦且辿  ＆工建  む邑迎 旦Al旦  

61～ 70  遇  ム鮎坦  遇  五郎迫 1亘旦9 ム釘坦          61～ 70  ヱ⊥旦遁 ⊥退迫 ヱ且担 遇 ヱ▲退迫  

71【－ 80  旦ヱ旦旦 軋む迫 旦且辿 鮎遡 姐迫 軋退坦          71～ 80  姐坦 姐迫 鮎迫9 軋生王旦 臥む旦  

81～ 90  遇 主題 主点坐 も裏迫 む坦旦 且裏迫          81～・gO  適 量且追 越  亘遡 立退迫  

91世帯以上  越 生A辺 もま追 越 も鮎坦 生む坦          91世帯以上  裏迫9 包裏坦 包並旦 旦L⊇ユ旦 皇▲塾迎  



改正後   現行   

（6）小規模グループケア担当職員加井分保護単価   （6）小規棟グループケア担当職員加算分保護単価   

ア 児童兼護施設、児童自立支援施設   ア 児童養護施設、児童自立支援施設   

地域区分   地域区分   
1山迫1皇∠ユ旦立12／1001」∠1旦旦10／100 9／100   ．旭∠1」迎 ⊥呈∠出迫12／10010／100 g／100 8／100   

定員   定点   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで   ユ且ヱ鎚 j丘丘；迫 1虹L互生 1且鎚迫 皿 遁遇  30人まで  」旦且担 j丘且∈迫」且ム迫．ほ虚旦91且ヱ遡 ユ且鎚旦   
31～・40人 1＆と坦 ユ且ユ呈仝 1且皇呈立．ほ且≧旦 1乙1辿1≧丘迎  31～・40人 週』迫 通』迫 1呈且辿 1呈ユ娼．ほ且坦1星且迫   
41・〉 50  適遡 皇．旦豊里 軋星組  旦且⊇坦  旦且姐 旦止19  41～ 50   旦▲幻旦  旦皿泣  ＆堅坦  ＆旦迎 姐迫 且遇   

51～ 60   乳旦迎 皇．出没 虹臼迫  む鮎迫  旦且迫 旦丘辿  51′｝ 60   旦且迎 腿 旦ヱ辿 払出迫 且旦辿 凶迫   
81′・■ 70   鮎む坦 ヱ且王全 通 迎  遇 1建立  61～ 70   1出迫 ヱ．旦！迎 遇 ヱ丘≧旦 工皇迎 1日旦   
71－ 80   1凹  旦且堅塁  む姐生  乳ぷ迫  軋鮎坦 旦丘迎  71～ 80   皇過重氾  旦且；迫  軋1Z旦  且旦迫 且鮎迫 且立退   

81～ 90   旦且迫 通過 皇且迫 む乙週  む迦 過  81～・90   適 量丘迎 通過 姐坦 互且迫 姐迫   
91～川0   越 生旦呈9 曳旦姐 旦創旦  も辺 4▲王迎  91′、■100   皇且組 も旦王9 旦且坦 4ユ組 まヱ⊇旦 姐迫   
101′・■110  匁鮎坦 姐迫 ま丘呈9  姐辺  土丘亘旦 ま且辿  101～110  鮎迫生 ま丘亘包 も邑1旦 旦A亘生 山 姐迫   
111～120  も㌫迫 姐迫  姐迎  皇Ll旦旦  虹迫旦 豊ユ旦9  111～120  旦ユ姐 ま且凶 むu坦 址泣 き』迎 姐迫   
121～130  包鎚坦 退泣  出と迎  旦1豊里旦  呈且迫 ㌫乙5迫  121～・130  姐坦 ユ且【迫 剋  呈且旭 遇 旦．王皇9   
131～140  呈幽 呈避退 呈且姐  呈丘三迫  通過 む越  131～140  遇 乙旦迎 退泣 迎 むL辿 旦幽   
川1－150  遇 旦遇  む≧迎  通過  迅坦 呈．遁旦  141・一150  旦L迎 且呈旦9 旦ぷ迫 乙L担 旦Ll旦9 呈．1呈旦   

161～170  通 過迫 ；uリ且 呈出旦旦 呈且迫 呈且皇9  161～170  旦』迎 a必泣 旦且ユ旦 呈且姐 呈且迎 乙鮎迫   
171～180   姐旦  呈且巨史  乙鮎迎  遇  乙旦旦9 乙旦皇旦  171－180  呈且旦旦 乙鮎迫 呈蓬迎 乙退迫 呈丘迎 呈．旦』   

181～柑0  呈』辿 呈且姐 呈遜迎 呈▲ヱヱ旦 呈ユ迫 呈ユ迎  181～190  姐坦 呈且1史 呈▲む坦  呈ユ圭担 呈．王立9 乙辺   
乙遇 乙遇 乙旦皇9 呈丘ヱ旦 呈且皇旦 遇  1gl人以上   乙辺 呈ユ旭 呈丘旦9  出む坦 呈▲鮎迫 迎   151－160  呈且坦  呈」＿迎l；江迎l；址凶【；通過】且堕  151～180  旦且迅 五山担 旦」＿呈旦  旦且迫 旦且≡担 呈且；迫                                                              191人以上  

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 8／100 むユ辿 3／100 その他   7／100 8／100 裏山迫13／100 その他   

定員   定員   

円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   
30人まで   遇．旭丘坦 通止凶 1丘丘！迫 j旦』泣 出丘旦9  30人まで   ＿ほ丘迎 ユ丘』迎．ほ⊥鮎‖ 二ほ且延1皇丘迎   

31～ 40人 週遡 ユ呈A⊇旦 止且姐 止且坦 週且迎 出ユ辿  31～ 40人 ユ呈．ま呈立 通遇．迫⊥退 避通；坦11▲封旦   

41－ 50   旦1皇！迎  皇遡 旦且組  む日独  旦．旦呈立 出出  41～ 50   旦且辿  乳旦坦 旦且∈坦  姐坦 む邑旦旦   
51′〉 60   旦』迫 星．迦 ＆遇 且呈旦9 旦ユ迎 ヱ且辿  51～ 80   姐迫 ＆鮎迎 腿 軋臼迫 遇   
81・一 70   通 過 ヱ戯 迅坦 ヱ．呈≧旦 ヱ且亘旦  61～・70   通 過 遭 遇 ヱ▲聖迫   
71～ 80   姐坦 旦且迫 む旺9 且鮎旦 鮎臼迫 邑⊥迫  71～ 80   旦丘≧白 む腿 姐迫 鮎し辿 旦』泣   
81′〉 90   皇．皇室里 長退旦旦 鮎ほ設 立旦旦9 皇▲生≧旦 軋巴担  81～・90   立迫9 皇▲立並 5止姐 互旦1旦 亘且坦   

91－100   まユ！追 越 姐泣 出臼担 色旦1旦 皇』迫  91・YlOO   皇丘皇旦  鮎園 地坦 旦且退 出出迎   
101－110  腿 丸送迎 剋  曳呈旦9  も呈1里 旦⊥ユ旦  101■｝110  鮎剋‖ ！出遁I j遷矧＋呈出劇出題   

111－120  皇且辺 土史迫 皇且迫 旦」迅⊇ ＆出旦 呈且姐  11l～120  豊丘迎 ま皿迎 遇 退u旦 呈且ほ   
121～130  遇 左辺  呈』迎  呈▲皇ヱ引＋ヨ退廷lヨ追担  121・、′130  且且迫 姐迫 遇  ＆釘旦 遇   
131～140  呈A坦 通 過迫 1遊里 呈且迅 呈且姐  131～140  ＆亀虫  通 過 量遡 左辺旦   
1ヰ1－150   過  ＆通史  迅坦  呈』迫  旦且迅 乙遇  141～150  1u通  過迫  ヨ通；氾  迅坦 姐迫   

161・｝170   乙鎚史  迅迎  皿  乙遇  呈且1月l二乙と坦  161～170  呈且皇立  山 乙鎚 退坦 乙出塁   

171～180  姐迎 乙1！迫 乙辿 姐泣 乙出旦 呈且姐  17l－180  呈．ヱ旦8  乙乙迎 乙迦 乙孤独 呈丘坦   
181～190   呈ユ辿 呈．皇皇9  乙㌫坦  乙臼旦  乙む旦 呈▲む坦  181－190  呈▲鮎坦  皿  乙鮎迫  呈．飽引．出幽   151～180  迅氾 呈劇迎 遇 ＆已姐 呈且迫 呈且建  151～160  呈皿凶 Z且遁 呈且迎 呈．旦生壁 過                                                                 191人以上   呈且旭  呈．皇旦9 乙E迫  遇  乙臼且 呈A岨  1gl人以上   呈丘貞迫 乙組立 姐迫 乙鮎坦 乙出9  



剋迫  1⊇J力投  12／100  10／100  9／100  8／100  

円  円  円  円  円  円  
地域区分 定員  1ヱ∠ユ旦旦  1旦∠」」迎  12／100  11∠1j辿  10／100  9／1DO      地域区分 定員                 」且ム圭＝   円 50290   円 生姐過   円 岨   円 旦旦▲ユ旦9   円 生L乙迎   円 史且迫    」且ム去ヱ               ユ⊥ニニ」且ム  道長⊇旦  ミ追且凶  呈呈且1且  追且迫  ⊇ユ且辿  11j廻  

旦乱乙鍾  毘且迅  
出▲旦旦9  

j且且旭  

1旦ヱ亀虫  

1A旦迎   

36 ～ 40  遇  迫⊥担  昆且担  1＆邑担  1≧．ユ迎  昆且迎    36 ～ 40  遇  ．迫』迎  」且旦1旦  

1⊥且迫   

46 ～ 50  迅』迫  軋∈辿之  豊丘皇史  旦且呈g  旦丘些  互生辿    46 ′－ 50  旦且王9  旦」Z互生  皇．旦旦巳  且旦迎  む出担  旦且≡迫  

51～ 55  む迫⊇  旦且豊里  旦L乙担  旦⊥生9  旦且迎  姐迫    51・〉 55  む巳旦  旦▲呈旦9  旦⊥旦9  乱鮎迫  皇．旦皇旦  軋鮎坦  

56 ～ 60  乱鮎坦  豊丘坦  旦ユ呈旦  旦且建  旦且担  旦丘呈旦    56 ～ 60  旦且匹  鮎り担  むu旦  旦上皇9  旦且1旦  ＆裏迫  

61～ 65  旦丘廷  腿  旦．週  乱u良  且吏旦  腿    6l～ 65   むL建   旦．呈皇旦  軋乙担  旦山辺  姐担  ム組立  

66 ～ 70  鮎む担  1㌫坦  エぷ迎  上皇旦9  1鮎担  ⊥旦旦旦    66 ～ 70  ヱ．旦旦9  ヱ．旦旦9  ユユ！担  ヱ且星仝  遇  1副＿立  

71 ～ 75  ム聖担  1鮎担  エと辺  ⊥む＿9  ユ⊥巨旦  ヱ」＿旦9    71 ～ 75  ヱA旦旦  ⊥∑旭  ヱ」≧旦g  ⊥」＿皇g  迅担  エむ坦  

了6 ～ 80  迅担  旦且邑負  軋1室旦  旦ユ三迫  姐担  旦．旦迎    76 ′｝ 80  旦且飽  旦且担  む辺  旦．旦ヱ9  旦且≧旦  旦．呈ヱ9  

81～ 85  軋邑辿  旦．呈週  旦且！担  旦▲呈旦9  旦．呈！辿  腿    81・｝ 85  旦A邑旦  姐担  む≧」担  旦」且9  旦⊥建  旦ユ旦立  

86 ～ 90  旦且担  と鮎坦  旦β」＿旦  良二乙ヱ旦  旦」コ坦  姐担    86 ～ 90  姐迫  皇且亘旦  皇．旦⊆迫  迅坦  剋  皇且⊇旦  

91～ 95  宣長辿  亘A旭  迫担  旦且迫  鼓j迫旦  巨且建    9l～ 95  5止娘  皇且姐  巨且担  亘且坦  亘▲呈史9  旦ユ旦旦  

96人以上  亘．旦⊇旦  A且姐  も邑姐  裏L旭  旦ユ辺  皇」遇    96人以上  旦且邑旦  旦且建  4且生9  遇  まユ；担  豊丘豊里  

地域区分  地域区分  
8／100 7／100 6／100 旦∠山辺 3／′100 その他  7／柑0 6／100 山辺 3／100 その他  

定員  定員  
円 円 円 円 円 円  円 円 円 円 円  

」旦ム去三 色』迫坐丘娘鮎三旦並且旭坐⊥辺地  
⊥⊥＿ニニ＿」旦ム過旦1▲！通史地史鎚遁，迎⊥迅呈旦且旦旦                 ⊥払皇ヱ む且班旦⊇j＿迅旦鮎1匹旦旦且担迫且坦  

16 一 之0人 迫甚似迫ぷ皿迫⊥迫 呈呈且豆9 呈旦蓮坦 呈且且担          16 ～ 20人 呈且呈旦9 ；迫⊥19 呈と1建 呈呈且巨旦 呈呈且迅  

2】～ 25  通過〔迫 通 過且ほ 迅且星空 ユ且虻9 ユ⊥旦呈塁          21－ 25  1旦且迎 週．遇 1旦⊥皇史 ユ且旦皇9 ユヱ且旭  

26 ～ 30  j丘且迫 ユ且立迫 ユ旦A担 通』迎 ユ且旦匹1旦且娘          28 ～ 30  ユ上長建 ⊥皇』迎 遁山辺 ユ丘且担」上且Z旦  

31～ 35  1且1j迎 ⊥旦且組 長出旦旦 j且ユ建 1旦丘亘91旦ヱ担          31～ 35  1旦且遁 1且旦旦負 1旦．旦皇旦 1⊇．出旦 j旦且迫  

36 ～ 40  1呈．皇旦9 1呈A迎、ほ且生9．払出別 二且凶馴 ⊥u剋          36 ～ 40  昆止姐 1呈▲旦呈旦 週⊥迎 ⊥呈▲旦迎1⊥ヱ±担  

ヰl～ 45  1姐迫 1且旦旦立 通ユ娘．旭ヱ娼 ユ且互生9」旦▲呈旦旦          41～ 45  1出払‖1虹迫封」且弘別．独英劇 ユ鎚辺  

46 ～ 50   む鮎迫  旦良；迫  ≦u迎2  皇」且9  旦且辿 鼠旦ユ旦          46 ～ 50   旦且迅  ミリ迫旦  旦且羞坦  旦且；坦 旦．旦旦旦  

5l～ 55   ＆旦旦9  姐迫  且ヱj担  旦ユ≧旦  む巨旦旦 旦．旦ヱ旦          51～ 55   旦且建  岨担  幽  旦．亘理 旦▲旦鎚  

56 ～ 60   旦．ま鎚  ＆旦旦9  ＆立並  軋巴迫  む遇 ユ且迎          56 ～ 80   皇道旦旦  む鮎迫  旦山担  旦Ll呈9 1皇呈旦  

61一～ 65   ヱ且皇g l旦之9  ヱ．旦旦旦  遭  遇 適          61～ 65   ユ且呈史  ユ且巨旦  ⊥王旦負  ヱ且通 過  

66・Y 了0   ヱ．皇呈9 1A旦9 ユ』担 1且担 遇 迅迫          66 ～ 70   遇  之且娘  ユ三通  通 過  

71～ 75   ム旦！辿  軋≡迫立  旦且生9  旦且鎚  軋辺 見旦旭          71～ 75   む塾担  旦且退  色旦呈立  旦ユ巨立 軋鮎迫  

76 － 80   辿  軋辿  旦A王立  鮎必≧  旦且辿 むL辿          76 ～ 80  

81～ 85   旦⊥旭  旦丘（拉  致且迅  姐迫  皇且王立 皇ユ迫          81～ 85   旦且迫  皇皿迫   旦上皇9  皇止適  地  鮎と旭 姐                                  姐且  姐迫 皇ユ辿   86～・gO   皇且建 且封迫 皇▲地色 旦剋坦 皇A担 一軋巴迫          86 ～ 90   皇▲巨旦¢  旦丘建  呈．生娘  皇Al旦 皇．呈旦望   91～ 95   且⊥建  立⊥迫  皇．鮎追  越  皇且建 地建          91～ 95   旦」＿呈9  見出迫  且鎚坦  旦一鮎坦 A且隻9   98人以上   旦ヱ辿  旦L邑j迫 も旦ま鎗 皇．呈出 剋 裏臼迎          98人以上   題 丸旦呈史 4▲旦ま9 裏江旦 む鮎迫   

－
冨
－
 
 
 



改正後   現行   

ウ 情緒障害児短期治績施設   ウ 情緒陣育児短期治療施紋   

地域区分   地域区分   
止△迫l迅△辿12／100 止∠1一迫10／100 9／100   ．旭∠ユ∫迫 ユ且1j迎12／100＝0／100 9／100 8／100   

定員   定員   
円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   

30人まで  遁』迫 ⊥旦』迫 迅⊥飽 通且迫 ユ丘且相 通ユ姐  30人まで  1旦且祖 迅ヱ組 通⊥迎 遁且喜迫」長ヱ迫 ユ旦且辿   

31～ 40人 迫A旭 ⊥出＿；迎 昆．旦迎 過 1呈ユ迫1出．辿  31－ 40人 週且姐 1旦．鎚迎 1呈且1旦 週ユ迫1呈且辿1呈丘呈g   

41人以上遇豊丘姐豊丘姐出題豊丘姐出  

地域区分   地域区分   
8／100 7／100 8／100 鮎山迫 3／100 その他   7／100 6／100 出！坦 3／100 その他   

定員   定員   

円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   円   
30人まで   過 ユ且塾迫 ユ包ま鍾 通過迫 遁遡追 出丘担  30人まで   ＿旭丘担 ユ且A担 」且⊥旦旦 ⊥亘▲辿 皿   

31～ 40人 ⊥日蓮‖ ユむ姐封」且地引 二退避剥昆腰掛」⊥遁  31～ 40人 過 j上辺 j且遇 週且；担 jユ遇   

41人以上   旦幽 ＆旦建 且呈皇9 迅 旦且迎 ＆弘9  41人以上   且旦旭  旦．出£  且j退旦  姐迫 ＆鮎坦   

‾こ如．r£  悠L杢二才一   ‾       、   




